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自己評価結果の概要 
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足立区は、平成 28 年 10 月に、30 年後を見据えた区民と行政の共通の目標となる「足

立区基本構想」を策定しました。 

基本構想で示した将来像「協創力でつくる 活力にあふれ進化し続ける ひと・ま

ち 足立」の実現に向け、基本計画では、区政全体の目標や基本的な考え方、具体的

な施策を、「ひと」「くらし」「まち」「行財政」の４つの視点、７つの柱立て、16

の施策群、52 の施策により体系的に整理し、中間年にあたる令和 2年度には中間検証

を行い、令和 3年 3月に改定を行いました。その結果、施策は 50 に集約されました。 

足立区では、行政評価を「区役所が行う様々な活動を、一定の基準・視点にしたが

って定期的に評価し、そこで得られた評価結果を次の計画立案や事業改善へと反映さ

せる一連の作業」と定義し、PDCA マネジメントサイクルによる区政経営の一連の過程

の中で実施しています。また、「行政評価制度」を通じて計画の進捗管理を行ってい

ます。 

基本計画についても、50 の施策全てにその目指すべき姿や方向性の達成度を測る具

体的な指標と数値目標を掲げ、行政評価を実施しています。 

このたび、施策および事務事業について、自己評価結果（令和 3年度事業実施分）

をまとめましたので、ご報告いたします。なお、今年度の行政評価は、令和 3年 3 月

に改定した基本計画による施策の評価を実施する初年度となります。 

 

【ＰＤＣＡのマネジメントサイクル】 

 

令和４年度行政評価（令和３年度事業実施分） 

自己評価結果の概要 

従来の実績や将来の予測などを
もとにして業務計画を作成する

計画に沿って業務を行う

業務の実施が計画に沿って
いるかどうかを確認する

実施が計画に沿っていない
部分を調べて処置をする

Plan

DoCheck

Action
(改善) (計画)

(実施)(評価)

CheckからActionまでの流れが行政評価 
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【評価の体制】  
施策評価についてはその施策を担当している部、事務事業評価については実際に

事業を実施している課が自己評価を行っています。 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

【自己評価の対象】  

・ 施策評価：基本計画の全ての施策（50 施策） 

・ 事務事業評価：令和 3年度に実施した全ての事務事業（635 事業） 

※ 事務事業の評価結果は、別冊「事務事業評価調書」に記載しています。 
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いつまでも
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整備された
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にぎわいの
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区民 活躍
    活力
 支  行財
政

７  柱立 

16の施策群

50の施策

事務事業

重点プロジェクト事業

足立区基本計画

足立区基本構想

 協創力    活力    進化し続ける       足立 

４つの視点

将来像

ひと くらし まち 行財政

 

施策 50 施策 

重点プロジェクト事業 
評価対象の 45 事業 

部内評価（1次評価） 

一般事務事業(635 事業) 

選定された一部の事務事業 

約 15 事業 

庁内評価（2 次評価） 

庁内評価委員会 
政策経営部、総務部

を中心に委員会を構

成。全庁的な視点で

検証・評価します。 

外部評価（３次評価） 

区民評価委員会 
学識経験者 公募によ

 区民 17 名で構成。

区民及 専門家 視

点で検証・評価します。 

自己評価 第三者評価（参考 重点       一部 事務事業  ） 

二次評価以降 進   事務事業 

重点プロジェクト事業 

施策評価 

事務事業評価 
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【評価調書の項目説明】 

１ 施策評価調書 

（１）協働・協創の取組み 

   協働・協創の取り組み状況を見える化するため、新たに設けた評価項目です。 

（２）SDGs が目指す目標（ターゲット）との関連及び評価 

   令和 2 年度に実施した基本計画の中間検証において、各施策と SDGs の 17 の

目標との関係を整理しました。本項目は、各施策における SDGs の 17 の目標と

の関係や取り組み状況を具体的に評価するため、新たに設けた項目です。 

（３）指標 

区が保有するデータまたは世論調査の結果等の活用により数値を把握できる

もので、できるだけ区民の生活や意識、行動などの変化を測れるものとしていま

す。 

（４）目標値、実績値 

基本計画で定めた数値を基本に記載しています。 

なお、中間検証により指標を変更したもの、新規に指標を設定したもののうち、

実績値と目標値が遡って取れないものについては、「－」としています 

指 
標 

指標名  

定義等  

単 位  平成30年度 平成31年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 
目 標 値 

目 標 値     - 

実 績 値      R6  

達 成 率             

 

また、「３ 投入コスト」については、「中間検証前の計画期間」、及び「現

年度（令和４年度）」を斜線にしています。 

3 投入コスト 平成30年度 平成31年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 

事業費 
     

人件費 
     

総事業費 
     

前年比（金額） 
     

 

（５）施策への貢献度（事業一覧の右端欄） 

各施策に配置した事業について絶対評価（A・B・C）で示しています。施策目

的の達成に貢献した度合いで評価しています。 
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（６）２次評価および最終評価について 

現在、庁内評価委員会(２次評価)および区民評価委員会(最終評価)では、「重

点プロジェクト事業（※）」と「一般事務事業の一部」を対象として評価を実施

しています。施策と事務事業（庁内評価委員会および区民評価委員会の評価対象

の事務事業を除く）については自己評価までとしています。そのため、施策評価

調書の下記の欄は空欄となっています。 

   
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 

※ 「基本計画」で定めた「ひと」「くらし」「まち」「行財政」の４つの視点に基

づき、刻々と変化する課題に迅速かつ的確に対応するため、特に優先度の高い取

り組みを重点プロジェクトとして選定しています。 

 

 

２ 事務事業評価調書 

（１）指標 

その事業で実施した取組みの量や結果などを示すものとしています。 

（２）投入資源（人件費） 

常勤・非常勤職員の平均給与で算出しています。 

（３）視点別事務事業評価 

妥当性、有効性など 6分野 10 項目で評価しています。 

（４）総合評価 

事業の評価を総合的に判断し、拡充・縮小等 6つの項目で評価しています。 

庁内評価委員会の評価 区民評価委員会の評価 

評価の反映結果 

5 庁内評価委員会-２次評価 6 区民評価委員会-最終評価 

反映結果 

達成状況 

方 向 性 
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【令和３年度実績 施策 成果指標の達成率の分布割合】 

１ 令和３年度目標値に対する成果指標の達成率について 

施策の進捗度を測る成果指標（各担当所管において設定）の約７割が、令和３年

度目標値に対する達成率９０％以上となりました。 

一方、達成率が７０％未満の指標も約１３％存在しているため、原因分析を行い、

目標達成に向けた改善に取り組んでいくことが求められます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

２ 令和６年度目標値に対する成果指標の達成率について 

「基本計画の最終適用年度となる令和６年度目標値」に対する施策の進捗度を測

る成果指標の達成率は、約５割の指標が９０％を超える達成率となっています。 

一方、達成率が７０％未満の指標は約２５％存在しています。特に達成率の低い

指標については、残りの計画期間３年間で目標が達成できるよう、早急な原因分

析と効果的な対策を講じることが求められます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

40% 31% 10% 8%
3%

1%
8%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

100%以上 90%以上100%未満

80%以上90%未満

70%以上80%未満 50%以上60%未満

50%未満60%以上70%未満

 

15% 34% 13% 13% 7% 4% 14%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

100%以上 90%以上100%未満

80%以上90%未満

70%以上80%未満

60%以上70%未満

50%以上60%未満

50%未満

 

達成率 指標数 比率 

100％以上 40 40% 

90％以上 100％未満 31 31% 

80％以上 90％未満 10 10% 

70％以上 80％未満 8 8% 

60％以上 70％未満 3 3% 

50％以上 60％未満 1 1% 

50％未満 8 8% 

合計 101 100% 

※ 成果指標総数は 119 ありますが、新規指標設定につき目標値が未設定のため達成率を算出できなかった指標は除外して

います。 
※ 1 施策につき複数の成果指標を設定しているため、指標数と施策数は一致していません。 
※ 比率は四捨五入しているため、必ずしも合計値が 100 にならない場合があります。 

達成率 指標数 比率 

100％以上 17 15% 

90％以上 100％未満 40 34% 

80％以上 90％未満 15 13% 

70％以上 80％未満 15 13% 

60％以上 70％未満 8 7% 

50％以上 60％未満 5 4% 

50％未満 16 14% 

合計 116 100% 

 ※ 成果指標総数は 119 ありますが、令和 3 年度の実績がなく達成率を算出できなかった指標（令和 4 年度世論調査の結果

による指標など）は除外しています。 
※ 1 施策につき複数の成果指標を設定しているため、指標数と施策数は一致していません。 
※ 比率は四捨五入しているため、必ずしも合計値が 100 にならない場合があります。 
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【成果指標①】
小児生活習慣病予防健診における「管理不要」と「正常」の割合（中
学２年生）

74.85% 73.20% - 79% 93%

【活動指標①】
ごはん、みそ汁、目玉焼き程度の料理を自分で作ることができる子ど
もの割合

70% 70% 78% 100% 70%

【成果指標②2】
むし歯のある児童・生徒の割合（※小学生）
※低減目標

38.7% 38.0% - 36% 95%

【活動指標②】
給食後の歯みがき（全学年・毎日）を実施する小・中学校の割合
（※小学校）

15% 12% 60% 100% 12%

【成果指標③】
全国学力学習状況調査で「いじめはどんなことがあってもいけない」
に肯定的回答をした小・中学生の割合（※小学６年生）

- 96.2% 99% 100% 96%

【活動指標③】
教員対象の人権教育の研修会の参加小・中学校の割合

96.3% 92.3% 95% 100% 92%

【成果指標①】
基本的生活習慣が身についている小学１年生の割合

88.4% 86.9% 97% 90% 97%

【活動指標①】
教育・保育力向上研修（年齢別運動遊び研修を含む）への参加職員
数（保育士、幼稚園教諭等）

- 2,318 110% 2100 110%

【成果指標②】
「全国学力・学習状況調査」における国の正答率との差（※国語）

- 4.5 225% 5.0 90%

【活動指標②】
「足立区学力定着に関する総合調査」で「学校の授業はわかる」に肯
定的な回答をした児童・生徒の割合（※小学生）

- 88.2% 98% 90% 98%

【成果指標③】
「自分から積極的に発言、意見を出し合うことができたと思う」に肯定
的な回答をした児童・生徒の割合（※小学生）

- 74.3% 102% 80% 93%

【活動指標③】
協働的な学習の中で児童・生徒にプレゼン機能を活用させた教員の
割合（※小学校）

- 34.3% 62% 70% 49%

【成果指標①】
就学相談により、障がいがある等の特別な支援が必要な児童・生徒
の就学先が決定した割合

99% 99% 100% 100% 99%

【活動指標①】
就学相談を実施した件数

1,062 1,218 - 1,220 100%

【成果指標②】
不登校発生率（小学校）

0.99% 1.03% 72% 0.74% 72%

【活動指標②】
校内委員会において支援方法等を協議した延べ回数
（参考：対象児童・生徒数1,600人）

5,287 5,576 93% 6,000 93%

【成果指標③】
家庭や生活環境も踏まえた不登校支援を行うＳＳＷ（ｽｸｰﾙｿｰｼｬﾙﾜｰ
ｶｰ）により不登校等が解決または改善した割合

33% 39% 122% 40% 98%

【活動指標③】
ＳＳＷが相談を受けた人数
（参考：H27年度SSW人数３人、R元年度14人、R2年度15人）

444 473 108% 450 105%

【成果指標①】
平成29年～令和6年度の改築・全体保全工事予定校22校のうち改
築・全体保全工事が完了した学校数

10 15 94% 22 68%

【成果指標②】
トイレ改修、教室照明ＬＥＤ化、ガラス改修計画、学校毎の改修対象
工事が全て完了した学校の割合

- 21% 88% 70% 30%

【成果指標③】
全小・中学校に占める「適正規模校」の割合

63% 59% 94% 66% 89%

【活動指標③】
統合した学校数

6 6 100% 10 60%

【成果指標④】
開かれた学校づくり協議会型コミュニティ・スクールの設置校数

12 13 93% 17 76%

【活動指標④】
開かれた学校づくり協議会の実施回数

535 626 41% 2,171 29%

【成果指標①】
「足立区学力定着に関する総合調査」で、「自分には良いところがあ
ると思う」に肯定的な回答をした割合

- 71.6% - 72% 99%

【活動指標①-1】
大学連携による体験活動後に「新しいことを知ったりチャレンジした
い」と回答した子どもの割合

90% 87% 97% 90% 97%

【活動指標①－2】
自然教室において「最後までやり遂げた」「自分の役割を果たすこと
ができた」などと回答した児童・生徒の割合

75% 88% 113% 80% 110%

【成果指標②】
中学卒業後も「居場所を兼ねた学習支援」に登録している高校生のう
ち高校を中途退学した人の割合

- 1.6% - 0% -

【活動指標②-1】
中学卒業後も「居場所を兼ねた学習支援」に登録している高校生等
の数

- 129 - 90 143%

【活動指標②-2】
高校中途退学に関わる中学校・高等学校連絡協議会の開催回数

- 1 33% 3 33%

【各指標の達成状況】

R３年度実績対
R3年度目標値

（達成率）

R2年度
実績
（A）

1.4

安全・快適に学
べる教育施設の
整備と学校運営
の充実

ひ
と

R3年度
実績
（B）

R３年度実績対
最終目標値
（達成率）
（B/C）

最終目標
（令和6年度）

（C）

４つの
視点 施策 施策指標

1.1
児童・生徒の心
身の健全な発達
の支援

1.2

確かな学力の定
着に向けた就学
前から義務教育
期までの取組み

1.5

子ども・若者が
たくましく生き抜
く力を育むため
の成長支援

1.3
課題を抱える子
どもの状況に応
じた支援の充実
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【各指標の達成状況】

R３年度実績対
R3年度目標値

（達成率）

R2年度
実績
（A）

R3年度
実績
（B）

R３年度実績対
最終目標値
（達成率）
（B/C）

最終目標
（令和6年度）

（C）

４つの
視点 施策 施策指標

【成果指標①】
早期（37週未満）に産まれた子どもの割合
＊低減目標

5.7% 5.8% 93% 5.3% 91%

【活動指標①】
妊娠届で把握した要支援者（D妊婦）に4回以上訪問等を実施した割
合

92.2% 98.7% 123% 98% 101%

【成果指標②】
妊娠届出者に対し個別のケアプランを作成した割合

89.0% 88.9% 92% 100% 89%

【活動指標②】
妊娠届出者に対し「スマイルママ面接」を実施した割合

89.0% 88.9% 92% 100% 89%

【成果指標③】
3～4か月児健診時アンケートで「赤ちゃん訪問を受けて安心した」と
答えた親の割合

96.9% 95.3% 98% 97% 98%

【活動指標③】
こんにちは赤ちゃん訪問時における産後うつ病質問票（ＥＰＤＳ）の実
施率

80.8% 86.6% 96% 100% 87%

【成果指標①】
保育需要に対する待機児童率
※低減目標

0.00% 0.01% 99% 0% 99%

【活動指標①】
保育施設整備数（累計）

2 3 100% 5 60%

【成果指標②】
指導検査実施施設中の文書指摘を受けた施設数の割合
※低減目標

17.9% 31.0% 90% 10% 32%

【活動指標②】
国の指針または「足立区教育・保育の質ガイドライン」を活用した保育
実践をしている施設の割合

82% 85% 100% 85% 100%

【成果指標③】
学童保育室の待機児童率
※低減目標

6.1% 3.7% 0% 4.6% 124%

【活動指標③】
区内３３地区のうち学童保育室の受け入れ可能数が学童保育需要を
満たさない地区の数
※低減目標

18 17 100% 13 76%

【成果指標①】
児童虐待解決率

66% 65% 81% 80% 81%

【活動指標１】
児童虐待受理件数

1,053 1,028 105% 1,345 76%

【成果指標②】
児童扶養手当を受給している母子世帯の正規雇用率

40.3% 38.1% 94% 45% 85%

【活動指標②】
ひとり親家庭向け就労支援事業を活用した人数

150 152 - 200 76%

【成果指標③】
就労等による他者とのつながりがなく孤立のおそれがある世帯で困
りごとが解消した人の割合

- 37% - 70% 53%

【活動指標③】
就労等による他者とのつながりがなく孤立のおそれがある世帯の実
態を把握し必要な働きかけを行った回数

- 1,158 - 1,200 97%

【成果指標①】
区世論調査で「この1年間に講座や講演会、サークル活動等に参加し
た、または今後参加したい」と答えた区民の割合

- 22.4% 112% 30% 75%

【活動指標①-1】
文化・読書・スポーツ活動協創推進事業の回数（分野間連携事業）

324 723 112% 3,360 22%

【活動指標①-】
文化芸術交流会の開催回数

0 0 0% 6 0%

【成果指標②】
足立区の文化財や伝統芸能に触れたことがある区民の割合

- 37.2% 74% 70% 53%

【活動指標②-1】
文化資源を活用した企画展等の来館者数

6,529 7,123 89% 22,000 32%

【活動指標②-2】
郷土芸能を保存・伝承する団体の活動を鑑賞した人数

0 0 0% 1,200 0%

【成果指標①】
講座や講演会、サークル活動などに参加した区民の割合

- 4.3% 36% 15% 29%

【活動指標①-1】
各学習センター事業の数

- 1,820 69% 2,650 69%

【活動指標①-2】
各学習センター登録団体等が区民や地域に学習機会を提供した数

- 61 33% 267 23%

【成果指標②】
区政に関する世論調査で、「最近1か月に本を読んだ」と回答した区
民の割合

- 45.9% 78% 59% 78%

【活動指標②】
「あだちはじめてえほん」事業のアンケートで、「子どもの読書と保護
者の読書の関連を知っている」と回答した区民の割合

51.1% 51.7% 86% 75% 69%

3.1
文化・芸術活動
の充実と郷土の
歴史継承の支援

3.2
生涯学習活動の
充実と地域にお
ける学びの循環

ひ
と

2.2

子育てと仕事の
両立支援（待機
児対策と教育・
保育の質の向
上）

2.3
虐待の防止とひ
とり親家庭への
支援

2.1

妊娠、出産、子
育てへの切れ目
のない支援の充
実
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【各指標の達成状況】

R３年度実績対
R3年度目標値

（達成率）

R2年度
実績
（A）

R3年度
実績
（B）

R３年度実績対
最終目標値
（達成率）
（B/C）

最終目標
（令和6年度）

（C）

４つの
視点 施策 施策指標

【成果指標①】
定期的にスポーツをする人の割合

59.0% 56.3% 91% 62% 91%

【成果指標②】
週１回以上運動・スポーツをする区民の割合

- 44.3% 103% 49% 90%

【活動指標②-1】
体育協会、スポーツ施設、総合型地域クラブの事業参加者数

121,484 144,483 34% 421,000 34%

【活動指標②-2】
自宅や職場などの身近な場所で運動・スポーツを行う区民の割合

- - - 49% -

【成果指標③】
「あだちスポーツコンシェルジュ」を通じて継続的な運動・スポーツの
実施につながった障がい者の人数（累計）

- 20 50% 136 15%

【活動指標③】
区主催の「初級障がい者スポーツ指導員養成講習会」の修了者数
（累計）

- 151 101% 209 72%

【成果指標①】
過去のアンケートで課題となっている4つの人権問題について偏見や
差別がないと感じる区民の割合

- 30.4% 84% 40% 76%

【活動指標①-1】
人権に関わる団体等と共催した講座回数

- 0 0% 4 0%

【活動指標①-2】
偏見や差別解消に向けた取組みを行っている庁内各課と連携した広
報紙による啓発回数

- 6 86% 10 60%

【成果指標①】
「男女が対等な立場で意思表示や活動をすることができ、また責任も
分かちあっている」と感じている区民の割合

31% 34% 85% 50% 68%

【活動指標①-1】
足立区各種審議会・委員会等への女性の参画率

35% 35% 97% 40% 88%

【活動指標①-2】
足立区WLB認定企業の数

100 112 102% 140 80%

【成果指標②】
身体的暴力以外のDV（精神的・経済的・社会的・性的）の認知度

- 49.0% 98% 75% 65%

【活動指標②-1】
区民向けDV防止講座開催回数

12.0% 10 71% 14 71%

【活動指標②-2】
DV防止のためのリーフレット配布部数

4860 5410 90% 6000 90%

【成果指標①】
国際理解教育を実施した小・中学校における異文化への関心度

- 48% 0% 65% 74%

【活動指標①】
小・中学校への国際理解教育講師派遣クラス数

0 21 105% 110 19%

【成果指標②】
国籍、文化等が異なる人々がともに暮らしやすいまちだと感じる区民
の割合

- 43% - 37% 116%

【活動指標②-1】
外国人生活相談対応件数

2,499 2,228 85% 2,748 81%

【活動指標②-2】
区民向けの行政文書・通知書の翻訳依頼に対して外国人相談員が
対応できた割合

- 100% - 100% 100%

【活動指標②-3】
日本語ボランティア教室開催回数

226 233 - 580 40%

【成果指標①】
「自らを含めた地域の人々が、日常生活の中で高齢者・障がい者等
の多様な人々に配慮している」と思う区民の割合

33.3% 36.8% 80% 50% 74%

【活動指標①-1】
小学校高学年向けのユニバーサルデザイン出張講座の実施延べ回
数

23 33 110% 60 55%

【活動指標①-2】
一般区民向け講演会、UD製品展の参加者人数

143 93 17% 550 17%

【成果指標②】
ユニバーサルデザイン推進計画「柱３ 便利に生活できる『まちづく
り』」にある施設整備に関する施策の評価点の平均

3.9 4.3 105% 4.2 102%

【活動指標②-1】
平成29年度以降にバリアフリーに対応した整備を行った歩道の延長
(ｍ)

1,610 2,430 103% 4,000 61%

【活動指標②-2】
バリアフリーまたはUDに配慮した公共施設の整備数（累計）

20 30 100% 60 50%

多文化共生社会
の実現

3.3
生涯スポーツ活
動の充実と地域
還元

4.4 ユニバーサルデ
ザインの推進

ひ
と

4.1
人権尊重意識の
啓発

4.2 男女共同参画社
会の推進

4.3
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【各指標の達成状況】

R３年度実績対
R3年度目標値

（達成率）

R2年度
実績
（A）

R3年度
実績
（B）

R３年度実績対
最終目標値
（達成率）
（B/C）

最終目標
（令和6年度）

（C）

４つの
視点 施策 施策指標

【成果指標①】
結核り患率（人口10万対）
※低減目標

9.5 12.5 129% 14.9 119%

【活動指標①】
乳幼児のＢＣＧ定期予防接種率

103.3% 92.7% 94% 100% 93%

【成果指標②】
最流行期（2月）のインフルエンザ定点報告数
※低減目標

- 0 0% 30 0%

【活動指標②】
帰宅時に手洗いを実施している区民の割合

- 96.4% 108% 100.0% 96%

【成果指標③】
区内の医療機関からの感染症発生届の期日内での提出率

- 80.8% 90% 100% 81%

【活動指標③】
医師会との感染症対策会議実施回数（年１回以上）

- 48 96% 2 2400%

【成果指標①】
食品・水・薬品及び関連施設等の検査適合率

96.2% 95.7% 98% 100% 96%

【活動指標①】
食品・水・薬品及び関連施設等の監視指導数

- 7,048 80% 8,519 83%

【成果指標②】
ごみがなく地域がきれいになったと感じる区民の割合

- 58% 116% 50% 116%

【活動指標②-1】
ごみ屋敷の解決率

82.8% 84.1% 105% 80% 105%

【活動指標②-2】
不法投棄処理個数
※低減目標

8,491 7,154 113% 7,298 102%

【活動指標②-3】
落書き消去率

98.1% 98.5% 99% 100% 99%

【成果指標①】
消費生活相談解決率

97.8% 97.8% 100% 98% 100%

【活動指標①】
消費生活に係わる情報発信回数

56 46 92% 50 92%

【成果指標②】
くらしのおたすけ隊（消費生活啓発員）が啓発活動を行った対象人数

- 905 91% 2,000 45%

【成果指標③】
区内における特殊詐欺の被害件数
※低減目標

99 93 102% 100 108%

【活動指標③-1】
自動通話録音機の貸与合計（累計）

6,755 8,399 - 14,500 58%

【活動指標③-1】
特殊詐欺防止に係わる情報発信回数

63 57 - 60 95%

【成果指標①】
体感治安が「良い」と感じる人の割合

61.6% 62.7% 101% 65.6% 96%

【活動指標①-1】
区内刑法犯認知件数
※低減目標

3,693 3,212 114% 3,700 115%

【活動指標①-2】
「ながら見守り」参加登録者数（累計）

1,158 2,487 150% 2,500 99%

【活動指標①-3】
防犯に関する情報発信件数（「メールけいしちょう」を除く）

65 67 - 100 67%

【活動指標①-4】
不法投棄処理個数
＊低減目標

8,491 7,154 113% 7,298 102%

【活動指標①-5】
落書き消去率

98.1% 98.5% 99% 100% 99%

【成果指標①】
「足立区反社会的団体の規制に関する条例」の対象となる団体が所
有及び賃貸している施設の数
※低減目標

3 3 67% 0 0%

【活動指標①】
「足立区反社会的団体の規制に関する条例」の対象となる団体の解
散撤退を求める住民協議会への支援回数

- 16 107% 20 80%

【活動指標②】
暴力団事務所撤退に向けた警察や暴追センター等関係機関との協
議回数

- 10 143% 18 56%

5.1 感染症対策の充
実

く
ら
し

5.2
食品等の安全確
保と生活環境の
維持・改善

5.4
ビューティフル・
ウィンドウズ運動
のさらなる推進

5.5
反社会的団体等
の排除

5.3

消費者被害や特
殊詐欺被害を未
然に防ぎ、区民
の暮らしを守る
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【各指標の達成状況】

R３年度実績対
R3年度目標値

（達成率）

R2年度
実績
（A）

R3年度
実績
（B）

R３年度実績対
最終目標値
（達成率）
（B/C）

最終目標
（令和6年度）

（C）

４つの
視点 施策 施策指標

【成果指標①】
環境のために、節電や節水など省エネルギーを心がけている区民の
割合

46.4% 48.2% 75% 70% 69%

【活動指標①-1】
地球温暖化に関する講座等の実施回数

114 147 - 260 57%

【活動指標①-2】
地球温暖化に関する広報紙やＳＮＳの情報発信回数

248 241 100% 365 66%

【成果指標②】
区内の再生可能エネルギーの導入容量（累計・kW）

38,561 39,681 105% 45,000 88%

【活動指標②】
区の助成により導入された年間の太陽光発電の導入量(kW)

827 649 - 720 90%

【成果指標③】
区施設の年間電気使用量(MWh)
※低減目標

58,242 57,938 - 53,545 92%

【成果指標①-1】
区民一人１日あたりの家庭ごみ排出量(ｇ)
※低減目標

547.2 532.8 94% 470 88%

【成果指標①-2】
区内のごみ量（区収集ごみ量+事業系持込ごみ量）（ｔ）
※低減目標

177,741 173,721 96% 158,400 91%

【活動指標①-1】
プラスチックごみ削減のため、マイバッグを使うなどして不要なレジ袋
を断っている区民の割合

75.9% 79.3% - 75% 106%

【活動指標①-2】
家庭ごみにおける未利用食品の割合
※低減目標

- 4.1% - 2.76% 67%

【成果指標②】
資源化率

19.98% 19.79% 97% 21.5% 92%

【活動指標②】
資源回収量（ｔ）

33,136 31,896 103% 30,900 103%

【成果指標①】
介護が必要になっても今の地域で安心して暮らし続けられると思う高
齢者の割合

65.8% 66.0% 99% 70% 94%

【活動指標①-1】
区が実施する介護予防事業に参加した高齢者の割合

15.51% 24.4% 144% 20% 122%

【活動指標①-2】
チェックリストで認知症の疑いが判明し医療機関や介護保険につな
げた高齢者の割合

26.3% 26.4% 88% 40% 66%

【活動指標①-3】
あだちお部屋さがしサポート事業の高齢者利用者数

- 32 40% 110 29%

【活動指標①-4】
特別養護老人ホーム整備済床数（累計）

2,813 2,903 100% 3,483 83%

【活動指標①-5】
自宅での看取りの件数（人口10万人あたりの件数）

- - - 170 -

【成果指標①】
在宅で障害福祉サービスを利用する障がい児・者への満足度調査で
肯定的な回答をした人の割合

- - - 75% -

【活動指標①】
指定特定相談支援事業所の箇所数

31 28 56% 50 56%

【成果指標②】
こども支援センターげんきにおける発達相談件数

1,250 1,311 104% 1,290 102%

【活動指標②】
「気づきのしくみ」から発達相談につながった件数

80 86 101% 110 78%

【成果指標①】
高齢者虐待及び対応困難ケースの通報件数

456 493 110% 500 99%

【活動指標①】
高齢者虐待以外の困難ケースの通報件数

121 195 163% 150 130%

【成果指標②】
障がい者虐待通報・相談件数

82 51 102% 70 73%

【活動指標②】
障がい者の虐待相談等に係る関係機関等への助言

52 34 85% 200 17%

【成果指標③】
区民の成年後見制度利用者数

1,229 1,253 100% 1,400 90%

【活動指標③】
成年後見制度に関する相談受付件数（権利擁護センターあだち分）

3,992 3,768 102% 4,000 94%

く
ら
し

6.1
地球温暖化対策
の推進

6.2
ごみの減量・資
源化の推進

7.3

高齢者、障がい
者のセーフティ
ネット（虐待対応
等）と権利擁護

7.1

高齢者が住み慣
れた地域で暮ら
し続けられる、地
域包括ケアシス
テムなどの体制
の充実

7.2

障がい者などが
必要なときに必
要な支援を受け
られる体制の充
実

概要－10



【各指標の達成状況】

R３年度実績対
R3年度目標値

（達成率）

R2年度
実績
（A）

R3年度
実績
（B）

R３年度実績対
最終目標値
（達成率）
（B/C）

最終目標
（令和6年度）

（C）

４つの
視点 施策 施策指標

【成果指標①】
生活困窮者における就労等決定者数（就労決定・進路決定者数）

229 264 106% 350 75%

【活動指標①】
生活困窮者自立支援相談件数

6,064 6,876 129% 6,500 106%

【成果指標②】
生活保護受給世帯の「その他の世帯」の就労率（稼動収入認定のあ
る世帯の割合）

35.6% 39.2% 82% 50% 78%

【活動指標②】
包括的就労支援事業利用者数

1,897 1,562 104% 1,500 104%

【成果指標③】
生活保護受給世帯の高等学校等の中退率
※低減目標

4.2% 3.0% 150% 4% 133%

【活動指標③】
有子世帯係における子どもの現認率（夏季休業期間）

97.8% 95.8% 98% 100% 96%

【成果指標①】
家族・友人・知人以外に何かあった時に相談する相手がいる高齢者
の割合

57.7% 57.7% 98% 60% 96%

【活動指標①-1】
民生・児童委員が扱う相談・支援件数

29,155 30,489 51% 56,000 54%

【活動指標①-2】
「わがまちの孤立ゼロプロジェクト」実施団体数

95 96 98% 110 87%

【成果指標②】
家族や行政以外に、相談できる相手がいる障がい者の割合

46.6% 46.6% - 50% 93%

【活動指標②-1】
民生・児童委員が扱う相談・支援件数

29,155 30,489 51% 56,000 54%

【活動指標②-2】
障がい関連ネットワークの開催回数

17 47 104% 45 104%

【成果指標①】
区民の健康寿命（男性）

- - - 78.9 -

【活動指標①-1】
あだちベジタベライフ協力店登録数

910 875 97% 900 97%

【活動指標①-2】
元気な職場づくり応援事業支援事業所数（累計）

5 5 50% 25 20%

【活動指標①-3】
区民の１日あたりの推定平均野菜摂取量（ｇ）

229 219 76% 320 68%

【活動指標①-4】
この一年間で何らかのがん検診を受診した区民の割合

38.3% 38.1% 76% 50% 76%

【活動指標①-5】
自宅や職場などの身近な場所で運動・スポーツを行う区民の割合

- - - 49% -

【成果指標①】
安心して受診できる医療機関が身近にある」と感じている区民の割合

66.8% 66.0% 97% 70% 94%

【活動指標①】
休日応急診療所における開設予定日数に対する実際に開設できた
日数の割合

90% 100% 100% 100% 100%

【成果指標②】
窓口アンケートにおける窓口の「要件終了までの時間」が早いと感じ
ている区民の割合

88.9% 89.8% - 93% 97%

【活動指標②】
委託従事者の業務習熟度（点）

2.75 3.00 - 3.00 100%

【成果指標①】
国民健康保険の一人あたり療養諸費（東京都平均を100としたときの
指数で対比）
※低減目標

102.7% 103.9% 100% 102.1% 102%

【活動指標①-1】
特定健診の受診率

39.1% 37.4% 68% 60% 62%

【活動指標①-2】
ジェネリック医療品の使用率（国民健康保険）

78.3.% 78.6% - 82% 96%

【成果指標②】
後期高齢者医療制度の一人あたりの療養諸費（東京都平均を100と
したときの指数で対比）
※低減目標

104.7% 105.4% 95% 100% 95%

【活動指標②-1】
後期高齢者医療健診の受診率

49.8% 50.6% 92% 70% 72%

【活動指標①-2】
ジェネリック医療品の使用率（後期高齢者医療制度）

78.0% 78.1% - 82% 95%

8.3
持続可能な医療
保険制度の運営

8.1
住んでいると自
ずと健康になれ
る仕組みの構築

8.2
地域における保
健・医療体制の
充実

7.5

民生・児童委員
などとの連携強
化等を通じ、地
域で支え合う体
制の充実

7.4

くらしやしごとに
困っている人
が、状況に応じ
た保障や支援を
受けられる体制
の充実・強化

く
ら
し
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【各指標の達成状況】

R３年度実績対
R3年度目標値

（達成率）

R2年度
実績
（A）

R3年度
実績
（B）

R３年度実績対
最終目標値
（達成率）
（B/C）

最終目標
（令和6年度）

（C）

４つの
視点 施策 施策指標

【成果指標①】
重点的に取組む密集市街地の不燃領域率

62.2% 63.2% 99% 67% 94%

【活動指標①-1】
不燃化特区内の老朽住宅等除却棟数

366 256 69% 340 75%

【活動指標①-2】
密集事業で整備した公園の総数（西新井駅西口周辺・千住仲町・千
住西の3地区内）（累計）

10 10 100% 14 71%

【成果指標②】
住宅の耐震化率

91.4% 92.6% 100% 94% 99%

【活動指標②-1】
個別相談会開催回数

20 26 130% 44 59%

【活動指標②-2】
耐震改修工事助成申請件数

257 236 79% 310 76%

【成果指標①-1】
水や食料等の備蓄や防災用具等の用意をしている区民の割合

73.3% 73.0% 97% 74% 99%

【成果指標①-2】
自分の住む地域の避難場所とその意味を知っている区民の割合

60.9% 61.4% - 75% 82%

【活動指標①-1】
地震体験車を活用した啓発イベントの開催回数

27 42 - 150 28%

【活動指標①-2】
防災講演会等の開催回数

40 15 23% 80 19%

【成果指標②】
地区防災計画策定団体数（累計）

46 64 98% 100 64%

【活動指標②】
防災区民組織に対して資機材の点検や訓練などの個別支援を行っ
た回数（累計）

88 35 35% 600 6%

【成果指標①】
水害のおそれがある際に避難所以外で避難する場所を事前に決め
ている区民の割合

62.2% 61.0% - 75% 81%

【活動指標①】
「『足立区洪水ハザードマップ』を見たことがあり、自宅周辺の状況を
理解した」と回答した区民の割合

- 28.7% - 50% 57%

【成果指標②】
避難所開設時の「手順書」に基づいた開設訓練を実施した避難所数

34 14 18% 164 9%

【活動指標②】
避難所開設時の「手順書」を作成済みの避難所数

113 141 85% 164 86%

【成果指標③】
コミュニティタイムラインに基づいた避難訓練を実施した地区数

1 1 25% 11 9%

【活動指標③】
コミュニティタイムライン策定地区数

1 1 25% 11 9%

【成果指標①】
交通不便地域の解消に資する交通手段導入数

- 1 100% 1 100%

【活動指標①】
交通手段導入に関する地域公共交通会議等の開催回数（累計）

3 7 140% 20 35%

【成果指標②】
区内の都市計画道路整備延長の割合

78% 78% 96% 82% 95%

【活動指標②】
優先整備路線（区施行）等に必要な用地取得面積を100とした場合の
累計取得率

47% 48% 98% 59% 81%

【成果指標①】
道路損傷等による事故発生件数（区道）
※低減目標

1 2 0% 0 0%

【活動指標①-1】
平成29年度以降にバリアフリーに対応した整備を行った歩道の延長
（ｍ）

1,610 2,430 103% 4,000 61%

【活動指標①-2】
足立区無電柱化計画路線における整備着手率

16.7% 18.2% 92% 23.8% 76%

【成果指標②】
交通事故死傷者数
※低減目標

1,686 1,803 78% 1,100 61%

【活動指標②】
スタントマンを活用した体験型交通安全教室参加人数、自転車教室
参加人数、保育園等交通安全教室参加人数

- 17,610 77% 25,000 70%

水害の防止と水
害に備えた区民
意識の向上

10.1
スムーズに移動
できる交通環境
の整備

10.2
安全に利用でき
る道路環境の整
備

9.2

震災に備えた区
民意識の向上と
地域防災力の強
化

9.3

9.1
震災や火災など
に強いまちづくり
の推進

ま
ち
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【各指標の達成状況】

R３年度実績対
R3年度目標値

（達成率）

R2年度
実績
（A）

R3年度
実績
（B）

R３年度実績対
最終目標値
（達成率）
（B/C）

最終目標
（令和6年度）

（C）

４つの
視点 施策 施策指標

【成果指標①】
「景観・街並みが良好である」と思う区民の割合

51.8% 53.1% 111% 50% 106%

【活動指標①-1】
景観の届出の内容が反映された完了届出割合

- 78.1% 122% 75% 104%

【活動指標①-2】
まち歩き、ワークショップ等の開催回数（累計）

- 0 0% 4 0%

【活動指標①-3】
地域の特性を活かした協働・協創による地区計画等の策定の面積割
合

32.4% 32.4% 99% 34% 95%

【成果指標①-1】
エリアデザイン地域内で「暮らしやすい」と感じている区民の割合

86.0% 87.6% 102% 90% 97%

【成果指標①-2】
エリアデザイン地域内で「区に誇りを持っている」と感じている区民の
割合

55.1% 45.6% 80% 63.4% 72%

【成果指標①-3】
エリアデザイン地域内で「区を人に勧めたい」と感じている区民の割
合

52.9% 44.7% 79% 62.8% 71%

【活動指標①-1】
拠点開発着手数

4 5 100% 11 45%

【活動指標①-2.】
拠点開発に伴う駅前広場等整備面積（ha）

3.2 3.2 86% 3.9 82%

【活動指標①-3.】
拠点開発に伴う道路・公園整備着手数

10 11 100% 18 61%

【成果指標①】
暮らしにくいと感じる理由として、家の広さなどの居住環境が悪い割
合
※低減目標

10.8% 16.2% 68% 9% 56%

【活動指標①-1】
着工戸建住宅の長期優良住宅認定割合

13.42% 13.27% 74% 20% 66%

【活動指標①-2】
住宅改良助成事業の助成件数

48 77 110% 20 385%

【活動指標①-3】
戸建て・分譲マンション等の住まいに関する相談・アドバイザー派遣
件数

72 65 54% 150 43%

【成果指標②】
あだちお部屋さがしサポート事業を通じて、住宅確保に至った割合

- 61.5% 123% 50% 123%

【活動指標②】
あだちお部屋さがしサポート事業利用者数

- 243 162% 150 162%

【成果指標①】
緑化活動に参加した区民の割合

13.5% 17.3% 105% 17.4% 99%

【活動指標①-1】
緑や公園、自然に親しむ講座等の実施回数

412 616 139% 476 129%

【活動指標①-2】
みどり豊かな景観形成に取組む区民・団体数

1,169 1,218 100% 1,312 93%

【成果指標②】
まちなかの花や緑が多いと感じている区民の割合

27.2% 62.9% 215% 64.4% 98%

【活動指標②-1】
パークイノベーションに基づく、公園の改修、整備数（累計）

51 55 93% 89 62%

【活動指標②-2】
特定生産緑地面積（累計）（ha）

14.24 20.69 163% 21.8 95%

【成果指標①】
見本市等の参加により取引につながったまたはつながる可能性のあ
る割合

61% 77% 110% 80% 96%

【活動指標①-1】
販路拡大事業等に参画した専門家の人数

- 13 87% 30 43%

【活動指標①-2】
デジタル化支援により「見本市出展助成」を活用し、オンライン見本市
に出展した件数

- 12 27% 45 27%

【成果指標②】
空き店舗マッチング支援及び家賃補助事業の成約件数

5 5 71% 12 42%

【活動指標②-1】
区、関係団体が実施した特定創業支援等事業(※)認定セミナー参加
者数

42 73 56% 150 49%

【活動指標②-2】
中小企業診断士による開業相談数

459 471 94% 535 88%

11.1
良好な景観の形
成と快適なまち
づくりの推進

11.2

エリアデザイン
計画の推進によ
る拠点開発の展
開

11.3
安心して住み続
けられる住宅環
境の整備

11.4
緑のある空間の
創出や自然環境
の保全

12.1

デジタルシフ
トに挑み、区
内産業の成
長を支え、地
域の活力を高
める

ま
ち

概要－13



【各指標の達成状況】

R３年度実績対
R3年度目標値

（達成率）

R2年度
実績
（A）

R3年度
実績
（B）

R３年度実績対
最終目標値
（達成率）
（B/C）

最終目標
（令和6年度）

（C）

４つの
視点 施策 施策指標

【成果指標①】
求職者支援事業のマッチング成功率（シニア人材マッチング事業、マ
ンスリー就職面接会）

41.6% 23.9% 96% 25% 96%

【活動指標①-1】
求職者支援事業における人材と企業のマッチング数

0 151 15% 1,000 15%

【活動指標①-2】
シニア人材マッチング事業における開拓（参加決定）企業数

9 86 172% 50 172%

【成果指標②】
支援対象企業数

76 124 124% 100 124%

【活動指標②-1】
企業向け集合研修実施後アンケートにおいて「満足」、「おおむね満
足」の回答の割合

- 85.0% 106% 80% 106%

【活動指標②-2】
介護職員資格取得支援者数

94 132 132% 100 132%

【成果指標①】
「協創」の仕組みを理解している区民の割合

16% 20% 100% 45% 44%

【活動指標①】
協創に関する外部への情報発信回数

- 56 112% 80 70%

【成果指標②】
協創についての理解度が深まったワークショップ受講職員の割合

- - - 100% -

【活動指標②】
係長級職員を対象としたワークショップの受講済み人数（累計）

- 0 0% 300 0%

【成果指標③】
協創プラットフォームにより事業に結びついた数（累計）

- 2 100% 17 12%

【活動指標③】
協創プラットフォームに参加している団体数

- 36 45% 120 30%

【成果指標①】
町会・自治会加入世帯率

48.32% 47.47% 79% 60% 79%

【活動指標①】
地域活性化事業助成件数

4 3 - 7 43%

【成果指標②】
足立区を良いまちにするために何かの行動をした区民の割合

- 30.5% - 20% 153%

【活動指標②】
ＮＰＯ活動支援センター登録団体数

191 218 112% 190 115%

【成果指標③】
区民一人あたりの住区センター年間利用回数

0.68 1.09 29% 3.8 29%

【活動指標③】
住区センター１か所あたりの年間事業回数

- 310 - 632 49%

【成果指標①】
業務の効率化や区民サービスの向上に対する満足度

- 52% 88% 65% 80%

【活動指標①】
オンライン申請が可能な事務手続きの数

94 94 47% 694 14%

【成果指標②-1】
区民評価委員会による重点プロジェクト事業評価結果の平均点（全
体評価）

- 3.85 96% 4.5 86%

【成果指標②-2】
EBPM等研修で事業の効果検証や多様な主体との連携による業務改
善の重要性を理解した職員の割合

- 90% 90% 100% 90%

【活動指標②-1】
EBPMに関する職員研修を受講済みの職員数（累計）＊300人/年

- 312 104% 1,200 26%

【活動指標②-2】
SDGsに関する職員研修を受講済みの職員数（累計）＊120人/年

- 120 40% 480 25%

【成果指標①】
事故・ミス・懲戒処分の件数
※低減目標

138 154 81% 99 64%

【活動指標①】
ミス防止研修、公務員倫理研修等の実施回数

26 29 100% 32 91%

【成果指標②】
健康診断において「異常なし」と判定された職員の割合

29.0% 31.3% 104% 29.5% 106%

【活動指標②】
健診結果に基づく個別指導等実施回数

811 832 100% 2,200 38%

【成果指標③】
管理・監督者の女性割合と女性係長の配置が少ない部署（各部庶務
担当係長等）における女性割合

31.3% 30.2% 94% 35% 86%

【活動指標③】
女性管理職の「働き方講座」、係長級昇任研修やキャリアデザイン研
修等の実施回数

10 16 100% 16 100%

行
財
政

ま
ち

効果的かつ効率
的な区政運営の
推進

14.2
戦略的な人事管
理・組織運営の
推進

13.1 協創推進体制の
構築

13.2 地域活動の活性
化

14.1

就労・雇用支援
の充実12.2

概要－14



【各指標の達成状況】

R３年度実績対
R3年度目標値

（達成率）

R2年度
実績
（A）

R3年度
実績
（B）

R３年度実績対
最終目標値
（達成率）
（B/C）

最終目標
（令和6年度）

（C）

４つの
視点 施策 施策指標

【成果指標①-1】
足立区に「誇り」をもつ区民の割合

53.4% 45.6% 81% 60% 76%

【成果指標①-2】
足立区を良いまちにするために何かしたいと思う区民の割合

54.0% 51.7% - 60% 86%

【活動指標①-1】
体感治安が「良い」と感じる区民の割合【施策⑤-4の再掲】

61.6% 62.7% 101% 65.6% 96%

【活動指標①-2】
「区のイメージアップにつながる情報」の日刊紙における掲載件数

175 155 - 200 78%

【活動指標①-3】
協創プラットフォームに参加している団体数【施策⑬-1の再掲】

- 36 45% 120 30%

【成果指標①-1】
区の情報提供に「満足している」区民の割合

76.1% 76.9% - 75% 103%

【成果指標①-2】
「必要なときに必要とする情報が得られない」と答えた区民の割合
※低減目標

12.5% 10.6% - 8% 75%

【活動指標①-1】
ツイッター・フェイスブックでの情報発信件数

3,802 5,012 - 4,000 125%

【活動指標①-2】
「区民の声」の対応日数
※低減目標

5 5.9 85% 4 68%

【活動指標①-3】
職員等を対象としたワークショップ等の参加延べ人数（累計）

286 293 - 1,100 27%

【活動指標①-4】
ポスター・チラシ等の作成支援延べ件数（累計）

443 515 - 3,000 17%

【成果指標①】
経常収支比率
※低減目標

83.2% 77.0% 104% 80% 104%

【成果指標②】
積立金現在高－地方債残高（区民一人あたり）
※低減目標

218 225 - 0 0%

【成果指標③】
実質収支比率

5.1% 6.7% 67% 4.5% 67%

【成果指標①】
特別区民税収納率

96.59% 96.96% 101% 97.68% 99%

【成果指標②】
国民健康保険料収納率

77.33% 79.83% 105% 81.54% 98%

【成果指標③】
後期高齢者医療保険料収納率

98.41% 98.73% 101% 99.00% 100%

【成果指標④】
介護保険料収納率

95.50% 96.26% 100% 96.65% 100%

【成果指標⑤】
特別収納対策課における移管事案のうち猶予、停止相当、差押え等
処理方針を決定した案件の割合

36% 50% 100% 60% 83%

【活動指標⑤】
特別収納対策課が各課から移管を受ける事案件数

169 270 135% 465 58%

【成果指標①】
低・未利用の公有財産（土地・建物）の利活用目標の達成度

15.4% 25.0% 100% 46.4% 54%

【成果指標②】
個別計画（第１期）の履行率

37.93% 50.57% 101% 100% 51%

【活動指標②-1】
昇降機改修計画の進捗状況

26% 35% 92% 54% 65%

【活動指標②-2】
高圧ケーブル更新計画の進捗状況

38% 41% 105% 45% 91%

【活動指標②-3】
自動火災報知設備等更新計画の進捗状況

21% 27% 90% 49% 55%

15.1
魅力の発掘・創
出とプラスイメー
ジへの転換

16.1
将来にわたり安
定した財政運営
の推進

16.2 自主財源の確保

16.3
公有財産の活用
と長寿命化の促
進

15.2
効果的な情報発
信と区政情報の
透明化

行
財
政
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令和４年度行政評価 

自己評価結果 
（令和３年度事業実施分） 



施

き習慣も定着させ、む

策

し歯がな
方　　　針

の

い子どもの割合を増や

概

す。

■　児童・生徒が

要

自分の大切さとともに

柱

他の人の大切さを認め

立

ることができるように

て

なり、それが様々な場

5

面や状況

　下での具体

【

的な態度や行動に現れ

ひ

るよう、区が実施する

と

人権教育の研修会等を

】

通じて、教員の指導力

自

を高めてい　

　く。

担

己

当課名学務課（取りま

肯

とめ）

電話番号03-

定

3880-5971 E

感

-mail gakum

を

u@city.ada

持

chi.tokyo.

ち

jp

　学校給食を通し

、

た食育に関する取組み

生

は、足立区糖尿病対策

き

アクションプラン「お

抜

いしい給食・食育対策

く

編」の施

策であり、衛

力

生部こころとからだの

を

健康づくり課及び子ど

備

も家庭部子ども施設指

え

導・支援課、教育指導

た

課と協働し実

施してい

人

る。

協働・協創
の取組

施

み

【目標】３あらゆる

策

年齢のすべての人々の

群

健康的な生活を確保し

名

、福祉を促進する

【タ

1

ーゲット】3.4非感

家

染性疾患による若年死

庭

亡率を減少させ、精神

・

保健・福祉を促進する

地

ＳＤＧｓが
【関連する

域

理由】規則正しい生活

と

習慣や食習慣を身につ

連

けることで、肥満が改

携

善され将来の健康被害

し

を予防すること
目指す

、

目標
につながる。

（タ

子

ーゲッ
【評価】令和２

ど

年度の学校一斉休業に

も

より生活習慣病予防健

の

診における管理不要率

学

が下がっている。その

び

影響が令和
ト）との関

を

３年度にも表れている

支

ことから、引き続き生

え

活習慣の改善指導が必

育

要と考える。一方、給

む

食後の歯みがきが実施

施

でき
連及び評価

ない学

策

校が多いが、家庭との

名

連携を強化した歯みが

1

きの習慣化が徐々に進

.

んだことにより、むし

1

歯のある児童・生徒

の

児

割合を減少させること

童

ができた。

備　　　考

・生徒の心身の健全な発達の支援

■　子どもたちに健康や食の大切さを伝え、人生を生き抜く健康な心と体をつくる生活習慣づくりを推進する。
■　学校で歯・口腔衛生の取組みを強化し、家庭との連携により子どもたちの歯・口腔の健康習慣づくりを定着させ
  る。

施策の方向■　人権教育の充実により、人とのよりよい関わり・自分や他者の大切さを認める豊かな心を育成する。
( 目 標 )

■　子どもたちの生活習慣病の管理不要率は、平成22年度から横ばい傾向である。
■　食習慣の面では、新型コロナウイルス感染防止のため、給食の黙食や調理実習などの食に関する制約がある中
  で、従来どおりの啓発が困難な状況にある。

■　むし歯のある児童・生徒の割合は、減少傾向にある。
現　　　状■　小・中学校では、教育活動全体を通じて自尊心や他者尊重、多様性、感染症などの正しい知識の獲得を進め、人

  権意識の育成に努めている。

■　肥満やむし歯などの課題がある子どもの割合が東京都平均よりも高く、将来の健康被害を予防するためにも
　規則正しい生活習慣や食習慣を身につける必要がある。

■　学校給食残菜率のさらなる低減とともに、食育リーダーを中心とした啓発を強化し、学校間の残菜率及び食育の
  取組みの差を解消していく必要がある。

■　いじめの未然防止、偏見や差別を

足

なくすこと、ＳＮＳ等

立

を活用する際のモラル

区

向上など、日常生活の様々な場面
課　　　題

令

  における具体的な

和

行動につなげられるよ

４

う、人権教育の改善・

年

充実を図る必要がある

度

。

■　家庭との連携を

施

強化し子どもたちへの

策

切れ目のない指導を行

評

うことにより、規則正

価

しい生活習慣の定着を

調

実現し

　ていく。

■

書

子どもの頃からの望ま

(

しい食習慣が将来の健

令

康に繋がるため、民間

和

企業や団体等に協力を

３

得るなど、多様な場や

年

　機会を設け、児童・

度

生徒及び家庭への啓発

事

を継続し、「あだち食

業

のスタンダード」の定

実

着、向上を目指してい

施

く。

■　全学年・毎日

)

歯みがきを行うよう各

1

学校に働きかけるとともに、家庭での歯みが

1



0% 0% 81% 18% 15% 60% 12% -

指標名【成果3】全国学力学習状況調査で「いじめはどんなことがあってもいけない」に肯定的回答をした小・中学生の割合

定義等「いじめはどんなことがあってもいけないことだと思う」に肯定的な回答をした児童（小学6年生）の割合
指
単　位 ％ 平成30年度 平成31年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度

目　標　値標
目　標　値 - - 96.5 96.8 97.1

(5)
実　績　値 - 95.3 - 96.2 R6 100

達　成　率 0% 0% 0% 95% 0% 0% 99% 96% -

指標名【活動3】教員対象の人権教育の研修会の参加小・中学校の割合

定義等教育委員会が実施する人権教育研修に年1回以上参加した小・中学校の割合
指
単　位 ％ 平成30年度 平成31年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度

目　標　値標
目　標　値 - - 100 97.2 100

(6)
実　績　値 - 100 96.3 92.3 R6 100

達　成　率 0% 0% 0% 100% 96% 96% 95% 92% -

単位:千円

3 投入コスト 平成30年度 平成31年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度

事業費 3,630,339

人件費 137,692

総事業費 3,768,031

前年比(金額) 52,539

2 施策指標 ※達成率＝左欄:当該年度目標値に対する達成率　右欄:R6年度目標値に対する達成率
指標名【成果1】小児生活習慣病予防健診における「管理不要」と「正常」の割合（中学２年生）

定義等「小児生活習慣病予防健診（中２生）」において、「管理不要」と診断された生徒の割合
指
単　位 ％ 平成30年度 平成31年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度

目　標　値標
目　標　値 80 80 83 - -

(1)
実　績　値 76.98 77.51 74.85 73.2 R6 79

達　成　率 96% 97% 97% 98% 90% 95% 0% 93% -

指標名【活動1】ごはん、みそ汁、目玉焼き程度の料理を自分で作ることができる子どもの割合

定義等将来を健康に生き抜くための望ましい食習慣が実践できている割合
指
単　位 ％ 平成30年度 平成31年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度

目　標　値標
目　標　値 80 80 80 90 90

(2)
実　績　値 75 79 70 70 R6 100

達　成　率 94% 75% 99% 79% 88% 70% 78% 70% -

指標名【成果2】むし歯のある児童・生徒の割合

定義等 ※乳歯または永久歯のむし歯（治療済みのむし歯も含む）のある児童の割合低減目標
指
単　位 ％ 平成30年度 平成31年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度

目　標　値標
目　標　値 - - - - -

(3)
実　績　値 - 41.3 38.7 38 R6 36

達　成　率 0% 0% 0% 87% 0% 93% 0% 95% -

指標名【活動2】給食後の歯みがき（全学年・毎日）を実施する小・中学校の割合

定義等給食後の歯みがき（全学年・毎日）を実施する小学校の割合
指
単　位 ％ 平成30年度 平成31年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度

目　標　値標
目　標　値 - - 85 20 -

(4)
実　績　値 - 81 15 12 R6 100

達　成　率 0%

2



は

・中学校１０４校であ

ほ

ったが、校内の緊急対

ぼ

応等のやむを得ない理

横

由により欠席者が出る

ば

などし

て、出席校数は

い

９６校であった。なお

で

、新型コロナウイルス

あ

の影響により令和３年

っ

度は一校一名の参加と

た

なったため、延べ人数

が

は

９６人である。

2)

、

達成状況と原因分析を

直

踏まえた今後の方向性

近

【成果１】基本的な生

３

活習慣について、学校

年

で指導が行えるよう媒

は

体を作成し啓発強化を

微

図る。学校保健行動計

減

画に基づき、健診

受診

傾

率の向上への取組みや

向

全校での事前事後指導

で

の実施を強化し、全体

あ

へのアプローチも継続

り

していくとともに、各

、

校の取組み状

況を共有

前

し事業を充実させてい

年

く。また、健診結果の

度

有所見者については、

よ

養護教諭と連携し早期

り

改善ができるよう個別

約

のアプロ

ーチを徹底し

１

ていく。

【活動１】全

．

児童・生徒に貸与され

５

ているタブレット端末

ポ

を活用し、動画やリモ

イ

ートを用いた多様な働

ン

きかけにより、児童・

ト

生徒

の体験や、家庭へ

減

の啓発機会を確保し、

少

食への関心を高めてい

し

く。また、食に関わる

て

人への感謝の気持ちや

い

食材を無駄にしないこ

る

となど、フードロスに

。

関する意識を醸成して

生

いく。

【成果２】養護

活

教諭と連携し、学校保

ア

健行動計画に基づた歯

ン

科保健の取組みや衛生

ケ

部と連携し働きかけを

ー

行っていく。また、歯

ト

と

口の健康優良児の表

の

彰を実施し、子どもた

結

ちの歯と口の健康意識

果

を高めていく。

【活動

か

２】新型コロナウイル

ら

スの影響で給食後の歯

は

みがき実施率は小学校

、

・中学校ともに低下し

「

ているが、感染対策を

4

毎

講じながら

工夫した実

日

施方法を全校へ共有し

授

、実施率向上を図る。

業

【成果３】今後も「い

以

じめリーフレット」の

外

配付や、いじめに関す

で

るアンケート調査を実

１

施していく。また、各

時

学校からあげられ

たい

間

じめ防止に係る取組み

以

を集約し、生活指導主

上

任連絡会等で特に良い

運

事例を紹介することで

動

、各学校のいじめ対策

す

の充実を図

る。

【活動

る

３】教員による不適切

割

な指導や対応を防ぐた

合

め、引き続き、人権教

が

育研修会において、Ｌ

減

ＧＢＴに関する人権課

担

少

題について

重点的に取

し

り上げるとともに、学

て

校教育現場における指

い

導の在り方の事例を協

る

議するなど、内容の充

」

実を図る。なお、研修

「

の欠席

理由はやむを得

午

ない理由が大半である

前

が、欠席校については

１

研修内容のフォローを

当

時

するなどの対応を適宜

以

行っていく。

降に就寝する割合

部

が増加している」「ス

に

マホやタブレットを１

お

日３時間以上使用する

け

割合

が増加している」

る

といった傾向が見られ

評

ている。また、運動習

価

慣が少ないほど肥満や

（

有所見者の割合が増加

部

し、就寝時間が遅くな

長

るほど有所見の割合が

評

増加しているという傾

価

向があった。以上のこ

－

とから、有所見者や肥

１

満傾向の子どもが増え

次

ている要因とし

て、運

評

動習慣の減少、就寝時

価

間が遅い等の生活習慣

）

の乱れが考えられる。

そ

新型コロナウイルスの

の

影響は否定できないが

１

、感染対策

を行いなが

1

ら基本的な生活習慣を

)

維持していくことが必

施

要である。

【活動１】

策

前年度と同水準の結果

の

となり、目標を下回っ

達

た。新型コロナウイル

成

ス感染拡大防止策や黙

状

食の徹底など、多くの

況

制約に

より、児童・生

と

徒の給食時の楽しみや

そ

、食に関する学習や体

の

験の機会が減少してい

原

る。動画、リモートの

因

活用など、非接触でも

の

実

施できる食育、体験

分

、啓発などの機会を確

析

保していく必要がある

【

。（小学6年生　R2

成

:62%、R3:54

果

%）

【成果２】足立区

１

の子どもたちは、東京

】

都平均よりもむし歯の

小

ある児童・生徒の割合

児

が高いため、令和４年

生

度新規に指標を設定し

活

た。なお、中学校のR

習

3実績は30.8％で

慣

あった。令和２年度　

病

都平均（小33.9％

予

、中30.1％）

【活

防

動２】食後の歯みがき

健

習慣を意識づけ、むし

診

歯のある児童・生徒の

に

割合を減少させる効果

お

が期待できることから

け

、令和４年度

新規に指

る

標を設定した。なお、

「

中学校のR3実績は8

管

.6％であった。

【成

理

果３】目標値には達し

不

なかったものの、平成

要

３１年度と比較して、

」

肯定的な回答をした小

と

学生の割合は約１％増

「

加している。

また中学

正

生の割合についても微

常

増している（平成31

」

→年度：94.8％令

の

和3年度：95.4%

割

）。児童・生徒への「

合

いじめリーフレット」

は

の配付、年３回のいじ

、

めアンケートの実施、

過

および各校が毎月開催

去

する「学校いじめ防止

５

対策委員会」など、多

年

角的な取組みの結

果だ

間

と分析する。

【活動３

で

】参加予定校数は全小

3



られる事務事業の評価結果
事務事業 施策への

事務事業名 事業費 人件費総事業費課長評価 担当課コ ー ド 貢献度

5 庁内評価委員会－２次評価 6 区民評価委員会－最終評価

庁内評価委員会の評価 区民評価委員会の評価 反映結果

達成状況

方 向 性

評価の反映結果

児童・生徒の褒賞事業 学校支援課4017 2,237 8,752 10,989現状維持 Ａ

中学校特別大会等助成事業 学校支援課4021 16,215 8,752 24,967現状維持 Ｂ

小学校特別大会等助成事業 学校支援課4029 32 1,750 1,782現状維持 Ｂ

校外施設管理運営事業 学務課4087 199,704 8,752 208,456現状維持 Ｂ

小学校保健指導事業 学務課4091 141,033 3,501 144,534現状維持 Ａ

小学校健康管理事業 学務課4092 68,399 13,094 81,493 拡充 Ａ

中学校保健指導事業 学務課4095 74,476 3,501 77,977現状維持 Ａ

中学校健康管理事業 学務課4096 58,579 13,094 71,673 拡充 Ａ

小学校給食業務運営事業 学務課4100 2,034,589 38,248 2,072,837現状維持 Ａ

中学校給食業務運営事業 学務課4102 904,967 29,496 934,463現状維持 Ａ

小学校給食調理室改修事業 学務課10703 87,692 4,376 92,068現状維持 Ｂ

中学校給食調理室改修事業 学務課10723 42,416 4,376 46,792現状維持 Ｂ

合計１２事業 3,630,339 137,692 3,768,031

3)施施策の手段として位置付け

4



施

が、情報収集や考えの

策

整理、意見発表などの

の

道具としてタブレット

概

端末を活用できるよう

要

にするため
方　　　針

柱

、調べ学習やグループ

立

学習など、日常の授業

て

における児童・生徒用

5

タブレット端末の活用

【

頻度を高めていく。

担

ひ

当課名学力定着推進課

と

（取りまとめ）、学校

】

ICT推進担当課、子

自

ども施設運営課

電話番

己

号03-3880-6

肯

717 E-mail g

定

aku-tei@ci

感

ty.adachi.

を

tokyo.jp

　学

持

力の定着・向上に向け

ち

て、教育委員会各課と

、

各学校が協働して取り

生

組んでいる。具体的に

き

は、基礎学力定着に関

抜

する教育施策の充実（

く

学力定着推進課）、キ

力

ャリア教育や調べ学習

を

の充実（教育指導課）

備

、ICTを活用した教

え

育施策

の充実（学校I

た

CT推進担当課）等、

人

これら全てが総合的に

施

学力の定着・向上に繋

策

がる取組である。また

群

、学力定着に

協働・協

名

創関する総合調査の実

1

施や委託による補習事

家

業、教員のICT活用

庭

力向上のための研修等

・

で、民間教育事業者と

地

も幅広く

の取組み協働

域

している。

１　貧困を

と

なくそう【＊目標に直

連

結】、４　質の高い教

携

育をみんなに【ターゲ

し

ット：4.1、4.2

、

、4.6】

【関連する

子

理由】就学前から義務

ど

教育期までの取組にお

も

いては、十分に研修等

の

の機会を設けて指導者

学

のスキル向上を
ＳＤＧ

び

ｓが
図りつつ、ICT

を

環境を活用しながら質

支

の高い教育を児童・生

え

徒に提供し、最低限の

育

基礎学力の保障と将来

む

の進路選択
目指す目標

施

の幅を広げることで、

策

貧困の連鎖の解消に繋

名

がっていくと考えられ

1

る。
（ターゲッ

【評価

.

】基本的生活習慣（挨

2

拶・姿勢・話を聞く）

確

の「できる」の数値は

か

高水準を維持している

な

。就学前に身につけ
ト

学

）との関
たこれらの習

力

慣が学びの基礎となり

の

、小・中学校での取組

定

をとおして基礎学力の

着

定着に繋がっているこ

に

とが「全国学
連及び評

向

価
力・学習状況調査」

け

における国との正答率

た

の比較から見てとれる

就

。今後も教員の「授業

学

力向上」と「個に応じ

前

た学習

の充実」に、様

か

な々場面でICTを有

ら

効活用しながら、質の

義

高い教育を目指してい

務

く。

備　　　考

教育期までの取組み

■  保育者等の指導力の向上により、子どもたちの学びの基礎づくりを推進する。
■  「わかる授業」「魅力ある授業」づくりを推進し、児童・生徒の学力の向上を図る。
■  児童・生徒用タブレット端末の活用頻度を上げ、協働的な学びを実現し、自分の意見を述べ、他者の意見を聴き

施策の方向、協力して問題の発見や解決に挑む力を育成する。

( 目 標 )

■  小学校入学時に身についていることが望ましい基本的生活習慣（挨拶や返事、姿勢保持、話を聞く）が身につい
ている区内新小学１年生の割合は約９割である。

■  「全国学力・学習状況調査」平均正答率の全国平均との比較では、小学校は教科によっては上回り、中学校は未
だに下回ってはいるものの差は縮小傾向である。

現　　　状■  児童・生徒一人一台のタブレット端末の配備が完了し、授業をはじめ様々な場面で活用できる環境が整備された
ため、活用の機会が増加している。

■  小学校入学時の基本的生活習慣の定着等、現在の乳幼児の教育・保育の水準を維持・向上させるため、幼保小連
携を含めた研修を通じ、保育者等の指導力を一定水準以上に保っていく必要がある。

■  若手教員が多く配置されている当区の実状を踏まえ、教員一人ひとりの授業力向上の取組みを進め、学習内容の
確

足

実な定着を図っていく

立

必要がある。

■  児童

区

・生徒一人一台のタブレット端末を授業等で

令

有効活用し、従来の「

和

個に応じた指導」とと

４

もに、「協働的な
課　

年

　　題
学び（＝子ども

度

たちが相互に学び合い

施

、教え合いながら、様

策

な々人たちと協力して

評

課題に取り組む学習）

価

」を実現さ

せ、学力の

調

向上につなげていく必

書

要がある。

■  乳幼児

(

の教育・保育や幼保小

令

連携などに関する研修

和

を通じ、保育者等の指

３

導力を向上させ、小学

年

校教育への滑ら

かな移

度

行につなげていく。

■

事

 教科指導専門員によ

業

る巡回指導等により、

実

教員の授業力を高め、

施

足立スタンダードに基

)

づく魅力的でわかりや

1

す

い授業に結びつけていく。

■  児童・生徒
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0

達　成　率 0% 99% 0% 98% 0% 0% 98% 98% -

指標名「自分から積極的に発言、意見を出し合うことができたと思う」に肯定的な回答をした児童・生徒の割合

定義等「自分から積極的に発言、意見を出し合うことができたと思う」に肯定的な回答をした小学生の割合
指
単　位 ％ 平成30年度 平成31年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度

目　標　値標
目　標　値 - 69 71 73 75

(5)
実　績　値 - 73.1 - 74.3 R6 80

達　成　率 0% 0% 106% 91% 0% 0% 102% 93% -

指標名協働的な学習の中で児童・生徒にプレゼン機能を活用させた教員の割合

定義等協働的な学習の中で児童にプレゼン機能を活用させた教員の割合（小学校）
指
単　位 ％ 平成30年度 平成31年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度

目　標　値標
目　標　値 - - - 55 60

(6)
実　績　値 - - - 34.3 R6 70

達　成　率 0% 0% 0% 0% 0% 0% 62% 49% -

単位:千円

3 投入コスト 平成30年度 平成31年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度

事業費 708,930

人件費 2,023,997

総事業費 2,732,927

前年比(金額) 250,193

2 施策指標 ※達成率＝左欄:当該年度目標値に対する達成率　右欄:R6年度目標値に対する達成率
指標名基本的生活習慣が身についている小学１年生の割合

定義等基本的生活習慣の挨拶・姿勢・話を聞くの指標測定値の平均値【令和元年度から定義・目標値変更】
指
単　位 ％ 平成30年度 平成31年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度

目　標　値標
目　標　値 80 90 90 90 90

(1)
実　績　値 91 - 88.4 86.9 R6 90

達　成　率 114% 101% 0% 0% 98% 98% 97% 97% -

指標名教育・保育力向上研修（年齢別運動遊び研修を含む）への参加職員数（保育士、幼稚園教諭等）

定義等年齢別運動遊び研修含む参加職員数の延べ人数
指
単　位 人 平成30年度 平成31年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度

目　標　値標
目　標　値 - - - 2,100 2,100

(2)
実　績　値 - - - 2,318 R6 2,100

達　成　率 0% 0% 0% 0% 0% 0% 110% 110% -

指標名「全国学力・学習状況調査」における国の正答率との差

定義等小学６年生の国語における国の正答率と区の正答率の差
指
単　位ポイント 平成30年度 平成31年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度

目　標　値標
目　標　値 - - - 2 5

(3)
実　績　値 - -0.6 - 4.5 R6 5

達　成　率 0% 0% 0% -12% 0% 0% 225% 90% -

指標名「足立区学力定着に関する総合調査」で「学校の授業はわかる」に肯定的な回答をした児童・生徒の割合

定義等「足立区学力定着に関する総合調査」で「学校の授業はわかる」に肯定的な回答をした小学生の割合
指
単　位 ％ 平成30年度 平成31年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度

目　標　値標
目　標　値 - - - 90 90

(4)
実　績　値 89.3 87.8 - 88.2 R6 9

6



同

う」に肯定的な回答を

8

した児童・生徒の割合

6

　小学校74.3％（

.

目標値73％、達成率

3

102％、前回調査時

%

73.1％）、中学校

）

65.9％（目標値6

と

3％、達成率105％

話

、前回調査時61.8

を

％）

　目標値を上回っ

聞

たのは、授業や学校活

く

動においてタブレット

8

端末をコミュニケーシ

4

ョンツールとして活用

%

できたことが要因の一

（

つである。

【指標6】

同

令和3年度において、

8

協働的な学習の中で児

5

童・生徒にプレゼン機

%

能を活用させた教員の

）

割合　小学校34.3

に

％（目標値55

％、達

つ

成率62％）、中学校

い

27.7％（目標値4

て

5％、達成率62％）

は

　プレゼン機能の活用

､

が目標値を下回ったの

前

は、休校等により授業

年

時間の確保が課題とな

度

り、知識伝達型の授業

よ

を優先したため、

協働

り

学習の時間を確保する

も

ことが困難になったこ

低

とが主な要因である。

く

2)達成状況と原因分

目

析を踏まえた今後の方

標

向性

【子ども施設運営

値

課】

　研修生の希望で

に

もある対面での研修を

届

実施しながら、教育・

か

保育内容、子どもたち

な

の発達と学びをより理

か

解しあい、教育・保育

っ

の質向上に取り組み、

た

移行期の子どもの課題

｡

解決につなげる。

【学

長

力定着推進課】

　「わ

引

かる授業」「魅力ある

く

授業」を児童・生徒に

感

届けるために、足立ス

染

タンダードに基づく授

症

業実践とタブレットの

対

有効活用を

織り交ぜな

策

がら、教員の授業力の

の

向上に取り組んでいく

中

。また、児童・生徒一

､

人ひとりの個に応じた

子

学習の充実の面では、

ど

今年度

全校導入したA

も

Iドリル（小学3年～

4

達

中学3年、5教科）の

の

活用促進を図りながら

経

、確かな学力の定着と

験

学習意欲の向上につな

や

げてい

く。

【学校IC

体

T推進担当課】

　協働

験

的な学習の中で、教員

の

が情報を即時共有する

積

機会を意図的に設定す

み

るなど、コミュニケー

重

ションツールとしてI

ね

CT機器の活

用の方法

が

を学ぶ機会を確保する

例

必要がある。

　今後の

年

方向性としては、モデ

よ

ル校やGoogle事

り

例校等の実践事例を横

少

展開して教員の活用力

な

を高め、協働的な学習

い

における児童・

生徒の

担

こ

プレゼン機能活用を促

と

進する。

　また、Go

が

ogle認定教育者制

主

度によりICT活用の

な

中心となる人材を育成

要

するとともに、情報活

因

用能力育成研修等によ

と

り管理職やICT

活用

考

リーダーのマネジメン

え

ト力を強化することで

当

ら

ICT活用に取り組む

れ

体制を構築し、他者と

る

の協働による学びを推

｡

進する。

【指標2】目

部

標値が上回ったのは､

に

感染対策を実施しなが

お

らの対面研修の実施と

け

､一部をオンデマンド

る

型研修に切り替え､学

評

ぶ機会を

止めなかった

価

ことが大きな要因であ

（

る｡

【指標3】「全国

部

学力・学習状況調査」

長

における国の正答率と

評

の差は、小学6年生の

価

国語が+4.5ポイン

－

ト（目標値+2ポイン

１

ト、前回

調査時は-0

次

.6ポイント）、算数

評

が+2.6ポイント（

価

目標値+1.5ポイン

）

ト、前回調査時は+1

そ

.0ポイント）、中学

の

3年生の国語が-0.

１

4ポ

イント（目標値+

1

0.5ポイント、前回

)

調査時は-0.4ポイ

施

ント）、数学が-2.

策

0ポイント（目標値±

の

0ポイント、前回調査

達

時は-2.2ポイ

ント

成

）となった。

　小学6

状

年生は、2教科ともに

況

目標値を上回り、中学

と

3年生は、2教科とも

そ

に目標値に届かなかっ

の

たものの、国語は前回

原

調査時から維

持、数学

因

はわずかに差を縮める

の

ことが出来た。

　コロ

分

ナ感染拡大で学校の臨

析

時休業期間があり、正

【

答率の低下が懸念され

指

たが、臨時休業期間中

標

の自宅学習用教材の作

1

成・活用や

授業動画の

】

配信、各学校の創意工

目

夫により授業時数を確

標

保できたことが、前回

値

調査時を超える結果の

を

後押しをしたと考えら

上

れる。

【指標4】「足

回

立区学力定着に関する

っ

総合調査」で「学校の

た

授業はわかる」に肯定

挨

的な回答をした割合は

拶

、小学生88.2％（

9

目標値9

0％、達成率

4

98％、前回調査時は

.

87.8％）、中学生

6

68.1％（目標値8

%

0％、達成率85％、

（

前回調査時は67.4

前

％）となった。

　小・

回

中学生ともに目標値を

調

下回ったものの、前回

査

調査時よりもわずかに

時

向上した。上記指標3

9

で記載した休業期間中

4

の支援や、

各学校の工

%

夫により授業時数を確

）

保した結果、児童・生

に

徒が落ち着いた環境の

対

中で学習に取り組むこ

し

とが出来たこと等が要

､

因とし

て考えられる。

姿

【指標5】令和3年度

勢

において、「足立区学

8

力定着に関する総合調

2

査」で「グループ活動

.

やペア活動では自分か

3

ら積極的に発言した

り

%

、みんなで意見を出し

（

合うことができたと思

7



られる事務事業の評価結果
事務事業 施策への

事務事業名 事業費 人件費総事業費課長評価 担当課コ ー ド 貢献度

5 庁内評価委員会－２次評価 6 区民評価委員会－最終評価

庁内評価委員会の評価 区民評価委員会の評価 反映結果

達成状況

方 向 性

評価の反映結果

教育委員会運営事務 教育政策課4015 12,119 16,629 28,748現状維持 Ａ

教育政策管理事務 教育政策課4016 240,544 182,541 423,085改善・変更 Ｂ

学校支援管理事務 学校支援課4022 7,667 73,431 81,098現状維持 Ｂ

特別指導講師派遣事業 学力定着推進課4027 40,602 88,523 129,125改善・変更 Ａ

小学校教育研究会等助成事業 学校支援課4028 8,899 2,626 11,525現状維持 Ａ

中学校教育研究会等助成事業 学校支援課4032 7,730 2,626 10,356現状維持 Ａ

学校図書充実事業 学校支援課4038 36,032 8,752 44,784現状維持 Ｂ

幼児教育振興事業 子ども施設運営課4045 4,762 70,984 75,746現状維持 Ａ

学校の指導事務 教育指導課4107 38,687 902,192 940,879現状維持 Ａ

学校教育充実事務 教育指導課4108 116,261 26,256 142,517改善・変更 Ａ

学力向上対策推進事業 学力定着推進課4109 178,385 610,053 788,438改善・変更 Ａ

教職員の研修事務 教育指導課4111 7,274 33,258 40,532現状維持 Ｂ

学習支援ボランティア事業 教育政策課4129 9,329 1,750 11,079現状維持 Ｂ

教科書採択事務 教育指導課21574 639 4,376 5,015現状維持 Ａ

合計１４事業 708,930 2,023,997 2,732,927

3)施施策の手段として位置付け
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施

。

■　学校から毎月提

策

出される長期欠席児童

の

・生徒状況表による情

概

報収集とともに、特に

要

中学校の校内委員会に

柱

教育委

　員会の職員（

立

スクールカウンセラー

て

、ＳＳＷ、常勤心理職

5

）が参加、協議する体

【

制をルール化し、本人

ひ

や家庭の状

　況を踏ま

と

えた支援体制を構築す

】

る。
方　　　針■　引

自

き続きＳＳＷが学校や

己

家庭への訪問を重ね、

肯

学校や家庭との連携を

定

強化することで、問題

感

の早期発見、解決に

を

努める。

担当課名こ・

持

支援管理課（取りまと

ち

め）

電話番号03-3

、

852-2875 E-

生

mail kodomo

き

-sienkanri

抜

@city.adac

く

hi.tokyo.j

力

p

就学相談や教育相談

を

、ＳＳＷによる支援を

備

行う際に、幼児・児童

え

・生徒の情報共有など

た

、保育園・こども園・

人

学校だ

けでなく、教育

施

指導課や学務課等の各

策

課と連携している。

協

群

働・協創
の取組み

【目

名

標】4 質の高い教育

1

をみんなに【ターゲッ

家

ト】4.5 教育にお

庭

ける男女格差をなくし

・

、脆弱層が教育や職業

地

訓練に

平等にアクセス

域

できるようにする。【

と

評価】一人ひとりのニ

連

ーズに適した丁寧な就

携

学相談や教育相談、Ｓ

し

ＳＷによる
ＳＤＧｓが

、

支援を行うことで、適

子

正な就学及び不登校の

ど

解決に繋げることがで

も

きた。
目指す目標
（タ

の

ーゲッ
ト）との関
連及

学

び評価

備　　　考

びを支え育む

施策名1.3課題を抱える子どもの状況に応じた支援の充実

■　発達障がいを含む障がいのある児童・生徒に対して、一人ひとりのニーズに適した就学相談を行い、適切な就学
　先を決定していく。

■　学校と教育委員会が一体となった支援体制を構築し、不登校の未然防止に努めるとともに、不登校発生率の減少
施策の方向　に取組む。

( 目 標 ) ■　スクールソーシャルワーカー（ＳＳＷ）を軸に、学校や専門機関との連携を強化し、不登校の解決や改善につな
　げる。

■　発達面やコミュニケーション等に課題を抱える児童・生徒への支援のため、特別支援教室を全小・中学校へ導入
　したことで、就学相談件数が増加している。

■　不登校児童・生徒への支援を目的に、チャレンジ学級をはじめとした学校以外の教育機会の場の拡充を行い、区
　の不登校発生率は、小・中学校とも平成29年度から少しずつ減少しており、東京都の発生率との差も縮まってい

現　　　状
　る。

（参考：H30年度発生率は小(区)0.75％､小(都)0.74％､中(区)5.21％､中(都)4.33％）

■　ＳＳＷの学校や家庭への訪問及び支援活動を通して、ＳＳＷや福祉サービスの活用に対する学校の理解が深ま
　り、ニーズが顕在化したことで、訪問件数が増加している。

■　就学相談により就学先が決定した割合は高い実績で推移してい

足

るが、今後さらに就学

立

相談件数が増えた場合

区

も

　同様の水準を維持していく必要がある。

令

■　不登校児童・生徒

和

数は減少しているもの

４

の高止まりの状況であ

年

り、中学校入学後に、

度

新たに不登校となる生

施

徒が

　多く、長期化す

策

る前の、早期の支援が

評

必要である。

■　家か

価

ら外出できない子ども

調

への支援が課題となっ

書

ており、引き続き学校

(

とＳＳＷが目的を共有

令

し、福祉事務所
課　　

和

　題
　や、医療機関な

３

どの専門機関と協力し

年

て解決にあたる必要が

度

ある。

■　申込のあっ

事

た就学相談全件に対し

業

て、必要な個別相談や

実

各種検査、行動観察を

施

確実に実施できる相談

)

体制を堅持

　し、引き

1

続き子どもたちの適切な就学を支援していく

9



り不登校等が解決または改善した割合

定義等改善した人数／関わった人数（スクールソーシャルワーカーは学校における児童生徒の福祉に関する支援に従事する）
指
単　位 ％ 平成30年度 平成31年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度

目　標　値標
目　標　値 27 27 29 32 35

(5)
実　績　値 34 35 33 39 R6 40

達　成　率 126% 85% 130% 88% 114% 83% 122% 98% -

指標名ＳＳＷが相談を受けた人数（参考：H27年度SSW人数３人、R元年度14人、R2年度15人）

定義等ＳＳＷが支援した人数
指
単　位 人 平成30年度 平成31年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度

目　標　値標
目　標　値 - - 430 440 450

(6)
実　績　値 363 424 444 473 R6 450

達　成　率 0% 81% 0% 94% 103% 99% 108% 105% -

単位:千円

3 投入コスト 平成30年度 平成31年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度

事業費 151,962

人件費 913,521

総事業費 1,065,483

前年比(金額) 38,272

2 施策指標 ※達成率＝左欄:当該年度目標値に対する達成率　右欄:R6年度目標値に対する達成率
指標名就学相談により、障がいがある等の特別な支援が必要な児童・生徒の就学先が決定した割合

定義等終結件数／申し込み件数
指
単　位 ％ 平成30年度 平成31年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度

目　標　値標
目　標　値 97 98 99 99 100

(1)
実　績　値 99 99.5 99 99 R6 100

達　成　率 102% 99% 102% 100% 100% 99% 100% 99% -

指標名就学相談を実施した件数

定義等就学相談の申し込み件数
指
単　位 件 平成30年度 平成31年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度

目　標　値標
目　標　値 - - - - 1,220

(2)
実　績　値 1,044 1,079 1,062 1,218 R6 1,220

達　成　率 0% 86% 0% 88% 0% 87% 0% 100% -

指標名不登校発生率（小学校）

定義等不登校児童数／児童の在籍数
指
単　位 ％ 平成30年度 平成31年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度

目　標　値標
目　標　値 - - - 0.74 0.74

(3)
実　績　値 0.75 0.74 0.99 - R6 0.74

達　成　率 0% 99% 0% 100% 0% 75% 0% 0% -

指標名校内委員会において支援方法等を協議した延べ回数（参考：対象児童・生徒数1,600人）

定義等校内委員会で支援方針について協議した児童・生徒の延べ人数
指
単　位 回 平成30年度 平成31年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度

目　標　値標
目　標　値 - - 6,000 6,000 6,000

(4)
実　績　値 - - 5,287 5,576 R6 6,000

達　成　率 0% 0% 0% 0% 88% 88% 93% 93% -

指標名家庭や生活環境も踏まえた不登校支援を行うＳＳＷ（ｽｸーﾙｿーｼｬﾙﾜーｶー）によ

10



令和2年度から約150件の申込み増に繋がった。就学

相談の申込み件数は増加したが、一人ひとりに応じた相談を行うことで、高い

4

完結率を維持することが出来た。

【指標3】

担

指標名：不登校発生率

当

※（中学校） 低減目標

部

定義等：不登校生徒数

に

／生徒の在籍数

目標値

お

：令和3年度4.33

け

%　令和4年度4.3

る

3%　令和6年度4.

評

33%

実績値：平成3

価

0年度5.21%　平

（

成31年度5.14%

部

　令和2年度4.96

長

%　令和3年度4.9

評

3%

　学校から毎月提

価

出される長期欠席児童

－

・生徒状況表により定

１

期的な状況把握を行い

次

、不登校の未然防止や

評

早期解決に努めること

価

で、発生率の上昇を抑

）

えている。

【指標4】

そ

　校内委員会は、関係

の

者が不登校児童・生徒

１

の状況を共有し、個々

1

に応じた支援方法を検

)

討する場として有効と

施

いう学校の理解が

深ま

策

り、目標値の9割超え

の

の実績となった。

【指

達

標5・6】

　令和元年

成

度から全小・中学校へ

状

の巡回を開始したこと

況

、令和3年度から登校

と

サポーター利用開始時

そ

に学校とＳＳＷとの情

の

報共有

を徹底したこと

原

で、支援対象者数が増

因

加し、学校の事業理解

の

が深まり、改善率は目

分

標値を上回った。

2)

析

達成状況と原因分析を

【

踏まえた今後の方向性

指

【指標1・2】

　引き

標

続き、件数の推移に注

1

視しつつ、必要な個別

・

相談・各種検査・行動

2

観察を実施できる体制

】

を整え、適切な就学支援の維持に

努める。

【

全

指標3】

　児童・生徒

校

が抱える問題は、家庭

に

環境や本人の特性等様

特

な々要因が関係してお

別

り、ＳＣ、ＳＳＷ、教

支

育相談員が学校、保護

援

者等

と連携し、必要な

教

支援につないでいく。

室

【指標4】

　校内委員

の

会を通じて、学校と課

設

題を共有し、学校の支

置

援ニーズの確認や支援

が

方法の提案を行ってい

完

くため、ＳＣやＳＳＷ

了

に校内

委員会への積極

し

的な参加を指示してい

、

く。

【指標5・6】

支

令和4年度のＳＳＷ定

援

期訪問について、中学

の

校は週1回を継続しつ

ニ

つ、小学校は月1回を

ー

月2回に増やす。日々

ズ

のＳＳＷ活動を通し

て

が

教職員に福祉施策の理

高

解を深めつつ、関係機

ま

関と連携して支援する

っ

ことにより、支援対象

た

児童・生徒を拡大し、

こ

状況の改善に繋

げてい

と

く。

により、

11



られる事務事業の評価結果
事務事業 施策への

事務事業名 事業費 人件費総事業費課長評価 担当課コ ー ド 貢献度

5 庁内評価委員会－２次評価 6 区民評価委員会－最終評価

庁内評価委員会の評価 区民評価委員会の評価 反映結果

達成状況

方 向 性

評価の反映結果

外国人児童、生徒保護者負担軽減事務 子ども政策課3776 11,815 2,626 14,441現状維持 Ａ

特別支援教育事業 こ・支援管理課4124 15,765 162,486 178,251改善・変更 Ａ

教育相談事業 こ・教育相談課18696 67,945 528,496 596,441現状維持 Ａ

こども支援センターげんき運営事務 こ・支援管理課18735 39,973 44,467 84,440現状維持 Ｂ

発達障がい児支援事業 こ・支援管理課21710 16,464 175,446 191,910 拡充 Ａ

合計５事業 151,962 913,521 1,065,483

3)施施策の手段として位置付け

12



施

上のため、計画的な施

策

設整備を実施します。

の

■　令和７年度以降、

概

統合により新たに適正

要

規模化に取り組むエリ

柱

ア等については、国や

立

都の少人数学級の動向

て

を見

　極めたうえで検

5

討していきます。
方　

【

　　針■　既存の開か

ひ

れた学校づくり協議会

と

のさらなる活動を支援

】

し、家庭、地域の方々

自

がより深く学校運営に

己

参画する　

　「コミュ

肯

ニティ・スクール」（

定

学校運営協議会）の設

感

置を進めていきます。

を

担当課名中部地区建設

持

課（取りまとめ）

電話

ち

番号03-3880-

、

8020 E-mail

生

kensetsu-s

き

homu@city.

抜

adachi.tok

く

yo.jp

　学校施設

力

の改修・改築時におい

を

ては開かれた学校づく

備

り協議会やまちづくり

え

協議会をはじめとした

た

地域組織や学校

と意見

人

交換を行い、快適に学

施

べる教育施設の整備の

策

実現に向けて連携をし

群

ている。また、庁内に

名

おいても他の教育施

策

1

との連携・調整を図り

家

ながら、学校施設の更

庭

新及び適正配置事業を

・

教育委員会全体の課題

地

として取り組んでいる

域

。

協働・協創
の取組み

と

【目標】４　すべての

連

人に包摂的かつ公正な

携

質の高い教育を確保し

し

、生涯学習の機会を促

、

進する。

【ターゲット

子

】４.ａ　子ども、障

ど

害及びジェンダーに配

も

慮した教育施設を構築

の

・改良し、すべての人

学

に々安全で非
ＳＤＧｓ

び

が
暴力的、包摂的、効

を

果的な学習環境を提供

支

できるようにする。
目

え

指す目標
【関連する理

育

由】教育施設の維持・

む

更新および学校運営に

施

関する協議会等の実施

策

により、教育環境等の

名

整備・充実に
（ターゲ

1

ッ
寄与する。

ト）との

.

関
【評価】学校施設の

4

各種改修を実施すると

安

ともに、学校運営の協

全

議会を支援することに

・

より、教育環境等の向

快

上の推
連及び評価

進を

適

図った。

備　　　考

に学べる教育施設の整備と学校運営の充実

■　改築と既存校の保全工事を連携させた施設更新により、学校施設の長寿命化を推進します。
■　学校の設備更新を計画的に実施し、教育環境の改善及び安全対策を推進します。
■　学校規模の適正化を進めることで、教育環境の向上を図ります。

施策の方向■　開かれた学校づくり協議会の活動のさらなる発展に取組み、コミュニティ・スクールの設置拡大を図ることで、
( 目 標 ) 　学校、家庭、地域が共に特色ある学校づくりを推進します。

■　昭和40年前後に児童・生徒が急増し、学校建設が集中したことから、施設更新時期を迎えた古い学校が多くなっ
　ています。

■　学校施設は災害時の避難所としての側面を有するため、教育環境と防災機能の両面からの整備を行っています。
■　児童・生徒数は、ピーク時の昭和54年度の約45％に減少し、14校でクラス替えができない学年が生じています。

現　　　状■　区内の全小・中学校には、学校関係者、保護者、地域住民などが参画して、開かれた学校づくり協議会が設置さ
　れ、機能しています。

■　改築時期の集中による費用負担の平準化を図るため、各施設の状況把握に基づく優先順位付けを行う必要があり
　ます。

■　自然災害に備え、換気対策の充実やセンサー型水栓など感染症対策にも配慮した

足

避難所機能向上を目的

立

とした施

　設整備が必

区

要です。

■　学校の適正規模・適正配置は、

令

特定の小規模校だけで

和

はなく、周辺校を含め

４

たエリア全体を一体的

年

に考えて進め
課　　　

度

題
　ていく必要があり

施

ます。

■　山積する教

策

育課題を解決し、学校

評

の安定的な運営を支え

価

るためには、学校と家

調

庭、地域、行政が相互

書

に連携・協

　働して教

(

育活動の充実に努めて

令

いく必要があります。

和

■　莫大な学校施設更

３

新費用の平準化及び災

年

害時の避難所としての

度

活用を考慮して策定し

事

た保全・更新計画に基

業

づ　

　き、長寿命化を

実

図るための改築工事及

施

び保全工事を計画的に

)

実施します。

■　児童

1

・生徒の教育環境及び災害時の避難所機能向
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数

定義等開かれた学校づくり協議会型コミュニティ・スクールの設置校数
指
単　位 校 平成30年度 平成31年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度

目　標　値標
目　標　値 - 11 13 14 14

(5)
実　績　値 - 11 12 13 R6 17

達　成　率 0% 0% 100% 65% 92% 71% 93% 76% -

指標名開かれた学校づくり協議会の実施回数

定義等全小中学校に設置されている開かれた学校づくり協議会の協議会並びに部会、授業診断・学校評価の実施総数
指
単　位 回 平成30年度 平成31年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度

目　標　値標
目　標　値 - 2,171 2,171 1,530 1,530

(6)
実　績　値 - 1,531 535 626 R6 2,171

達　成　率 0% 0% 71% 71% 25% 25% 41% 29% -

単位:千円

3 投入コスト 平成30年度 平成31年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度

事業費 39,799,946

人件費 820,181

総事業費 40,620,127

前年比(金額) 22,943,339

2 施策指標 ※達成率＝左欄:当該年度目標値に対する達成率　右欄:R6年度目標値に対する達成率
指標名改築・全体保全工事が完了した学校数

定義等平成29年～令和6年度の改築・全体保全工事予定校22校のうち改築・全体保全工事が完了した学校数
指
単　位 校 平成30年度 平成31年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度

目　標　値標
目　標　値 7 10 10 16 17

(1)
実　績　値 7 10 10 15 R6 22

達　成　率 100% 32% 100% 45% 100% 45% 94% 68% -

指標名改修計画工事が完了した学校の割合

定義等トイレ改修、教室照明ＬＥＤ化、ガラス改修計画、学校毎の改修対象工事が全て完了した学校の割合
指
単　位 ％ 平成30年度 平成31年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度

目　標　値標
目　標　値 - - - 24 44

(2)
実　績　値 - - - 21 R6 70

達　成　率 0% 0% 0% 0% 0% 0% 88% 30% -

指標名全小・中学校に占める「適正規模校」の割合

定義等適正規模校（小学校：12～24学級、児童数340～760人／中学校：12～24学級、生徒数370～840人）割合
指
単　位 ％ 平成30年度 平成31年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度

目　標　値標
目　標　値 65 64 64 63 64

(3)
実　績　値 64 64 63 59 R6 66

達　成　率 98% 97% 100% 97% 98% 95% 94% 89% -

指標名統合した学校数

定義等平成27年度から令和6年度までに統合をする学校数
指
単　位 校 平成30年度 平成31年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度

目　標　値標
目　標　値 - 6 6 6 8

(4)
実　績　値 - 6 6 6 R6 10

達　成　率 0% 0% 100% 60% 100% 60% 100% 60% -

指標名開かれた学校づくり協議会型コミュニティ・スクールの設置校
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り

、小学校、中学校とも

工

に34回。学校評価は

事

、小学校65回、中学

が

校35回であった。す

完

べ

ての協議会活動で実

了

績値が微増した。これ

と

は新型コロナウイルス

な

感染症対策が緩和され

っ

た時期に協議会を実施

た

できたことや、会場

の

が

変更など、会議の実施

、

方法に工夫を凝らした

全

ことが影響している。

体

また目標値を下方修正

保

したこともあり、達成

全

率は41％となっ

た。

工

2)達成状況と原因分

事

析を踏まえた今後の方

と

向性

【指標１】改修・

し

全体保全工事について

て

は、令和３年３月策定

実

の「学校施設の個別計

施

画（長寿命型改修計画

予

）」に基づき実施する

定

ことを基本とし、入札

で

不調等による工事を延

あ

期せざるを得ない事情

っ

が発生した際は、学校

た

運営に支障が生じない

小

よう、学校と連携

し柔

学

軟な対応を図っていく

校

。

【指標２】各種改修

１

計画については、感染

校

症の拡大等による社会

の

情勢の変動や他工事と

校

の兼ね合いにより、度

庭

実々施時期が変更と

な

改

る側面があるが、計画

修

の遅れを最小限に留め

工

、安心・安全な学校施

事

設整備を推進していく

が

。

【指標３、４】学校

入

の適正規模・適正配置

札

については、現在取り

不

組んでいる江北地区及

調

び鹿浜地区は予定どお

に

り統合を進めること

で

よ

、教育環境の向上を図

り

る。一方、少人数学級

、

においては、中学校が

翌

今後の検討課題とされ

年

、さらには文科大臣が

度

３０人学級を目

指して

実

いきたい旨の発言をす

施

るなど流動的な要素が

と

あることから、今後、

な

新たな地域で統合によ

っ

る適正規模・適正配置

た

を拙速に進

めることは

た

妥当ではない。よって

4

め

、当面は様々な情報収

、

集に努めて内部的な研

実

究・検討を継続してい

績

く。

【指標５】現状の

値

「開かれた学校づくり

は

協議会」が実質的にＣ

目

Ｓの機能を有している

標

ことから、ＣＳ設置の

値

必要性を感じていない

を

学校が多い。そのため

１

今後設置の急増は見込

下

めないが、ＣＳ設置校

回

の好事例紹介等を粘り

っ

強く続けていくことで

た

、不安感・負担感

の解

。

消を図り、設置を促し

【

ていく。

【指標６】新

指

型コロナウイルス感染

標

症対策の動向を注視し

２

ながらの協議会活動は

担

】

困難を極めるが、その

令

ような中であるからこ

和

そ、

各校の協議会活動

３

の活性化に向けた支援

年

を行うことが家庭・学

度

校・地域との協働によ

に

る「開かれた学校づく

改

り」を推進する上でも

修

重要になってくる。引

完

き続き感染予防策を徹

当

了

底した上での会議や事

予

業開催について働きか

定

けていく。

であったトイレ

部

改修対象校２４校につ

に

いては、計画どおり改

お

修完了となったが、教

け

室照明Ｌ

ＥＤ化改修対

る

象校１１校中の１校お

評

よびガラス改修対象校

価

２５校中の２校につい

（

ては、他工事との同時

部

施工による経費節減効

長

果等

を勘案の結果、実

評

施時期を順延すること

価

としたため、達成率は

－

８８％となった。

【指

１

標３】適正規模校の割

次

合については、実績値

評

が減少傾向にあり、令

価

和３年度は４ポイント

）

の減となったが、概ね

そ

目標を達成し

た。実績

の

値が減少した主な原因

１

は、児童・生徒数の減

1

少により、適正規模だ

)

った学校が小規模校に

施

なったためである。適

策

正規模校

の内訳を小・

の

中学校別でみると、令

達

和２年度は小学校６９

成

校のうち適正規模校は

状

４８校、中学校３５校

況

のうち適正規模校は１

と

７校

で、計１０４校中

そ

６５校が適正規模（６

の

３％）だったが、令和

原

３年度は小学校６９校

因

のうち適正規模校は４

の

３校、中学校３５校の

分

うち適正規模校は１８

析

校で、計１０４校中６

【

１校が適正規模（５９

指

％）となった。

【指標

標

４】統合した学校数の

１

実績値の定義が「平成

】

２７年度から令和６年

令

度までに統合をする学

和

校数」であり、令和３

３

年度に統合

を実施した

年

学校はないため前年度

度

から変化はなく、目標

に

を達成した。

【指標５

改

】令和３年４月１日に

築

花保中学校がコミュニ

完

ティ・スクール（以下

了

、ＣＳ）を設置し、足

予

立区全体でＣＳ設置校

定

は１３校

となった。一

で

方、未設置校の多くは

あ

「ＣＳ設置の予定はな

っ

い」との考えであり、

た

その主な理由は「開か

３

れた学校づくり協議会

校

が十

分機能しているか

（

ら」「ＣＳと開かれた

小

学校づくり協議会、２

学

つの組織の必要性を感

校

じない」「ＣＳの運営

２

を負担と感じる」との

校

ことであった。ＣＳに

、

対する理解が不十分で

中

あることや、ＣＳ運営

学

に関する負担感がＣＳ

校

設置の障害になってい

１

ると分析する。

【指標

校

６】協議会開催回数は

）

、小学校平均2.6回

は

、中学校平均2.2回

、

であった。（小中一貫

予

校は中学校に含む。）

定

家庭教育等各部会

は、

ど

小学校134回、中学

お

校70回。授業診断は

15



られる事務事業の評価結果
事務事業 施策への

事務事業名 事業費 人件費総事業費課長評価 担当課コ ー ド 貢献度

5 庁内評価委員会－２次評価 6 区民評価委員会－最終評価

庁内評価委員会の評価 区民評価委員会の評価 反映結果

達成状況

方 向 性

評価の反映結果

<<別紙の通り>>

合計３３事業 39,799,946 820,18140,620,127

3)施施策の手段として位置付け

16



小学 事

2

950 16,242現

1

状維持 Ｂ

中学校災害共

,

済給付事業 学務課40

2

97 12,523 2,

3

819 15,342現

7

状維持 Ｂ

中学校環境衛

1

生事業 学務課4098

4

5,691 2,950

,

8,641現状維持 Ｂ

2

学校安全衛生委員会運

業

6

営事務 学校支援課41

6

13 3,842 13,

3

128 16,970現

5

状維持 Ｂ

教職員の被服

,

貸与事務 学校支援課4

5

114 388 875 1

0

,263現状維持 Ｂ

健

3

康管理事務 学校支援課

現

4115 59,347

状

13,741 73,0

学

維

88現状維持 Ａ

学校適

持

正配置推進事業 学校施

Ａ

設管理課4839 2,

小

672 16,979 1

学

9,651現状維持 Ａ

校

小学校施設の保全事業

用

中部地区建設課501

務

4 5,331,424

委

156,661 5,4

託

88,085現状維持

校

事

Ａ

中学校施設の保全事

業

業 中部地区建設課50

学

18 2,112,57

校

0 96,071 2,2

支

08,641現状維持

援

Ａ

教職員人事・給与支

課

給管理事務（予算に紐

4

付かない） 教育指導課

0

21489 0 70,0

3

16 70,016現状

支

1

維持 Ａ

学校検査事務 学

9

校支援課21491 0

2

11,553 11,5

7

53現状維持 Ａ

合計３

,

３事業 39,799,

0

946 820,181

1

40,620,127

4 10

援

,275 9

別紙

3)施策

3

の手段として位置付け

7

られる事務事業の評価

,

結果
事務事業 施策への

2

事務事業名 事業費 人件

8

費総事業費課長評価 担

課

9

当課コ ー ド 貢献度

現状維持 Ａ

中学校用

4

務委託事業 学校支援課

0

4035 429,51

1

8 10,275 439

校9

,793現状維持 Ａ

小

2

学校公共料金管理事業

,

学校支援課4039 8

2

23,008 4,37

8

6 827,384現状

7

維持 Ａ

小学校運営管理

2

事業 学校支援課404

,

0 679,671 18

6

,910 698,58

2

1現状維持 Ａ

中学校公

周 6

共料金管理事業 学校支

4

援課4041 454,

,

245 2,538 45

9

6,783現状維持 Ａ

1

中学校運営管理事業 学

3

校支援課4042 45

現

2,612 9,886

状

462,498現状維

維

持 Ａ

第四中学校夜間学

持

級運営管理事業 学校支

年 Ｂ

援課4043 2,25

中

3 88 2,341現状

学

維持 Ｂ

学校運営協議会

校

推進事業 学校支援課4

周

048 4,706 6,

年

126 10,832 拡

行

充 Ａ

学校施設管理事務

事

学校施設管理課405

等

3 18,199 29,

指

757 47,956現

行

導

状維持 Ｂ

学校教育関係

事

施設改修事業 中部地区

業

建設課4054 33,

学

503 11,903 4

校

5,406現状維持 Ｂ

支

小学校施設の設備管理

援

事業 中部地区建設課4

課

056 209,992

4

18,677 228,

0

669現状維持 Ａ

小学

事

2

校施設の維持補修事業

0

中部地区建設課405

3

7 159,758 21

9

,880 181,63

9

8現状維持 Ａ

中学校施

8

設の設備管理事業 中部

7

地区建設課4061 1

5

00,896 12,5

1

51 113,447現

,

状維持 Ａ

中学校施設の

等

2

維持補修事業 中部地区

7

建設課4062 75,

4

459 13,653 8

現

9,112現状維持 Ａ

状

義務教育施設建設等資

維

金積立基金積立金 中部

持

地区建設課4070 1

Ｂ

3,042,728 8

開

7513,043,6

か

03現状維持 Ａ

区立小

指

れ

学校の改築事業 中部地

た

区建設課4072 10

学

,727,797 11

校

1,02010,83

づ

8,817現状維持 Ａ

く

区立中学校の改築事業

り

中部地区建設課407

推

3 3,952,329

進

56,504 4,00

事

8,833現状維持 Ａ

導

業

就学事務事業 学務課4

学

074 112,930

校

72,558 185,

支

488 拡充 Ａ

小学校災

援

害共済給付事業 学務課

課

4093 27,656

4

2,819 30,47

0

5現状維持 Ｂ

小学校環

2

境衛生事業 学務課40

4

94 13,292 2,

17



紙面構成の都合により、本ページ余白 

18



施

n@city.ada

策

chi.tokyo.

の

jp

　子どもがたくま

概

しく生き抜く力を育む

要

ための事業を区内大学

柱

と協働協創して実施し

立

ていく。

　区内都立高

て

校や東京都生涯学習課

5

、ユースソーシャルワ

【

ーカー等との連携によ

ひ

り、高校生の中退防止

と

を図り、卒業

協働・協

】

創後の進路実現に向け

自

た支援を行う。

の取組

己

み

【目標】4 質の高

肯

い教育をみんなに【タ

定

ーゲット】4.3 高

感

等教育に平等にアクセ

を

スできるようにする。

持

【関連する理

由】行政

ち

評価を実施し、業務を

、

改善することが、区民

生

に対する説明責任を果

き

たすことにつながる。

抜

【評価】わかりや
ＳＤ

く

Ｇｓが
すい指標を用い

力

たことで、効果が明確

を

になった。
目指す目標

備

（ターゲッ
ト）との関

え

連及び評価

備　　　考

た人

施策群名1 家庭・地域と連携し、子どもの学びを支え育む

施策名1.5子ども・若者がたくましく生き抜く力を育むための成長支援

■　子どもたちが自己肯定感を持ち、これからも夢を育みチャレンジすることができるように、異世代との交流や
　様々な経験・体験の場、機会を拡大する。

■　高校中途退学者、高校を卒業したものの無業や不安定就労にある人、青年期・成人期で課題を抱える若年者に対
施策の方向　して、社会人・職業人への円滑な移行を支援するために、国や東京都、地域や各団体との連携を強化していく。

( 目 標 )

■　核家族化や地縁的なつながりの希薄化により、乳幼児期からの生活リズムの乱れなど家庭での教育力の低下が懸
　念されていることから、保育園や幼稚園等と連携して「早寝・早起き・朝ごはん」の取組みを進めている。

■　集団宿泊的行事として実施している小・中学校自然教室では、豊かな自然や文化に触れる様々な体験活動を行っ
　ている。

現　　　状■　大学との連携事業等による多様な経験・体験の機会を提供している。
■　区内の都立高校の中途退学者数は減少傾向にあるが、依然として多い状況である。

■　多様な経験・体験の場をさらに充実させるために、子どもたちの成長段階に応じた体験活動の機会を増やしてい
　く必要がある。

■　高校中途退学者や無業の若年者の情報は区で集約することが難しく、そうした若者の実態把握と支援策

足

を構築す

　る必要があ

立

る。

課　　　題

■　自

区

然教室や大学生との交流等を通じて、様々な

令

経験・体験をすること

和

により、子どもたちが

４

新しいことにチャレ

年

ンジするきっかけをつ

度

くっていく。

■　「居

施

場所を兼ねた学習支援

策

」に登録している中学

評

生が高校に進学した後

価

も、東京都のユースソ

調

ーシャルワーカー

　等

書

と連携しながら、高校

(

中途退学の防止や中途

令

退学後の支援を行って

和

いく。

■　高校中途退

３

学の予防、進路未決定

年

者の発生防止のため、

度

区の教育委員会や中学

事

、高校、東京都との連

業

携を強化す
方　　　針

実

　る。

担当課名青少年

施

課（取りまとめ）

電話

)

番号03-3880-

1

5264 E-mail seishoune
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ち高校を中途退学した人の割合
指
単　位 % 平成30年度 平成31年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度

目　標　値標
目　標　値 - - - - -

(4)
実　績　値 - - - 1.6 R6 0

達　成　率 0% 0% 0% 0% 0% 0% 0% 0% -

指標名中学卒業後も「居場所を兼ねた学習支援」に登録している高校生等の数

定義等中学卒業後も「居場所を兼ねた学習支援」に登録している高校生等の数
指
単　位 人 平成30年度 平成31年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度

目　標　値標
目　標　値 - - - - -

(5)
実　績　値 - - - 129 R6 90

達　成　率 0% 0% 0% 0% 0% 0% 0% 143% -

指標名高校中途退学に関わる中学校・高等学校連絡協議会の開催回数

定義等高校中途退学に関わる中学校・高等学校連絡協議会の年間開催回数
指
単　位 回 平成30年度 平成31年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度

目　標　値標
目　標　値 - 3 - 3 3

(6)
実　績　値 - 3 - 1 R6 3

達　成　率 0% 0% 100% 100% 0% 0% 33% 33% -

単位:千円

3 投入コスト 平成30年度 平成31年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度

事業費 1,140,370

人件費 264,318

総事業費 1,404,688

前年比(金額) 381,390

2 施策指標 ※達成率＝左欄:当該年度目標値に対する達成率　右欄:R6年度目標値に対する達成率
指標名「足立区学力定着に関する総合調査」で、「自分には良いところがあると思う」に肯定的な回答をした割合

定義等「足立区学力定着に関する総合調査」で、「自分には良いところがあると思う」に肯定的な回答をした割合
指
単　位 ％ 平成30年度 平成31年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度

目　標　値標
目　標　値 - - 68.5 - -

(1)
実　績　値 - 71.5 - 71.6 R6 72

達　成　率 0% 0% 0% 99% 0% 0% 0% 99% -

指標名大学連携による体験活動後に「新しいことを知ったりチャレンジしたい」と回答した子どもの割合

定義等大学連携事業の参加者に占める「新しいことを知ったりチャレンジしたい」と回答した子どもの割合
指
単　位 ％ 平成30年度 平成31年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度

目　標　値標
目　標　値 - - 90 90 90

(2)
実　績　値 - - 90 87 R6 90

達　成　率 0% 0% 0% 0% 100% 100% 97% 97% -

指標名自然教室において「最後までやり遂げた」「自分の役割を果たすことができた」などと回答した児童・生徒の割合

定義等自然教室において「最後までやり遂げた」「自分の役割を果たすことができた」などと回答した児童・生徒の割合
指
単　位 % 平成30年度 平成31年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度

目　標　値標
目　標　値 - 78 78 78 -

(3)
実　績　値 - 75 75 88 R6 80

達　成　率 0% 0% 96% 94% 96% 94% 113% 110% -

指標名中学卒業後も「居場所を兼ねた学習支援」に登録している高校生のうち高校を中途退学した人の割合

定義等中学卒業後も「居場所を兼ねた学習支援」に登録している高校生のう
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び

な体験活動の場である

て

。この体験活動の場を

お

活用し「環境学

習」「

り

食育」「地域の方々と

、

の交流」など、子ども

そ

達の成長につながる多

れ

種多様な体験活動を関

が

係機関と連携して、実

「

施していく

。

　高校進

足

学後も定期的な利用を

立

通じて学業の遅れや家

区

庭状況の変化など中退

基

につながるリスクの早

礎

期把握に努め、関係機

学

関との連

携により、卒

力

業後の進路実現に向け

定

て寄り添った支援を行

着

う。また、結果として

に

中退に至った場合も、

関

復学や就職への支援、

す

東京

都の関連施策への

る

接続を行う。

総合調査」での肯定的回答に反映されていると考える。実績はほぼ横ばいではあるが

4

、順調に目標値に近づいている。

【指標2】

担

　コロナ禍において予

当

定していた対面事業が

部

出来なくなったため、

に

大学と協議をしてオン

お

ライン事業を企画した

け

。オンラインにお

いて

る

も子どもたちが興味を

評

持つよう、大学生との

価

交流コーナーを設ける

（

など大学連携の特色を

部

活かしたプログラムを

長

工夫して実施

した。

【

評

指標3】

  コロナの

価

影響により、本来2泊

－

3日で実施している自

１

然教室を1泊2日に減

次

泊して実施したが、自

評

然教室で自信を持つこ

価

とが出来た

と回答した

）

児童・生徒の割合は、

そ

目標値を上回った。コ

の

ロナ禍において、様々

１

な学校行事が中止する

1

中で実施した宿泊事業

)

を成功

させるため、努

施

力できた児童生徒が多

策

かったことも要因の一

の

つではないかと考える

達

。

【指標4・5・6】

成

　「居場所を兼ねた学

状

習支援」では登録する

況

高校生について、居場

と

所の利用を通じて学力

そ

不振や家庭・生活環境

の

など、生徒の変化

をい

原

ち早く把握することで

因

、中途退学の防止に向

の

けた支援を行っている

分

。また、大学生などの

析

若いスタッフを中心と

【

した居心地の

良い雰囲

指

気づくりや、個々の生

標

徒の状況に合わせた学

1

習・居場所支援を継続

】

的に行うことで、中学卒業後も利用を希望す

大

る高校生

の増加につな

学

がっている。

　区の教

連

育委員会では中退予防

携

策として「高校中途退

事

学に関わる中学校・高

業

等学校連絡協議会」等

に

の取組を通じて、中学

よ

生が本人

の能力や特性

る

に合った進路選択がで

体

きるよう、都立高校が

験

取り組む教育活動につ

活

いて情報交換を行って

動

いる。

　こうした活動

及

により、「居場所を兼

び

ねた学習支援」におい

自

ては高校生のほとんど

然

が卒業後、進学や就職

教

につながっているが、

室

本

人の能力と進学先の

に

ミスマッチなどにより

参

、若干ではあるが中途

加

退学に至るケースが出

し

ている。

2)達成状況

た

と原因分析を踏まえた

子

今後の方向性

　大学連

ど

携事業は、今後も子ど

も

もの生きる力を育むた

の

めに、子どもたちの成

肯

長段階に応じた体験活

定

動の機会を増やし、子

的

どもが将

来や進学をイ

な

メージできる事業内容

回

を充実させていく。

答

自然教室は、地元では

が

体験できない壮大な自

伸

然の中で実施する貴重
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ら

22841 129,0

れ

96 3,501 132

る

,597 拡充 Ａ

合計１

事

９事業 1,140,3

務

70 264,318 1

事

,404,688

業の評価結果
事務事業 施策への

事務事業名 事業費 人件費総事業費課長評価 担当課コ ー ド 貢献度

5 庁内評価委員会－２次評価 6 区民評価委員会－最終評価

庁内評価委員会の評価 区民評価委員会の評価 反映結果

達成状況

方 向 性

評価の反映結果

鹿浜いきいき館児童館運営事業 住区推進課3584 781 50,503 51,284現状維持 Ａ

児童施設維持補修事務 住区推進課3585 3,755 4,901 8,656現状維持 Ａ

鹿浜いきいき館児童館管理事務 住区推進課3586 7,622 17,767 25,389現状維持 Ａ

家庭教育推進事務 青少年課3779 6,437 11,992 18,429改善・変更 Ａ

小学校自然教室事業 学務課4084 138,771 8,752 147,523現状維持 Ｂ

中学校自然教室事業 学務課4086 87,537 8,752 96,289現状維持 Ｂ

成人の日記念事業 青少年課4180 19,624 13,128 32,752改善・変更 Ａ

青少年委員の活動支援事業 青少年課4183 10,818 17,504 28,322現状維持 Ａ

放課後子ども教室推進事業【経常】 学校支援課4188 129,686 16,629 146,315現状維持 Ａ

こども未来創造館管理運営事務 生・地域文化課18759 543,499 9,627 553,126 拡充 Ａ

青少年対策事業 青少年課20850 10,118 14,878 24,996現状維持 Ａ

青少年教育管理事務 青少年課20871 2,039 7,002 9,041現状維持 Ｂ

青少年対象の事業および指導者の育成・支援事業 青少年課20902 6,913 26,256 33,169現状維持 Ａ

青少年団体の支援事業 青少年課20915 5,900 17,504 23,404現状維持 Ａ

体験学習推進事業 青少年課21737 24,858 17,504 42,362現

3

状維持 Ａ

こども未来創

)

造館改修事業 生・地域

施

文化課21809 0 8

施

75 875

子どもの貧

策

困対策・若年者支援事

の

業 未・貧困対策課22

手

829 6,387 12

段

,867 19,254

と

拡充 Ａ

あだち子どもの

し

未来応援事業 未・貧困

て

対策課22839 6,

位

529 4,376 10

置

,905 拡充 Ａ

あだち

付

子どもの未来応援基金

け

積立金 未・貧困対策課
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施

く必要があります。

■

策

 ハイリスク妊産婦に

の

対する手厚い支援や虐

概

待の未然防止は、関係

要

機関等と連携を強化し

柱

ながら今後も揺るぐこ

立

と

なく実施していきま

て

す。

■ 全妊婦対象の

5

支援として、妊婦全数

【

面接を行う「足立区ス

ひ

マイルママ面接事業」

と

において、全妊婦の心

】

身の状態

や家庭の状況

自

などを把握し、支援が

己

必要な方には適切なケ

肯

アを実施していきます

定

。

■ 全産婦対象の支

感

援として、赤ちゃん訪

を

問時に子育て情報の提

持

供やコミュニケーショ

ち

ンツールとしてエジン

、

バラ産
方　　　針

後う

生

つ病質問票（ＥＰＤＳ

き

）を活用し、産婦の心

抜

理状態や生活状態、子

く

どもに対する気持ちを

力

把握し、産後ケアなど

を

の適切な事業につない

備

でいきます。

担当課名

え

保健予防課（取りまと

た

め）

電話番号03-3

人

880-5892 E-

施

mail h-yobo

策

u@city.ada

群

chi.tokyo.

名

jp

■ 虐待の疑いや

2

、養育困難家庭は、こ

妊

ども支援センターげん

娠

きや足立児童相談所と

か

情報の連携を行ってい

ら

ます。場

合によっては

出

同行するなど、虐待を

産

未然に防ぐための支援

・

を行っています。

■ 

子

生活困窮家庭は、くら

育

しとしごとの相談セン

て

ターへつないでいます

ま

。つなぐだけでなく、

で

必要に応じ、相談内容

切

協働・協創等を共有し

れ

、支援に役立てていま

目

す。

の取組み■ 生活

な

保護受給世帯や非課税

く

世帯は、入院助産制度

支

の所管である各福祉課

え

へつなぎ、各担当から

る

手続きの案内を行

って

施

います。

■ こころの

策

病を持つ妊婦は、妊婦

名

の精神的負担を軽減さ

2

せるため、病状に応じ

.

、区内外の産科医療機

1

関と連携を行

い、必要

妊

なフォローを行ってい

娠

ます。

　妊娠届出時ア

、

ンケートやスマイルマ

出

マ面接から妊娠中の心

産

身状況を把握し、食生

、

活の指導を含めたきめ

子

細やかな支

援を行うこ

育

とにより、妊婦の栄養

て

ニーズに対応している

へ

。【SDGsﾀーｹ゙

の

ｯﾄ】2.2
ＳＤＧｓ

切

が
　また、上記対応に

れ

加え、特に支援を要す

目

る妊産婦に対しては、

の

複数回訪問や電話フォ

な

ロー、同行受診等を実

い

施し、
目指す目標

貧困

支

層・脆弱者の保護及び

援

妊産婦の死亡率の削減

の

に貢献している。【S

充

DGsﾀーｹ゙ｯﾄ】

実

1.3、3.1
（ター

■

ゲッ
　こんにちは赤ちゃん訪問や産後ケアに

妊

加え、乳幼児健康診査

娠

を実施することにより

期

、産後の母体回復支援

か

、保護者
ト）との関

の

ら

精神的・経済的負担の

出

軽減を図るとともに、

産

乳幼児の疾病や予防の

・

早期発見に努め、新生

産

児・５歳未満児の予防

後

可
連及び評価

能な死亡

・

の根絶に寄与している

子

。【SDGsﾀーｹ゙

育

ｯﾄ】3.2

備　　　

て

考

期まで切れ目のない支援を行うことにより、養育困難や生活困難を未然に防ぎ、

健やかな親子の成長を支えます。

■ 妊婦全数面接や赤ちゃん訪問、乳幼児健康診査等により、家庭の状況把握及び母親のメンタルフォローを行うこ

施策の方向とで、虐待の未然防止と安心して楽しく子育てできる環境を整えます。

( 目 標 )

■ 妊娠届出時のアンケートから、妊娠中の身体管理や育児困難、生活困窮・虐待の可能性などの視点で支援が必要

な妊婦を把握し、そのレベルに応じた支援を実施しています（妊娠届出総数4,496件のうち特定妊婦<Ｄ妊婦>は8.9％

で399人）。 ■ 訪問や面接・電話などできめ細かに妊産婦への指導や相談・助言を行い、特に早期産のリスクが高

い多胎・やせ・飲酒・喫煙・高血圧・糖尿病について、寄り添い支援による日常生活の指導により、リスクを低減さ
現　　　状

せています。 ■ 東京医科歯科大学との共同研究による「あだちスマイルママ＆エンジェルプロジェクト（ＡＳＭＡ

Ｐ）」の事業分析結果でも虐待予防の成果を確認しました。 ■ 全妊婦向けに「足立区スマイルママ面接事業」、令

和２年９月から全産婦向けに「デイサービス型産後ケア」を開始しています。

■ ＡＳＭＡＰ事業分析

足

結果では、妊娠届を活

立

用したハイリスク群の

区

推測は有効であり、特に年齢、経済状況、こ

令

こ

ろの病気の有無は引

和

き続きもれなく把握す

４

る必要があります。

■

年

 育児困難や生活困窮

度

・虐待等を未然に防ぐ

施

ため、赤ちゃん訪問や

策

乳幼児健診等の機会を

評

捉えて確実な状況把握

価

や

現状確認をしていく

調

必要があります。

■ 

書

支援が必要な世帯への

(

早期介入を行うため、

令

医療機関や関係機関と

和

さらなる連携を図って

３

いく必要があります。

年

課　　　題
■ ハイリ

度

スク妊産婦の支援をし

事

つつも、全妊産婦の経

業

済的・身体的・精神的

実

負担を軽減していくほ

施

か、「デイサー

ビス型

)

産後ケア」については

1

、利用者満足度やニーズを詳しく確認してい

23



0% 0% 0% 0% 94% 89% 92% 89% -

指標名3～4か月児健診時アンケートで「赤ちゃん訪問を受けて安心した」と答えた親の割合

定義等3～4か月児健診アンケート「赤ちゃん訪問を受けて安心した」の設問に「あてはまる」「ややあてはまる」と答えた割合
指
単　位 ％ 平成30年度 平成31年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度

目　標　値標
目　標　値 95 95 96 97 97

(5)
実　績　値 94.6 95.5 96.9 95.3 R6 97

達　成　率 100% 98% 101% 98% 101% 100% 98% 98% -

指標名javascript:__doPostBack('btnNext','')こんにちは赤ちゃん訪問時における産後うつ病質問票（ＥＰＤＳ）の実施率

定義等こんにちは赤ちゃん訪問をした産婦に対し、産後うつ病質問票（ＥＰＤＳ）を実施した割合
指
単　位 ％ 平成30年度 平成31年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度

目　標　値標
目　標　値 - - 80 90 90

(6)
実　績　値 - - 80.8 86.6 R6 100

達　成　率 0% 0% 0% 0% 101% 81% 96% 87% -

単位:千円

3 投入コスト 平成30年度 平成31年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度

事業費 27,023,628

人件費 724,715

総事業費 27,748,343

前年比(金額) 15,615,070

2 施策指標 ※達成率＝左欄:当該年度目標値に対する達成率　右欄:R6年度目標値に対する達成率

指標名早期（37週未満）に産まれた子どもの割合＊低減目標

定義等「人口動態調査」における区内の出生児全体に占める早期（37週未満）に産まれた子どもの割合
指
単　位 ％ 平成30年度 平成31年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度

目　標　値標
目　標　値 5.6 5.4 5.4 5.4 5.4

(1)
実　績　値 6 5.9 5.7 5.8 R6 5.3

達　成　率 93% 88% 92% 90% 95% 93% 93% 91% -

指標名妊娠届で把握した要支援者（D妊婦）に4回以上訪問等を実施した割合

定義等妊娠届及びアンケートの回答内容から特に指導・支援を必要とする妊婦に4回以上訪問等を実施した割合
指
単　位 ％ 平成30年度 平成31年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度

目　標　値標
目　標　値 - - 80 80 98

(2)
実　績　値 - - 92.2 98.7 R6 98

達　成　率 0% 0% 0% 0% 115% 94% 123% 101% -

指標名妊娠届出者に対し個別のケアプランを作成した割合

定義等妊娠届出者に対し、「スマイルママシート」による個別のケアプランを作成した割合
指
単　位 ％ 平成30年度 平成31年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度

目　標　値標
目　標　値 - - 95 97 98

(3)
実　績　値 - - 89 88.9 R6 100

達　成　率 0% 0% 0% 0% 94% 89% 92% 89% -

指標名妊娠届出者に対し「スマイルママ面接」を実施した割合

定義等妊娠届出者に対し、保健師等の専門職が「スマイルママ面接」を実施した割合
指
単　位 ％ 平成30年度 平成31年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度

目　標　値標
目　標　値 - - 95 97 98

(4)
実　績　値 - - 89 88.9 R6 100

達　成　率
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ら

）が専門で支援してい

支

る。今後も

複数回訪問

援

や電話など、寄り添っ

が

た支援を継続していく

必

。

指標（３）（４）

こ

要

れから迎える妊娠・子

な

育て期の支援窓口とし

妊

て最初の接点となり、

婦

区への信頼感・親密度

を

などの上で、非常に重

把

要な役割を果た

してい

握

る。今後も、各保健セ

し

ンター等での届出やス

、

マイルママ面接の実施

き

を促すことにより、妊

め

娠や育児に関する不安

細

や、出産・

産後のリス

や

クを軽減するための助

か

言や支援を継続してい

な

く。

指標（５）

こんに

支

ちは赤ちゃん訪問事業

援

の訪問員には、年に１

を

～２回研修を実施し、

継

接遇を含め、産婦の支

続

援に必要な知識の習得

し

機会を設け

ている。悩

た

みなどを傾聴し、母親

こ

の気持ちに寄り添うと

と

ともに、区が実施する

に

母子保健事業について

よ

も詳細に案内できるよ

り

う、研

修内容を充実さ

、

せていく。また、希望

著

者への訪問だけでなく

し

、特に支援を必要とす

い

る世帯に対しては、必

上

要に応じた複数回訪問

昇

を

継続実施していく。

を

なお、訪問の申し込み

抑

は、母子健康手帳に綴

え

じこまれているハガキ

る

（出生通知書）のほか

こ

、区のオンライン申

請

と

システムでも可能であ

が

るため、妊娠届出時の

で

チラシ配付をはじめ、

き

未提出者への勧奨及び

て

区SNSの活用により

い

、すべての産婦に

利用

る

してもらえるよう周知

。

を強化していく。

指標

ま

（６）

すべての産婦に

た

EPDSを実施するよ

、

う努めているが、直近

長

に病院で実施している

期

場合や、内容の理解が

的

難しい外国人などの場

に

合は実

施できないケー

は

スがある（それ以外の

値

産婦に対してはほぼ１

4

を

００％実施）。そのよ

低

うな場合は、「うつに

減

関する２項目の質問」

で

「

不安障害に関する２

き

項目の質問」を口頭で

て

尋ねるすることで、リ

い

スクのある産婦かどう

る

かを把握し、必要な支

。

援を行っている。引

き

指

続き、妊産婦のメンタ

標

ルヘルスのケアに努め

（

、健やかな母子の育成

２

を支援していく。

）

目標を大きく

担

上回った。特に指導・

当

支援が必要を必要とす

部

る妊婦に対しては、訪

に

問や電話などで妊娠初

お

期から見守り、必要な

け

機関

や制度につなげた

る

り、不安を抱えないよ

評

う寄り添った支援を十

価

分に実施することがで

（

きたと言える。

指標（

部

３）（４）

（３）及び

長

（４）は原則同時実施

評

としているものの、と

価

もに目標を下回った。

－

新型コロナウイルス感

１

染拡大による緊急事態

次

宣言等

を受け、令和２

評

年度は電話面接可とし

価

ていたところ、令和３

）

年度以降は対面面接の

そ

みとしたことも大きく

の

影響していると思われ

１

る

。各保健センター等

1

で妊娠届を提出した妊

)

婦については、同日実

施

施のためほぼ達成でき

策

ているが、パートナー

の

による届出や、区民

事

達

務所での提出の場合、

成

後日妊婦本人が各保健

状

センター等に出向く必

況

要があるため、体調や

と

里帰り等が影響し、達

そ

成できなかった

ものと

の

想定される。

指標（５

原

）

目標を下回った。コ

因

ロナ禍の長期化を受け

の

て外出や人との交流が

分

抑制される中、区でも

析

「ファミリー学級」を

指

はじめ、「健やか親

子

標

相談」「育児学級」な

（

らびに「未熟児・多胎

１

児の会」等自主グルー

）

プの開催を一部中止せ

目

ざるを得ない状況とな

標

った。そのため

、同じ

を

境遇の保護者同士が悩

下

みを共有するなどコミ

回

ュニケーションの機会

っ

が減少し、育児不安や

た

ストレスにつながった

も

ことが影響

したものと

の

考えられる。

指標（６

の

）

目標を下回ったもの

、

の概ね達成した。直近

前

に病院で実施している

年

場合や、内容の理解が

と

難しい外国人等に対し

ほ

て実施できない場合

が

ぼ

あることが理由と考え

近

られる。

2)達成状況

し

と原因分析を踏まえた

い

今後の方向性

指標（１

値

）

早産の原因として、

と

痩せ体型や多胎妊娠な

な

どがある。妊娠届出時

っ

のアンケートと妊婦と

た

の全数面接から、継続

。

して状況を把握する

こ

妊

とで母体の健康管理を

娠

支え、安全なお産につ

届

なげていけるよう、支

出

援が必要な妊婦には積

時

極的にアプローチする

の

など、引き続き

目標達

ア

成に向けて努力してい

ン

く。

指標（２）

特に指

ケ

導・支援を必要とする

ー

妊婦に対しては、保健

ト

予防課の母子保健コー

か

ディネーター（保健師
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られる事務事業の評価結果
事務事業 施策への

事務事業名 事業費 人件費総事業費課長評価 担当課コ ー ド 貢献度

5 庁内評価委員会－２次評価 6 区民評価委員会－最終評価

庁内評価委員会の評価 区民評価委員会の評価 反映結果

達成状況

方 向 性

評価の反映結果

子ども政策一般管理事務 子ども政策課3771 6,961 41,488 48,449現状維持 Ｂ

子育て支援推進事業 子ども政策課3772 8,358 55,752 64,110改善・変更 Ａ

児童手当の支給事業 親子支援課3780 9,617,051 94,800 9,711,851現状維持 Ａ

あだち子育て応援隊事業 こ・こども家庭支援
課

3805 88,243 14,100 102,343現状維持 Ａ

子育て短期支援事業 こ・こども家庭支援
課3812 36,047 14,100 50,147現状維持 Ａ

妊娠高血圧症候群・未熟児養育医療等給付事業 保健予防課3835 43,412 4,376 47,788現状維持 Ａ

母子健康手帳・ファミリー学級事業 保健予防課3836 9,102 62,312 71,414現状維持 Ａ

妊産婦・乳幼児相談事業 保健予防課3837 183,957 179,006 362,963 拡充 Ａ

妊婦健康診査事業 保健予防課3838 381,686 17,210 398,896現状維持 Ａ

乳児・１歳６か月児・３歳児健康診査事業 保健予防課3839 108,097 218,728 326,825現状維持 Ａ

子育てサロン管理運営事務 住区推進課16106 63,475 18,379 81,854改善・変更 Ａ

子育て世帯への臨時特別給付金の支給事務【経常】 親子支援課22600 8,011,049 0 8,011,049休止・終了 Ｃ

児童手当の支給事業【投資】 親子支援課23026 11,818 4,464 16,282休止・終了 Ａ

子育て世帯への臨時特別給付金の支

3

給事務【経常】 親子支

)

援課23231 8,4

施

42,151 0 8,4

施

42,151休止・終

策

了 Ｃ

子育て世帯への臨

の

時特別給付金の支給事

手

務【投資】 親子支援課

段

23232 12,22

と

1 0 12,221休止

し

・終了 Ｃ

合計１５事業

て

27,023,628

位

724,71527,

置

748,343

付け
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施

消していくのが課題で

策

ある。

■　保育施設に

の

ついては、引き続き、

概

地域ごとの保育ニーズ

要

を詳細に分析し、人口

柱

推計、妊娠届出時の意

立

向調査結果

　等を踏ま

て

え、「足立区待機児童

5

解消アクション・プラ

【

ン」の改定を行い、保

ひ

育需要数を見直してい

と

く。また、築年

  数

】

の経過した施設では、

自

保育定員の見直しを含

己

めた施設更新により保

肯

育環境を向上させなが

定

ら、必要な保育定員

感

 を確保していく。

■

を

　指導検査については

持

、研修などによる職員

ち

のスキルアップや組織

、

体制の整備を図るとと

生

もに、「足立区教育・

き

保
方　　　針

　育の質

抜

ガイドライン」に基づ

く

く施設運営・保育内容

力

の振り返りに重点を置

を

き、健やかな子どもの

備

育ちを支える教　

　育

え

・保育を実践する。

■

た

　学童保育室について

人

は、地域の需要を正確

施

に分析して毎年整備計

策

画の見直しを図り、特

群

に低学年の待機児童解

名

消

　を優先的に実施し

2

、必要な定員数を確保

妊

する。

担当課名私立保

娠

育園課（取りまとめ）

か

電話番号03-388

ら

0-5712 E-ma

出

il kodomo-s

産

eibi@city.

・

adachi.tok

子

yo.jp

　子ども施

育

設指導・支援担当課と

て

連携し保育施設等に指

ま

導・支援を実施。

　保

で

健予防課、各保健セン

切

ターと連携し、妊娠届

れ

出時の利用意向調査を

目

実施。　

協働・協創

な

の取組み

【目標】4 

く

質の高い教育をみんな

支

に、5 ジェンダー平

え

等を実現しよう、8 

る

働きがいも経済成長も

施

【ターゲット】4.2

策

乳幼児の発達・ケア

名

と就学前教育にアクセ

2

スできるようにする。

.

 5.5 政治、経済

2

、公共分野でのあらゆ

子

るレベルの
ＳＤＧｓが

育

意思決定において、完

て

全かつ効果的な女性の

と

参画及び平等なリーダ

仕

ーシップの機会を確保

事

する。8.5 雇用と

の

働きがい
目指す目標

の

両

ある仕事、同一労働同

立

一賃金を達成する。【

支

関連する理由】行政評

援

価を実施し、事業や施

（

策の効果を検証し、業

待

務
（ターゲッ

を改善し

機

ていくことは、ターゲ

児

ット4.2、5.5、

童

8.5につながる。【

対

評価】わかりやすい指

策

標を用いて行政評価を

と

実施
ト）との関

したこ

教

とで、事業や施策の実

育

施効果を可視化するこ

・

とができた。引き続き

保

、教育・保育の質を意

育

識した評価体制を継
連

の

及び評価
続していく。

質

備　　　考

の向上）

■　様々なニーズにあわせた保育サービスを提供することで、働きながら安心して子育てできる環境づくりを推進す

　る。

■　乳幼児期の教育・保育の質を維持・向上させることで、保育環境・サービスの基盤を整える。

施策の方向■　学童保育においては、放課後等の安心・安全な居場所を確保することで、子育てと仕事の両立をサポートし、児

( 目 標 ) 　童の健全育成を図る。

■　共働き世帯等の増加により、保育需要が増加している中で「足立区待機児童解消アクション・プラン」に基づき

　平成27年度から6年間で4,352人分の保育定員を拡大した結果、待機児童は令和3年4月において0人となり解消し　

　た。

■　社会福祉法人の他、株式会社等、多様な運営主体の参入により新規開設施設が増加する中、子ども・子育て支援
現　　　状

　法等に基づく指導検査において、文書指摘を受ける施設の割合は約3割と高く、法令等の遵守に対する意識を高め

　る必要がある。

■　学童保育は、「足立区放課後子ども総合プラン」及び「平成31年度学童保育室待機児童緊急対策」に基づき令和

　3年4月現在5,276人分(前年比126人増)の児童を受入可能としたが、同年5月現在154人の待機児童が存在する。

■　急速な人口減少や新型コ

足

ロナウイルス感染症拡

立

大による社会状況の悪

区

化等の影響により、今後の保育需要の動向

令

が見通しづらくなって

和

いる中で、今後必要な

４

保育定員を確実に確保

年

・維持していくことが

度

課題である。

■　国の

施

指針に基づき施設で取

策

組むべき基本的事項を

評

示した「足立区教育・

価

保育の質ガイドライン

調

」の活用率は全施

　設

書

の約85％となってお

(

り、ガイドラインの活

令

用徹底と指導検査や巡

和

回訪問を併用して、安

３

全・安心で満足度の高

年

い

　教育・保育を実現

度

することが課題である

事

。
課　　　題

■　学童

業

保育は、待機児童が多

実

く発生している区域が

施

ある一方で、定員割れ

)

の区域が見られるなど

1

、学童保育室の需

　要と供給のバランスを解
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標
指
単　位 % 平成30年度 平成31年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度

目　標　値標
目　標　値 3 3 0 0 0

(5)
実　績　値 5.1 6.4 6.1 3.7 R6 4.6

達　成　率 59% 90% 47% 72% 0% 75% 0% 124% 0

指標名区内３３地区のうち学童保育室の受け入れ可能数が学童保育需要を満たさない地区の数

定義等学童保育室の受け入れ可能数が学童保育需要を満たさない地区の数
指
単　位地区 平成30年度 平成31年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度

目　標　値標
目　標　値 - 21 19 17 15

(6)
実　績　値 - 21 18 17 R6 13

達　成　率 0% 0% 100% 62% 106% 72% 100% 76% -

単位:千円

3 投入コスト 平成30年度 平成31年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度

事業費 35,461,941

人件費 7,452,838

総事業費 42,914,779

前年比(金額) 303,344

2 施策指標 ※達成率＝左欄:当該年度目標値に対する達成率　右欄:R6年度目標値に対する達成率

指標名保育需要に対する待機児童率

定義等算出式Ａ/Ｂ　Ａ：保育所等の待機児童数　Ｂ：保育需要数（ともに翌年度４月１日現在）　※低減目標
指
単　位 % 平成30年度 平成31年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度

目　標　値標
目　標　値 0.5 0 0 0 0

(1)
実　績　値 0.9 0.02 0 0.01 R6 0

達　成　率 56% 0% 99% 99% 100% 100% 99% 99% -

指標名保育施設整備数（累計）

定義等施設更新を含む保育施設整備数(累計)
指
単　位か所 平成30年度 平成31年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度

目　標　値標
目　標　値 - - 0 3 3

(2)
実　績　値 - - 2 3 R6 5

達　成　率 0% 0% 0% 0% 0% 40% 100% 60% -

指標名指導検査実施施設中の文書指摘を受けた施設数の割合

定義等指導検査で「文書指摘」となった保育施設の割合
指
単　位 ％ 平成30年度 平成31年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度

目　標　値標
目　標　値 - - 30 28 28

(3)
実　績　値 - 33.3 17.9 31 R6 10

達　成　率 0% 0% 0% 30% 168% 56% 90% 32% 0

指標名国の指針または「足立区教育・保育の質ガイドライン」を活用した保育実践をしている施設の割合

定義等「足立区教育・保育の質ガイドライン」を活用している就学前教育・施設の割合
指
単　位 ％ 平成30年度 平成31年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度

目　標　値標
目　標　値 - - 54 85 87

(4)
実　績　値 - 54.3 82 85 R6 85

達　成　率 0% 0% 0% 64% 152% 96% 100% 100% -

指標名学童保育室の待機児童率

定義等算出式：A/B　A：待機児数　B：入室申請者　※低減目
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児

きやすい、すぐにやめ

童

たくならない職場環境

率

を創設していく。

・指

は

導検査においては、毎

、

年同様の指摘が繰り返

0

されていることから、

.

巡回訪問回数を精査し

0

、「予告なし」の訪問

0

についても、

施設等の

7

信頼関係を勘案しつつ

％

実施する。また、巡回

と

訪問等での指摘事項の

な

改善確認だけでなく、

っ

件数や重要度に応じた

た

所管課か

らの指導も行

。

っていく。

・学童保育

な

室については、区内3

お

3地区に細分化し、地

、

区ごとに詳細な調査・

施

分析を行ったうえで需

設

要を予測し、学童保育

指

室整備計

画を策定して

標

いる。この計画を、最

実

新の申請状況等の実績

績

を踏まえたうえで毎年

値

度見直しを行い、待機

は

児童が多い地区へ学童

、

保育

室の整備を進めて

シ

いく。また、児童館特

ス

例利用（ランドセルで

テ

児童館）や放課後子ど

ム

も教室などの情報提供

の

により、総合的に待機

都

児童対策を行っていく

合

。

【保育園　中・長期

上

】

・教育・保育の質の

0

維持・向上にむけ、子

.

ども・子育て支援新制

0

度に移行していないが

1

、幼児教育・保育の無

％

償化の確認を受けて

い

と

る私立幼稚園・認定こ

表

ども園や認証保育所等

示

にも指導検査を進め、

さ

各施設の課題を分析・

れ

共有し、巡回訪問等に

て

おいて「足立区

教育・

い

保育の質ガイドライン

る

」を活用しながら寄り

。

添い支援の強化を図っ

【

ていく。

【学童保育室

指

　中・長期】

・受入可

標

能数が大幅に上回る地

-

区の適正化等、将来的

2

な需要予測を見据えた

】

うえで計画の見直しを

令

行っていく。また、学

和

童保育室

以外の居場所

3

として、学童保育室と

年

放課後子ども教室との

4

度

一体化や連携について

は

検討していく。さらに

、

は、児童の安全な居場

保

所を

確保するとともに

育

、児童の健全育成の向

定

上を図るために保育の

員

さらなる質の向上を目

数

指す。

に係る新設・改築はなかっ

担

た。

【指標-3】令和

当

2年度当初からのコロ

部

ナ禍における教育・保

に

育施設について、消毒

お

業務の負担増等による

け

多忙さなどから失念し

る

た

り、本来業務がおろ

評

そかになりがちとなり

価

、目標を下回る厳しい

（

結果となった。全体的

部

に事故防止の事前対策

長

や事故発生時の対応

等

評

に課題が見られた。ま

価

た、子どもの人権への

－

配慮に課題のある保育

１

もあった。

【指標-4

次

】「足立区教育・保育

評

の質ガイドライン」の

価

活用率は家庭的保育事

）

業者100％、小規模

そ

保育事業所89.7％

の

と高い半面、私

立幼稚

１

園・認定こども園38

1

.5％、公設民営保育

)

所68.8％、私立認

施

可保育所75.0％と

策

、施設種別ごとのばら

の

つきが見られる。

【指

達

標-5】学童保育室に

成

ついては、令和3年度

状

に民設学童保育室3室

況

を新たに開設し、12

と

2人の定員増を図り、

そ

待機児童率は前年度

比

の

で2.4ポイント減少

原

したが、区全体の学童

因

保育需要を満たすこと

の

ができなかった。令和

分

3年度は、区全体では

析

受入可能数が申請数

を

【

上回っており、各地区

指

での需要と供給のアン

標

バランスが発生したこ

-

とが主な原因と考える

1

。

【指標-6】学童保

】

育室整備計画における

必

33地区のうち、学童

要

保育需要が受入可能数

な

を上回った地区は17

保

地区となり、1つ減少

育

した

。これは、令和3

定

年度に民設学童保育室

員

3室を新たに開設した

数

こと、また新型コロナ

を

ウイルス感染症拡大に

ほ

より、申請数が減少し

ぼ

た

ことが主な要因とし

確

て考えられる。

2)達

保

成状況と原因分析を踏

し

まえた今後の方向性

・

た

保育施設については、

が

引き続き、地域ごとの

、

保育ニーズを詳細に分

待

析し、人口推計、妊娠

機

届出時の意向調査結果

児

等を踏まえ、「

足立区

童

待機児童解消アクショ

が

ン・プラン」の改定を

1

行い、保育需要数を見

名

直していく。また、築

発

年数の経過した施設で

生

は、保育定

員の見直し

し

を含めた施設更新によ

た

り保育環境を向上させ

た

ながら、必要な保育定

め

員を確保・維持してい

、

く。

・保育士確保・定

保

着については、重点を

育

確保から定着（離職防

所

止）へとシフトし、保

待

育事業者と連携して、

機

保育士が安心して、働
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られる事務事業の評価結果
事務事業 施策への

事務事業名 事業費 人件費総事業費課長評価 担当課コ ー ド 貢献度

5 庁内評価委員会－２次評価 6 区民評価委員会－最終評価

庁内評価委員会の評価 区民評価委員会の評価 反映結果

達成状況

方 向 性

評価の反映結果

<<別紙の通り>>

合計３３事業 35,461,941 7,452,83842,914,779

3)施施策の手段として位置付け
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学童 区

7

38,590 788,

7

511改善・変更 Ｂ

公

3

立保育園の管理運営事

5

務 子ども政策課191

9

72 80,489 15

1

,754 96,243

,

現状維持 Ｂ

子ども施設

1

入園一般管理事務 子ど

5

も施設入園課2043

8

2 653 35,008

推

1

35,661現状維持

2

Ｃ

幼稚園施設型給付事

,

業 子ども政策課209

2

35 623,447 6

5

,126 629,57

3

3現状維持 Ａ

幼稚園地

6

域子ども・子育て支援

0

事業 子ども政策課20

3

942 83,501 8

,

,946 92,447

進

4

現状維持 Ｂ

区立認定こ

1

ども園施設維持管理事

1

業 子ども施設運営課2

現

0997 15,824

状

5,251 21,07

維

5現状維持 Ａ

子ども・

持

子育て施設整備基金積

Ｂ

立金 子ども政策課21

私

221 46,957 8

立

75 47,832現状

課

幼

維持 Ａ

保育士確保・定

稚

着対策事業 私立保育園

園

課21304 649,

助

457 53,968 7

成

03,425改善・変

費

更 Ａ

私立保育園一般管

用

理事務 私立保育園課2

負

1310 2,343 3

担

2,479 34,82

事

2現状維持 Ｂ

子ども施

3

務

設指導検査事務 子ども

子

施設指導課21339

ど

1,261 156,2

も

32 157,493 拡

政

充 Ａ

企業主導型保育事

策

業 子ども施設入園課2

課

2042 63,221

3

6,774 69,99

7

5現状維持 Ａ

私立保育

7

園施設整備助成事業 私

5

7

立保育園課22718

2

494,862 4,2

1

88 499,150現

7

状維持 Ａ

公立保育園の

,

民営化事業 子ども施設

7

運営課22769 7,

5

229 875 8,10

5

4現状維持 Ａ

合計３３

1

事業 35,461,9

9

41 7,452,83

8

,

842,914,77

3

9

81 237,1

別紙

3)施

3

策の手段として位置付

7

6

けられる事務事業の評

現

価結果
事務事業 施策へ

状

の
事務事業名 事業費 人

維

件費総事業費課長評価

持

担当課コ ー ド 貢献

Ａ

度

子ども医

5

療費助成事業 親子支援

7

課3781 2,784

保 3

,076 51,208

,

2,835,284現

5

状維持 Ａ

私立幼稚園等

3

園児保護者負担軽減事

8

業 子ども政策課378

1

2 2,484,062

8

24,893 2,50

7

8,955現状維持 Ａ

,

公立保育園の管理運営

3

事務 子ども施設運営課

育 5

3790 1,079,

1

587 5,715,9

7

84 6,795,57

6

1現状維持 Ａ

保育施設

0

利用調整事務 子ども施

,

設入園課3791 43

8

,154 243,67

8

9 286,833改善

9

・変更 Ａ

地域型保育事

拡

業 子ども施設入園課3

室 充

792 1,344,6

Ａ

97 18,152 1,

学

362,849現状維

童

持 Ａ

家庭的保育事業 子

保

ども施設入園課379

育

4 1,068,727

室

28,734 1,09

管

7,461現状維持 Ａ

理

認証保育所運営経費助

事

成事業 子ども施設入園

運

務

課3795 1,872

住

,130 10,275

区

1,882,405現

推

状維持 Ａ

認証保育所等

進

利用者助成事業 子ども

課

施設入園課3796 6

3

31,627 23,7

5

10 655,337現

8

状維持 Ａ

公立保育園の

8

施設維持管理委託事業

営

2

子ども施設運営課37

8

97 30,168 7,

,

877 38,045現

2

状維持 Ａ

公立保育園の

7

施設維持補修事業 子ど

5

も施設運営課3798

4

65,317 7,00

0

2 72,319現状維

,

持 Ａ

公立保育園の整備

9

事業 子ども施設運営課

事

0

3799 13,358

7

1,750 15,10

6

8現状維持 Ａ

民間保育

9

園連合会助成事業 私立

,

保育園課3800 0 8

1

8 88現状維持 Ａ

私立

8

保育園の運営費助成事

2

業 私立保育園課380

現

2 17,699,27

状

8 77,27417,

業

維

776,552現状維

持

持 Ａ

公立保育園の管理

Ａ

運営委託事業 子ども施

私

設運営課3803 2,

立

460,793 11,

認

378 2,472,1

定

71改善・変更 Ａ

学童

こ

保育室大規模改修・開

ど

設事務 住区推進課68

も

74 21,140 52

住

園

5 21,665 拡充 Ａ

事

区立認可外保育室の管

業

理運営委託事業 子ども

子

施設運営課11633

ど

233,936 5,2

も

51 239,187改

政

善・変更 Ａ

区立認定こ

策

ども園管理運営事業 子

課

ども施設運営課160

3

50 149,921 6
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紙面構成の都合により、本ページ余白 
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施

E-mail hi-s

策

hien@city.

の

adachi.tok

概

yo.jp

　区内団体

要

・協力者とひとり親家

柱

庭の親子を対象とした

立

経験・体験の機会の提

て

供を行っている。

協働

5

・協創
の取組み

【目標

【

】１ 貧困をなくそう

ひ

　【ターゲット】1.

と

3虐待家庭、ひとり親

】

家庭の貧困の連鎖を終

自

わらせる。

【関連する

己

理由】児童扶養手当を

肯

受給している所得層の

定

ひとり親への就労を支

感

援し、経済的自立を後

を

押しする。
ＳＤＧｓが

持

【評価】コロナ禍にお

ち

いて就労形態や相談者

、

の就労希望分野の変化

生

により、バラバラであ

き

った相談者の方向性が

抜

定ま
目指す目標

　りつ

く

つあり、手ごたえのあ

力

る相談となってきた。

を

結果に導けるよう就労

備

への支援に力を注いで

え

いく。
（ターゲッ
ト）

た

との関
連及び評価

備　

人

　　考

施策群名2 妊娠から出産・子育てまで切れ目なく支える

施策名2.3虐待の防止とひとり親家庭への支援

■  児童虐待の相談・通告には、家庭状況や生活環境を見極めながらきめ細かく対応し、児童相談所との連携や訪問
 指導を通じて、虐待を起こす要因を解消していく。

■  育児と仕事の両立に困難を抱えるひとり親家庭に支援事業の活用を促し、職業的自立を推進する。
施策の方向■  支援を必要とするひとり親家庭へ情報や支援を届け、困りごとや社会的孤立の解消を目指す。
( 目 標 )

■  児童虐待の通告件数は、社会的な意識の高まりにより相談・通報が増えたことに加え、児童相談所から区への虐 
 待案件の送致も開始されたこともあり、増加傾向にある。

■  児童扶養手当を受給している母子世帯の約８割が就労しているが、正規雇用の割合は約４割（39.6％）と低い状 
 況である。

現　　　状■  児童扶養手当を受給している約7,000世帯のうち、就労等による他者とのつながりがなく孤立のおそれがある世帯
 が約400世帯である。

■  子どもや家庭をめぐる問題が複雑・多様化しているため、問題が深刻化する前の早期発見・早期対応と、子ども 
 や家庭に対してのきめ細かな支援が必要である。

■  子育て中のひとり親が、安心して国家資格の取得や転職・就職活動に取組むことができるよう、支援情報の提供 
 や育児との両立をサポートする必要がある。

足

■  孤立のおそれがあ

立

る約400世帯の実態

区

を把握し、支援内容や支援の優先順位を明確

令

化する必要がある。
課

和

　　　題

■  虐待を受

４

けている子どもを早期

年

に発見し適切な対応を

度

行うとともに、関係機

施

関が連携して、子ども

策

の支援や保護

 者が相

評

談できる体制を整えて

価

いく。

■  相談者への

調

きめ細かな支援により

書

、就職に有利な国家資

(

格の取得等に取組み、

令

安定した就労を目指す

和

ひとり親を

 増やして

３

いく。

■  アンケート

年

調査や面談等を通じて

度

、孤立のおそれがある

事

世帯のニーズを把握し

業

、適切な働きかけと、

実

必要な支援
方　　　針

施

 を行っていく。

担当

)

課名親子支援課（取り

1

まとめ）

電話番号03-3880-5932
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のつながりがなく孤立のおそれがある世帯で困りごとが解消した人の割合

定義等 区からの働きかけを行った世帯へのアンケート回答者のうち、解消した困りごとがあった人の割合
指
単　位 ％ 平成30年度 平成31年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度

目　標　値標
目　標　値 - - - - 45

(5)
実　績　値 - - - 37 R6 70

達　成　率 0% 0% 0% 0% 0% 0% 0% 53% -

指標名【活動3】 就労等による他者とのつながりがなく孤立のおそれがある世帯の実態を把握し必要な働きかけを行った回数

定義等一年間に就労等による他者とのつながりがなく孤立のおそれがある世帯へ必要な働きかけを行った回数（延べ）
指
単　位 件 平成30年度 平成31年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度

目　標　値標
目　標　値 - - - - 1,165

(6)
実　績　値 - - - 1,158 R6 1,200

達　成　率 0% 0% 0% 0% 0% 0% 0% 97% -

単位:千円

3 投入コスト 平成30年度 平成31年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度

事業費 7,427,129

人件費 479,872

総事業費 7,907,001

前年比(金額) 162,509

2 施策指標 ※達成率＝左欄:当該年度目標値に対する達成率　右欄:R6年度目標値に対する達成率
指標名【成果1】児童虐待解決率

定義等虐待通告数全体に占める、訪問指導や関係機関との連携により、虐待を起こす要因が解消されたケースの割合
指
単　位 ％ 平成30年度 平成31年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度

目　標　値標
目　標　値 80 80 80 80 80

(1)
実　績　値 73 79 66 65 R6 80

達　成　率 91% 91% 99% 99% 83% 83% 81% 81% -

指標名【活動1】児童虐待受理件数

定義等虐待の可能性ありとして調査・対応を行った件数（児童数）
指
単　位 件 平成30年度 平成31年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度

目　標　値標
目　標　値 - - 898 979 1,110

(2)
実　績　値 - - 1,053 1,028 R6 1,345

達　成　率 0% 0% 0% 0% 117% 78% 105% 76% -

指標名【成果2】児童扶養手当を受給している母子世帯の正規雇用率

定義等児童扶養手当・現況届において、「正規の職員・従業員」と回答したひとり親の割合
指
単　位 ％ 平成30年度 平成31年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度

目　標　値標
目　標　値 - - - 40.5 42

(3)
実　績　値 35.7 39.6 40.3 38.1 R6 45

達　成　率 0% 79% 0% 88% 0% 90% 94% 85% -

指標名【活動2】ひとり親家庭向け就労支援事業を活用した人数

定義等一年間にひとり親家庭向け就労支援事業を活用した人数
指
単　位 人 平成30年度 平成31年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度

目　標　値標
目　標　値 - - - - 160

(4)
実　績　値 165 157 150 152 R6 200

達　成　率 0% 83% 0% 79% 0% 75% 0% 76% -

指標名【成果3】就労等による他者と

34



多

消し、自立を促進して

様

いく。

【指標4】就労

化

支援事業の対象資格・

に

対象者等の時限的拡大

よ

により多くの方が仕事

っ

に活かせる資格の取得

て

を目指せるよう、周知

長

　していく。また、社

期

会福祉協議会が令和３

的

年１２月より実施して

支

いるひとり親家庭高等

援

職業訓練促進資金貸付

を

事業の住宅支

　援資金

要

の利用条件である自立

す

支援プログラム策定も

る

就労支援事業の一環であるので、該当者への

案

情報提供を行い、利用

件

を促し

　ていく。

【指

が

標5、6】現況届をも

増

とに新たに抽出した孤

加

立のおそれのある世帯

し

への支援ニーズアンケ

た

ートに対する回答から

こ

、特に支援が

　必要と

と

思われる世帯へ、訪問

等

による支援も含め、重

が

点的に働きかけを行っ

影

ていく。回答のなかっ

響

た世帯についても、実

し

態把握

　に努め、必要

、

な支援を積極的に行っ

前

ていく。

年度と同程度で推移した。

【指標2】児童虐待受理件数は、

4

安否確認を要するような健診未受診の乳幼児

担

が減少したことが影響

当

し、平成21年度以降

部

初めて対

　前年度比で

に

減少傾向となった。

【

お

指標3】ひとり親世帯

け

等の生活不安の解消に

る

より、自立を促してい

評

る。0～18歳の人口

価

減少に伴い、児童扶養

（

手当の認定件数も減

部

少しているが、令和3

長

年度は、目標値を下回

評

る実績値となった。

【

価

指標4】就労支援セミ

－

ナーや講座が感染症拡

１

大防止のため、中止や

次

延期となったことによ

評

る参加者減やコロナ禍

価

において従来資

　格取

）

得希望が多かった看護

そ

師や介護の資格取得希

の

望者の減少により、令

１

和3年度の実績値は令

1

和6年度の目標まで達

)

しなかった。

【指標5

施

】孤立のおそれがある

策

世帯に対し、年度末に

の

向けてアンケートによ

達

る回答を得た結果につ

成

いては、困りごとは大

状

小関わら

　ず常に発生

況

し続け、なかなか「解

と

消した」と認識するこ

そ

とが難しいため、令和

の

6年度の目標値に対し

原

、令和3年度の実績値

因

が低い

　のではないか

の

と考えられる。

【指標

分

6】豆の木サロンや就

析

労支援セミナー等就労

【

支援事業についての情

指

報提供や窓口・電話に

標

よる相談などの働きか

1

けは、他者

　に関わろ

】

うとしない世帯も多い

児

ため、働きかけに対す

童

る反応は積極的ではな

虐

いが、令和6年度の目

待

標に対し、令和3年度

解

は目標に

　近い回数行

決

うことができた。

2)

率

達成状況と原因分析を

は

踏まえた今後の方向性

、

【指標1】事案内容の

児

複雑・多様化による長

童

期的支援に対応するた

虐

め、関係機関との役割

待

分担・連携を強化し、

該

支援の効率化、

　家庭

当

の養育力向上を図って

件

いく。作成した面前D

数

V（心理的虐待）のリ

が

ーフレットを活用し、

増

子どもへの影響を大人

加

にも幅広く

　周知する

傾

等、引き続き虐待の未

向

然防止や再発防止を図

に

る。

【指標2】上記の

あ

方向性に加え、養育困

る

難家庭への支援強化を

こ

行うべく、地域の協力

と

員、事業者と連携を図

や

っていく。

【指標3】

、

あだち広報や区ホーム

事

ページ、ひとり親家庭

案

の暮らしに役立つ応援

内

ブック等を活用し、高

容

等職業訓練促進給付金

の

等の

　手続きについて

複

引き続き周知していく

雑

とともに、ひとり親世

・

帯等の生活の不安を解
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ら

帯分）の支給事
務【経

れ

常】
親子支援課228

る

97 370,533 2

事

4,072 394,6

務

05休止・終了 Ａ

合計

事

１７事業 7,427,

業

129 479,872

の

7,907,001

評価結果
事務事業 施策への

事務事業名 事業費 人件費総事業費課長評価 担当課コ ー ド 貢献度

5 庁内評価委員会－２次評価 6 区民評価委員会－最終評価

庁内評価委員会の評価 区民評価委員会の評価 反映結果

達成状況

方 向 性

評価の反映結果

児童扶養手当等の支給事業 親子支援課3786 2,867,040 64,336 2,931,376現状維持 Ａ

児童育成手当の支給事業 親子支援課3787 1,772,305 35,976 1,808,281現状維持 Ａ

ひとり親家庭等医療費助成事業 親子支援課3788 215,631 32,736 248,367現状維持 Ａ

ひとり親家庭総合支援事業 親子支援課3789 59,407 39,566 98,973現状維持 Ａ

養育困難改善事業 こ・こども家庭支援
課3809 25,491 174,824 200,315現状維持 Ａ

就学援助庶務事務 学務課4075 9,800 1,313 11,113現状維持 Ｂ

育英資金事業 学務課4076 635,271 36,237 671,508改善・変更 Ｂ

小学校要保護・準要保護児童就学援助事業 学務課4078 578,629 15,361 593,990現状維持 Ａ

小学校特別支援学級児童就学奨励事業 学務課4079 3,835 5,689 9,524現状維持 Ｂ

小学校罹災児童学用品用経費援助事業 学務課4080 0 88 88現状維持 Ｂ

中学校要保護・準要保護生徒就学援助事業 学務課4081 456,304 15,273 471,577現状維持 Ａ

中学校特別支援学級生徒就学奨励事業 学務課4082 4,715 5,689 10,404現状維持 Ｂ

中学校罹災生徒学用品用経費援助事業 学務課4083 0 88 88現状維持 Ｂ

子育て世帯生活支援特別給付金（ひとり親世帯分）の支給
事務【投資】

親子支援課22878 7,029 4,464 11,493休止

3

・終了 Ａ

子育て世帯生

)

活支援特別給付金（ひ

施

とり親世帯分）の支給

施

事務【経常】
親子支援

策

課22880 411,

の

233 24,072 4

手

35,305休止・終

段

了 Ａ

子育て世帯生活支

と

援特別給付金（その他

し

世帯分）の支給事
務【

て

投資】
親子支援課22

位

895 9,906 88

置

9,994休止・終了

付

Ａ

子育て世帯生活支援

け

特別給付金（その他世
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施

フォームを拡充する。

策

■　文化芸術をどこに

の

いても楽しんでもらえ

概

るよう、デジタルやオ

要

ンラインを活用し、文

柱

化芸術関連事業への参

立

加や

活動を行った区民

て

の割合を増やしていく

6

。
方　　　針■　文化

【

遺産調査事業により新

ひ

たに発見された「地域

と

に伝来する貴重な美術

】

資料」の散逸や滅失を

自

防ぐための収蔵体

制を

ら

整えるとともに、郷土

考

博物館に美術館的要素

え

を加え、収集した美術

行

資料を企画展等に活用

動

することで来館者数を

し

増やしていく。

担当課

、

名生・地域文化課（取

そ

りまとめ）

電話番号0

の

3-3880-598

成

5 E-mail chi

果

iki@city.a

を

dachi.toky

地

o.jp

　国の文化芸

域

術推進基本計画では、

に

「文化芸術の推進のた

活

めには、行政機関、文

か

化芸術団体、文化施設

す

、企業等の民

間事業者

人

等の関係者相互の連携

施

及び協働が重要である

策

」とされている。　区

群

内においても、文化施

名

設や文化芸術にか

かわ

3

る専門的な人材、民間

生

事業者、教育機関など

涯

様々な担い手がいる。

に

それらの主体を結びつ

わ

けることで、相乗効果

た

協働・協創が生まれ、

る

文化芸術の活性化を図

学

って行く。なお、主な

習

協働、協創主体として

・

は、庁内はシティプロ

文

モーション課、

の取組

化

み報道広報課、生涯学

・

習支援課、庁外は、郷

ス

―土博物館協働グルプ

ポ

「あだち拓本研究会」

ー

文化団体、文化団体連

ツ

合会及

び郷土芸能保存

活

会がある。

　４「質の

動

高い教育をみんなに」

を

について、令和２年度

実

に策定した足立区文化

践

芸術推進計画では、計

で

画の目指す将来

の姿に

き

おいて、「年齢や性別

る

、障がいの有無に関わ

仕

らず、区民のだれもが

組

文化芸術を身近なとこ

み

ろで気軽に楽しめる
Ｓ

を

ＤＧｓが
環境が整って

つ

いる」と設定している

く

ことから関連が深いも

る

のと思われる。
目指す

施

目標
　１１「住み続け

策

られるまちづくりを」

名

について、国の文化芸

3

術推進基本法には、「

.

文化芸術は、心豊かな

1

活力ある
（ターゲッ

社

文

会の形成にとって極め

化

て重要な意義を持つも

・

の」とされていること

芸

からも、各事業の推進

術

がまちづくりには外せ

活

な
ト）との関

い関連深

動

いものである。
連及び

の

評価
　各事業の実施に

充

より区民が気軽に文化

実

芸術を楽しめる環境の

と

整備が進んでいること

郷

から、SDGsの推進

土

に大きく貢献

している

の

と評価する。

備　　　

歴

考

史継承の支援

■　区民のだれもが文化・芸術に親しむことができるよう、文化・芸術活動の充実及び環境整備を図る。
■　文化資源の調査・活用に努め、郷土の歴史・文化継承を支援する。

施策の方向
( 目 標 )

■　足立区文化・読書・スポーツ推進委員会文化部会を開催し、コロナ禍における文化芸術活動に関する助言を受け
た。

■　文化・読書・スポーツに関するアンケート（小学５年生、中学１年生）では、コロナ禍により過去１年間で文化
芸術の作品に触れた子どもたちの割合が前回調査と比較して約３割減少した。

現　　　状■　文化庁委託事業である地域文化倶楽部を創設し、事業を実施している。
■　文化遺産調査により、約３千点をこえる貴重な資料の寄附を受け、足立区にゆかりのある歴史、美術、生活文化
資料を対象に調査・研究を実施している。貴重な文化遺産を身近に感じてもらうため漫画「ビビビ美アダチ」をＳＮ

Ｓ等で展開している。

■　区民の活発な文化・芸術活動を促進するためには、区内の文化的な魅力を効果的に情報発信することが必要であ
る。デジタルコンテンツを活用した以下の文化、芸術の公開・配信が必要である（芸大連携事業デジタル配信、区展

のデジタル展示、郷土芸能のデジタル撮影、文化財デジタルマップ）。

■　コ

足

ロナ禍により文化芸術

立

活動が停滞し、各団体

区

の高齢化や会員数の減少が進んでいることか

令

ら、文化芸術活動や

伝

和

統文化の継承・活性化

４

の支援が必要である。

年

課　　　題■　文部科

度

学省の調査研究で、小

施

学生の頃の文化的体験

策

などが多ければ多いほ

評

ど自尊感情や外向性の

価

向上など、子ど

もたち

調

の成長に良い影響を与

書

えるとの報告されてい

(

ることから、引き続き

令

体験機会の提供を進め

和

ていくことが必要が

あ

３

る。

■　文化芸術推進

年

計画に基づき、文化芸

度

術分野だけでなく、他

事

計画との連携事業や情

業

報発信を行い、区民の

実

生活の質

の向上に寄与

施

していく。

■　人と人

)

、人と場、人と情報が

1

ゆるやかにつながる文化芸術の協創プラット
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を活用した企画展等の来館者数

定義等郷土博物館における企画展の来館者数
指
単　位 人 平成30年度 平成31年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度

目　標　値標
目　標　値 - - 8,000 8,000 8,000

(5)
実　績　値 - 15,434 6,529 7,123 R6 22,000

達　成　率 0% 0% 0% 70% 82% 30% 89% 32% -

指標名【活動2-2】郷土芸能を保存・伝承する団体の活動を鑑賞した人数

定義等郷土芸能鑑賞会・郷土芸能大会の鑑賞者数
指
単　位 人 平成30年度 平成31年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度

目　標　値標
目　標　値 - - 600 600 600

(6)
実　績　値 - 1,014 0 0 R6 1,200

達　成　率 0% 0% 0% 85% 0% 0% 0% 0% -

単位:千円

3 投入コスト 平成30年度 平成31年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度

事業費 464,896

人件費 203,939

総事業費 668,835

前年比(金額) △ 412 , 426

2 施策指標 ※達成率＝左欄:当該年度目標値に対する達成率　右欄:R6年度目標値に対する達成率
指標名【成果1】文化芸術関連事業への参加や活動を行った区民の割合

定義等3分野に関するアンケート調査（区民向け調査）において文化芸術関連事業への参加や活動を行った区民の割合
指
単　位 ％ 平成30年度 平成31年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度

目　標　値標
目　標　値 - - - 20 -

(1)
実　績　値 - 15.7 - 22.4 R6 30

達　成　率 0% 0% 0% 52% 0% 0% 112% 75% -

指標名【活動1-1】文化・読書・スポーツ活動協創推進事業の回数（分野間連携事業）

定義等読書・スポーツ分野と連携した協創推進事業の年間の総実施回数
指
単　位 回 平成30年度 平成31年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度

目　標　値標
目　標　値 - - 180 648 792

(2)
実　績　値 - - 324 723 R6 3,360

達　成　率 0% 0% 0% 0% 180% 10% 112% 22% -

指標名【活動1-2】文化芸術交流会の開催回数

定義等文化芸術交流会の年間開催数
指
単　位 回 平成30年度 平成31年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度

目　標　値標
目　標　値 - - 2 3 4

(3)
実　績　値 - - 0 0 R6 6

達　成　率 0% 0% 0% 0% 0% 0% 0% 0% -

指標名【成果2】足立区の文化財や伝統芸能に触れたことがある区民の割合

定義等3分野に関するアンケート調査（区民向け調査）において足立区の文化財や伝統芸能に触れたことがある区民の割合
指
単　位 ％ 平成30年度 平成31年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度

目　標　値標
目　標　値 - - - 50 -

(4)
実　績　値 - 40.8 - 37.2 R6 70

達　成　率 0% 0% 0% 58% 0% 0% 74% 53% -

指標名【活動2-1】文化資源
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動

果

的な情報発信など、

の

分野間連携の相乗効果

影

を発揮し、各分野に親

響

しむ人の増加に努めて

を

いく。

【活動1-2】

受

は、中間検証に基づき

け

Ｒ５～７年度の計画内

た

容を見直し、文化芸術

１

推進計画の新たな方向

年

を示すとともに、計画

で

の推

進に向け、従来の

あ

実施方法に固執するこ

っ

となくコロナ禍及び新

た

しい生活様式に即した

。

新規事業等を企画・実

そ

施する。

【成果２】は

の

、文化遺産調査漫画「

よ

ビビビ美アダチ」を一

う

冊に製本して、子ども

な

たちの目に触れやすい

な

学校図書館も含めて頒

か

布で

きるよう検討を進

、

める。現行の郷土芸能

令

をデジタル撮影次世代

和

に向けた保存継承の基

２

本資料とする。また、

年

解説を加えることで、

度

郷土芸能に興味を持っ

か

てもらい、子どもも含

ら

め若い世代の参加を促

実

す。

【活動2-1】は

施

、区制９０周年に向け

し

、文化遺産調査企画展

て

「美と知性の宝庫足立

い

」を実施する。新展開

る

となる足立区の美術、

Ｗ

歴

史、民俗資料などを

ｅ

調査・公開することで

ｂ

、豊かな足立の歴史と

の

美を国内外に周知して

活

、足立区のイメージア

用

ップを図る。

【活動2

な

-2】は、コロナ禍に

ど

より各団体、個人の活

に

動が止まっている状況

よ

のため、活動再開に向

る

け各団体等との調整を

非

図り発表の

機会を提供

対

する。開催にあたって

面

は、より多くの方に参

で

加していただくため、

の

区のＨＰやＳＮＳ等を

活

活用し効果的な周知・

動

ＰＲを

行っていくとと

が

もに、コロナ感染拡大

定

防止対策を徹底して安

着

全を確保したうえで実

し

施する。

、成

4

果をあげる事業もあった。各指

標について、

担

【成果１】は、コロナ

当

禍の対応として、Ｗｅ

部

ｂ等の非対面による活

に

動が増加したことによ

お

り目標を達成すること

け

ができた。

【活動1-

る

1】は、令和３年度か

評

ら実施施設をセンター

価

等１５か所に拡充する

（

とともに、対象分野を

部

「読書×スポーツ」「

長

読書×文

化」「スポー

評

ツ×文化」に拡充し実

価

施たことにより、実施

－

回数を大幅に増やすこ

１

とができ設定した目標

次

値も達成した。

【活動

評

1-2】は、文化芸術

価

推進部会から指摘があ

）

った交流会を含めたプ

そ

ラットフォームの見直

の

しに着手することとし

１

、交流会は開

催せずに

1

、足立区が文化芸術事

)

業の現状を把握し、そ

施

の「強み」や「弱み」

策

を確認するための事業

の

の洗い出しを行ったた

達

め、目標

を達成できな

成

かった。

【成果２】は

状

、展覧会や文化遺産調

況

査漫画「ビビビ美アダ

と

チ」を通してＰＲを進

そ

めるとともに、文化財

の

デジタルマップを整備

原

する

など、Ｗｅｂを活

因

用し文化財に触れる機

の

会を創出したが、郷土

分

芸能鑑賞会や郷土芸能

析

大会及び伊興遺跡公園イベントの中止などの

令

影響を受けたことで、

和

目標を達成できなかっ

３

た。

【活動2-1】は

年

、文化遺産調査企画展

度

「美と知性の宝庫足立

も

」を文化遺産調査漫画

コ

「ビビビ美アダチ」を

ロ

通してＰＲするなど、

ナ

コ

ロナ禍のなか多くの

に

来場があった、イベン

よ

トの中止や出張展示も

り

実施出来なかったため

施

、目標に届かなかった

設

。

【活動2-2】は、

の

郷土芸能鑑賞会（年４

休

回、各回１～３団体出

館

演）及び郷土芸能大会

や

（年1回、郷土芸能保

一

存会と共催し約２０団

部

体

が出演）共に中止と

休

なったため、目標を達

止

成できなかった。

2)

、

達成状況と原因分析を

事

踏まえた今後の方向性

業

【成果１】は、従来の

の

実施方法に固執するこ

中

となく、新しい生活様

止

式に即した新規事業を

や

企画・実施する。具体

利

的には、誰もが知

って

用

いる「劇団四季」の芸

制

術鑑賞体験の機会の提

限

供を、足立区立の全小

な

学５年生約５，０００

ど

人を対象として実施す

、

る。

【活動1-1】は

文

、引き続き各学習セン

化

ター等での全区展開の

芸

安定化を図りつつ、魅

術

力的なプログラム企画

活

やＳＮＳを活用した効

39



られる事務事業の評価結果
事務事業 施策への

事務事業名 事業費 人件費総事業費課長評価 担当課コ ー ド 貢献度

5 庁内評価委員会－２次評価 6 区民評価委員会－最終評価

庁内評価委員会の評価 区民評価委員会の評価 反映結果

達成状況

方 向 性

評価の反映結果

地域文化一般管理事務 生・地域文化課4132 971 30,371 31,342現状維持 Ｂ

文化芸術振興基金積立金 生・地域文化課4153 331 0 331改善・変更 Ｂ

文化芸術を担う人材の育成事業 生・地域文化課4155 10,009 5,024 15,033改善・変更 Ｂ

文化芸術施設の管理運営事務 生・地域文化課4156 319,223 7,002 326,225現状維持 Ａ

郷土博物館管理運営事業 生・地域文化課4159 35,880 37,112 72,992現状維持 Ｂ

展示等運営事業 生・地域文化課4160 22,319 49,104 71,423 拡充 Ａ

文化財保護事業 生・地域文化課4165 12,854 19,835 32,689現状維持 Ａ

伊興遺跡公園管理運営事業 生・地域文化課4167 5,326 16,141 21,467現状維持 Ｂ

文化芸術施設維持補修事業 生・地域文化課4722 37,968 1,750 39,718現状維持 Ａ

区民の文化活動支援事業 生・地域文化課13562 12,370 34,099 46,469現状維持 Ａ

文化芸術施設改修事業 生・地域文化課22087 7,645 3,501 11,146現状維持 Ａ

合計１１事業 464,896 203,939 668,835

3)施施策の手段として位置付け
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施

、深められるように、

策

乳幼児期からの読書習

の

慣の定着に取組みます

概

。
方　　　針 ※（ ）動

要

画等をあらかじめサー

柱

バに備え、区民からの

立

要求に応じて、その情

て

報をインターネットを

6

通じて配信する形

式の

【

こと。

担当課名生・生

ひ

涯学習支援課（取りま

と

とめ）

電話番号03-

】

3880-5468 E

自

-mail sg-sh

ら

ien@city.a

考

dachi.toky

え

o.jp

■  区民の自

行

主的な学習活動におい

動

て、登録団体が地域と

し

のつながりにより、学

、

びの循環を生み出して

そ

いる。

■  生涯学習施

の

設において、指定管理

成

者制度を活用し、民間

果

的な発想や創意工夫に

を

より管理運営を行って

地

いる。

■  指定管理者

域

の公募・選定・評価に

に

おいて、学識委員のほ

活

か、区民委員で構成し

か

ている。

協働・協創■

す

 サークルフェア、ふ

人

れあい祭りにおいて、

施

利用者等の実行委員会

策

形式で運営している。

群

の取組み■  施設の管

名

理運営において、利用

3

者懇談会等で区民の意

生

見交換や要望を取り入

涯

れている。

４　質の高

に

い教育をみんなに

■  

わ

子どもや障がい者等に

た

も配慮し、全ての区民

る

が安心して施設利用が

学

できるよう、計画的な

習

保全計画、施設点検や

・

ＳＤＧｓが
修繕等の維

文

持管理及び巡回警備等

化

を行っている。
目指す

・

目標■  区民のだれも

ス

が人生100年時代を

ポ

心豊かに生きるために

ー

、多種多様な生涯学習

ツ

活動の機会を充実させ

活

、区民の自主
（ターゲ

動

ッ
的な学習活動を支援

を

している。
ト）との関

実

連及び評価

備　　　考

践できる仕組みをつくる

施策名3.2生涯学習活動の充実と地域における学びの循環

■  区民のだれもが人生100年時代を心豊かに生きるために、生涯学習活動の機会を充実していきます。
■  地域における学びと活動の循環を生み出すために、区民の自主的な学習活動を支援します。
■  区民の読書習慣の定着を図るために、子どもとその周囲の大人に読書の楽しさや大切さを伝える活動を推進して

施策の方向いきます。

( 目 標 )

■  生涯学習のきっかけづくりとして、各学習センターにおいて多種多様な事業を実施しています（令和3年度実績1,
820事業）。

■  学習センター登録団体は、約380団体（スポーツ団体除く）あり、自主的な学習活動を継続的に行っています。
■  令和3年度に実施したアンケート調査の結果、「過去1か月間に本を読んだ」と回答した区民の割合は、16歳以上

現　　　状
では52.9％、児童・生徒では71.1％でした。

■  多くの区民がいくつになっても学びの楽しさを感じられるよう、今まで以上に身近な講座やイベント等を充実さ
せ、区民に様々な参加機会を提供していく必要があります。

■  学習センター登録団体がさらに学びを深め、広げていくためには、日頃の活動の成果を区民や地域に還元するな
ど、学習活動のステップアップが必要です。

■  令和3年度に実施したアンケー

足

ト調査の結果、保護者

立

の読書習慣が子どもの

区

読書活動に影響していることがわかり
課　　

令

　題
ました。読書習慣

和

の定着のためには、子

４

どもとその周囲の大人

年

に読書の楽しさや大切

度

さを伝えることが必要

施

です。

■  意欲のある

策

区民がいつでもどこで

評

も学ぶことができるよ

価

う、ＩＣＴを活用した

調

同時配信やオンデマン

書

※ド（ ）等
も含め、生

(

涯学習の機会を充実し

令

ていきます。

■  学習

和

センター登録団体が地

３

域還元の意識を持って

年

、講座やイベント等を

度

自ら企画運営し、また

事

、アウトリーチ型

の活

業

動を実施できるよう、

実

学習センターと連携し

施

て登録団体の学習活動

)

を支援していきます。

1

■  より多くの区民が読書の楽しさに気づき
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答した保護者の割合
指
単　位 ％ 平成30年度 平成31年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度

目　標　値標
目　標　値 45 50 55 60 65

(5)
実　績　値 41.6 47.2 51.1 51.7 R6 75

達　成　率 92% 55% 94% 63% 93% 68% 86% 69% -

指標名

定義等
指
単　位 平成30年度 平成31年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度

目　標　値標
目　標　値

(6)
実　績　値 R6

達　成　率

単位:千円

3 投入コスト 平成30年度 平成31年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度

事業費 2,988,399

人件費 424,264

総事業費 3,412,663

前年比(金額) △ 15 , 094

2 施策指標 ※達成率＝左欄:当該年度目標値に対する達成率　右欄:R6年度目標値に対する達成率
指標名講座や講演会、サークル活動などに参加した区民の割合

定義等区世論調査で「この1年間に講座や講演会、サークル活動等に参加した、または今後参加したい」と答えた区民の割合
指
単　位 ％ 平成30年度 平成31年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度

目　標　値標
目　標　値 - - - 12 13

(1)
実　績　値 - - - 4.3 R6 15

達　成　率 0% 0% 0% 0% 0% 0% 36% 29% -

指標名各学習センター事業の数

定義等各学習センターが行う講座・イベント等の開催件数
指
単　位 件 平成30年度 平成31年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度

目　標　値標
目　標　値 - - - 2,650 2,650

(2)
実　績　値 - - - 1,820 R6 2,650

達　成　率 0% 0% 0% 0% 0% 0% 69% 69% -

指標名各学習センター登録団体等が区民や地域に学習機会を提供した数

定義等各学習センターの登録団体等が自ら企画運営を行う講座、イベント、アウトリーチ型活動の開催件数
指
単　位 件 平成30年度 平成31年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度

目　標　値標
目　標　値 - - - 183 211

(3)
実　績　値 - - - 61 R6 267

達　成　率 0% 0% 0% 0% 0% 0% 33% 23% -

指標名区政に関する世論調査で、「最近1か月に本を読んだ」と回答した区民の割合

定義等同上
指
単　位 冊 平成30年度 平成31年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度

目　標　値標
目　標　値 - - - 59 59

(4)
実　績　値 - - - 45.9 R6 59

達　成　率 0% 0% 0% 0% 0% 0% 78% 78% -

指標名「あだちはじめてえほん」事業のアンケートで、「子どもの読書と保護者の読書の関連を知っている」

定義等（指標名続き）と回
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サ

・連続性をもって実施

ー

し、図書館だけでなく

ク

多様な連携を活かした

ル

読書活動推進事

業を展

活

開していく。

動などに参加した区民の

割合が伸びず目標を大きく下回った。

指標（2）緊急事態宣言及びまん延防止等重点措置期間に伴

4

う各学習センターへの事業の自粛要請により

担

、講座・イベント等の

当

開

催件数の目標値を大

部

きく下回った。

指標（

に

3）緊急事態宣言及び

お

まん延防止等重点措置

け

期間に伴う各登録団体

る

等への自粛要請や夜間

評

利用時間の制限により

価

、登録団体

等の活動が

（

縮小したことにより、

部

学習提供機会が伸びず

長

目標を大きく下回った

評

。

指標（4）依然とし

価

て多忙や子育て、加齢

－

を理由として本を読ま

１

ない人が多く、目標値

次

を下回った。なお、令

評

和3年度に実施したア

価

ンケート調査の結果、

）

読書に充てる時間は「

そ

変わらない」と回答し

の

た区民が半数以上に上

１

っており、新型コロナ

1

ウイルス感染症が

区民

)

の読書活動に及ぼした

施

影響は大きくはなかっ

策

たと考えられる。

指標

の

（5）「あだちはじめ

達

てえほん」事業におけ

成

る「子どもの読書と保

状

護者の読書の関連性」

況

のＰＲの効果により、

と

年々数値が上

がってい

そ

る一方、他の事業にお

の

ける周知が十分に進ん

原

でいなかったことから

因

、目標値を下回った。

の

2)達成状況と原因分

分

析を踏まえた今後の方

析

向性

　生涯学習センタ

指

ー及び地域学習センタ

標

ーについては、新型コ

（

ロナウイルス感染症拡

1

大防止に伴う自粛要請

）

等を行ったことから、

新

センター事業数の減少

型

や登録団体等の活動が

コ

大きく制限された。

ロ

引き続き、新型コロナ

ナ

ウイルス対策本部の方

ウ

針等に基づき感染対策

イ

を徹底のうえ、文化・

ル

読書・スポーツ連携事

ス

業を中心とした

生涯学

感

習活動の機会を充実さ

染

せ、各学習センターと

症

連携しながら施策目標

拡

を達成していく。

　ま

大

た、区民に元気や活力

防

を感じてもらえるよう

止

な区制90周年関連事

に

業をきっかけに、利用

よ

者数の回復につなげる

り

と同時に、これ

までの

、

対面式の講座に加え、

区

オンライン講座も充実

民

させ、区民の自主的な

の

学習活動を支援してい

自

く。

　読書習慣の定着

粛

については、「足立区

等

読書活動推進計画」の

に

中間検証を契機に、本

よ

を読まない理由につい

り

ての分析をさらに深め

、

、区民が気軽に読書を

講

楽しめる環境や機会の

座

提供につなげていく。

や

また、区制90周年事

講

業として「ＤＸ」「こ

演

ども」「地域愛」「

つ

会

ながり」をキーワード

、

とした事業をテーマ性
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られる事務事業の評価結果
事務事業 施策への

事務事業名 事業費 人件費総事業費課長評価 担当課コ ー ド 貢献度

5 庁内評価委員会－２次評価 6 区民評価委員会－最終評価

庁内評価委員会の評価 区民評価委員会の評価 反映結果

達成状況

方 向 性

評価の反映結果

生涯学習振興公社運営事業 学校支援課4130 290,044 35,883 325,927現状維持 Ａ

地域学習センター改修事業 生・生涯学習支援課4138 15,820 875 16,695休止・終了 Ａ

指定管理者管理運営事務 生・生涯学習支援課4139 2,058,593 85,770 2,144,363改善・変更 Ａ

図書館管理事務 中央図書館4168 264,774 46,739 311,513改善・変更 Ａ

図書館図書資料貸出・整備事業 中央図書館4174 183,934 64,261 248,195現状維持 Ａ

図書館ネットワークシステム管理事務 中央図書館4176 5,754 11,378 17,132現状維持 Ａ

読書活動推進事業 中央図書館4177 11,406 47,968 59,374改善・変更 Ａ

生涯学習関係施設維持補修事業 生・生涯学習支援課13500 73,301 26,256 99,557現状維持 Ａ

図書館施設運営事務 中央図書館22322 14,279 10,502 24,781現状維持 Ａ

図書館サービス運営事務 中央図書館22323 2,994 65,136 68,130改善・変更 Ａ

図書館の大規模改修・開設事業 中央図書館22340 60,846 11,992 72,838休止・終了 Ａ

生涯学習支援事業管理事務 生・生涯学習支援課22576 6,654 17,504 24,158現状維持 Ａ

合計１２事業 2,988,399 424,264 3,412,663

3)施施策の手段として位置付け
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施

のある、福祉部、衛生

策

部、みどりと公園推進

の

室、教育委員会（教育

概

指導部・学校）、生涯

要

学習

振興公社、体育協

柱

会等と、事業内容の検

立

討をはじめとした協働

て

体制を更に強化してい

6

く。また、民間企業主

【

導による

事業展開につ

ひ

いて、協創の視点から

と

今後、拡大を推進して

】

いく。

協働・協創
の取

自

組み

【目標】3すべて

ら

の人に健康と福祉を【

考

ターゲット】3.42

え

030年までに、非感

行

染性疾患による若年死

動

亡率を、予防や治

療を

し

通じて3分の1減少さ

、

せ、精神保健及び福祉

そ

を促進する。【関連す

の

る理由】日常的に楽し

成

める運動・スポーツを

果

通
ＳＤＧｓが

じ、誰も

を

が健康な身体を維持で

地

きるよう取り組み、共

域

生社会の構築を目指し

に

ていく。
目指す目標

【

活

目標】17パートナー

か

シップで目標を達成し

す

よう【ターゲット】1

人

7.17様々なパート

施

ナーシップの経験や資

策

源戦略を
（ターゲッ

基

群

にした、効果的な公的

名

、官民、市民社会のパ

3

ートナーシップを奨励

生

・推進する。【関連す

涯

る理由】運動・スポー

に

ツ
ト）との関

に関する

わ

事業の実施について、

た

様々な関係団体や、民

る

間事業者、プレーヤー

学

、サポーターとつなが

習

ることで、幅広い
連及

・

び評価
運動・スポーツ

文

の機会を創出していく

化

。

備　　　考

・スポーツ活動を実践できる仕組みをつくる

施策名3.3生涯スポーツ活動の充実と地域還元

■  運動・スポーツを身近に感じられる環境を整えることで、年齢や性別、障がいの有無にかかわらず、誰もが日常
的に楽しめる運動・スポーツを推進します。

■  運動・スポーツを支える人材の育成に取組み、運動・スポーツを通じた共生社会の構築を目指します。
施策の方向
( 目 標 )

■  区では、子どもの体力向上や、高齢者の健康づくり、「するスポーツ」「みるスポーツ」の充実など、運動・ス
ポーツの機会創出に取組んできました。

■  令和元年度に行った調査では、日常的に（週1回以上）運動・スポーツを行っている区民の割合は全体の41.8％と
なっていますが、これは全国の同種の調査結果（53.6％）に比べ、低い数値となっています。

現　　　状■  令和元年度に行った調査では、障がいのある区民の31.7％が現在、運動・スポーツに取組んでいると回答してい
ます。

■  障がいの有無にかかわらず一人でも多くの方が取組めるよう、運動・スポーツへの関心や意欲を高め、寄り添っ
た支援を行っていく必要があります。

■  新型コロナウイルス感染症による社会情勢の変化もあり、「みるスポーツ」などの集客イベントの実施は難しい
状況にあり、新たなアプローチにより運動・スポーツを推進していく必要があります。

■  運動・ス

足

ポーツの指導者やボラ

立

ンティアといった人材

区

が不足しており、こうした人材の育成、活躍

令

の場づくりを
課　　　

和

題
進めていく必要があ

４

ります。

■  運動・ス

年

ポーツを気軽に楽しめ

度

る機会の提供や場の整

施

備を通して、運動・ス

策

ポーツを区民により身

評

近に感じても

らう取組

価

みを推進します。

■  

調

より多くの障がい者が

書

体験を通して運動・ス

(

ポーツに取組めるよう

令

、支援の輪を広げてい

和

くとともに、それを支

３

える人材育成に取組ん

年

でいきます。

方　　　

度

針

担当課名生・スポー

事

ツ振興課（取りまとめ

業

）

電話番号03-38

実

80-5826 E-m

施

ail sports@

)

city.adach

1

i.tokyo.jp

　当課各事業に関わり
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% 0% 0% 0% 0% 0% 0% -

指標名「あだちスポーツコンシェルジュ」を通じて継続的な運動・スポーツの実施につながった障がい者の人数（累計）

定義等「あだちスポーツコンシェルジュ」での相談の結果、運動・スポーツの実施へとつながった障がい者の人数
指
単　位 人 平成30年度 平成31年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度

目　標　値標
目　標　値 - - - 40 69

(5)
実　績　値 - - - 20 R6 136

達　成　率 0% 0% 0% 0% 0% 0% 50% 15% -

指標名区主催の「初級障がい者スポーツ指導員養成講習会」の修了者数（累計）

定義等区主催の「初級障がい者スポーツ指導員養成講習会」を修了した受講者の累計の人数
指
単　位 人 平成30年度 平成31年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度

目　標　値標
目　標　値 - - - 149 169

(6)
実　績　値 - - - 151 R6 209

達　成　率 0% 0% 0% 0% 0% 0% 101% 72% -

単位:千円

3 投入コスト 平成30年度 平成31年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度

事業費 749,101

人件費 102,929

総事業費 852,030

前年比(金額) △ 109 , 932

2 施策指標 ※達成率＝左欄:当該年度目標値に対する達成率　右欄:R6年度目標値に対する達成率
指標名定期的にスポーツをする人の割合

定義等世論調査で「日常的に運動・スポーツを行っている人」の割合
指
単　位 % 平成30年度 平成31年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度

目　標　値標
目　標　値 57 59 62 62 -

(1)
実　績　値 54 56 59 56.3 R6 62

達　成　率 95% 87% 95% 90% 95% 95% 91% 91% -

指標名週１回以上運動・スポーツをする区民の割合

定義等世論調査で「週１回以上運動・スポーツをする」区民の割合
指
単　位 % 平成30年度 平成31年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度

目　標　値標
目　標　値 - - - 43 45

(2)
実　績　値 - - - 44.3 R6 49

達　成　率 0% 0% 0% 0% 0% 0% 103% 90% -

指標名体育協会、スポーツ施設、総合型地域クラブの事業参加者数

定義等各種教室、大会、イベントの参加者や選手派遣者数、総合型地域クラブの事業参加者数、その他地域事業参加者数
指
単　位 人 平成30年度 平成31年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度

目　標　値標
目　標　値 419,000 420,000 421,000 421,000 421,000

(3)
実　績　値 415,372 366,723 121,484 144,483 R6 421,000

達　成　率 99% 99% 87% 87% 29% 29% 34% 34% -

指標名自宅や職場などの身近な場所で運動・スポーツを行う区民の割合

定義等世論調査で「自宅や職場及びその周辺」で運動・スポーツに取り組む区民の割合
指
単　位 ％ 平成30年度 平成31年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度

目　標　値標
目　標　値 - - - - 45

(4)
実　績　値 - - - - R6 49

達　成　率 0% 0
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な

た区民がさらに自分の

把

トレーニングの成果を

握

試したい、新しい運動

を

・スポーツに取り組ん

す

でみたいと思える

よう

る

な事業を実施していく

た

。

【指標４】

　身近な

め

場所で運動・スポーツ

に

に取り組んでもらう割

指

合が上がることで、家

標

族や地域の方への波及

を

効果が期待される。無

見

理なく生

活の中で運動

直

・スポーツを取り組む

し

ためには、スポーツを

、

入口としない「ちょい

令

スポ」の考え方を取り

和

入れた事業に力を入れ

４

、運

動・スポーツを実

年

施する区民の裾野を広

度

げていく。

【指標５】

よ

　障がい福祉サービス

り

事業所や特別支援学校

指

など、障がい者が日常

標

生活する場への訪問や

２

出張相談の実施により

に

、伸び悩みが生じ

てい

変

るあだちスポーツコン

更

シェルジュへの相談件

す

数を拡充させていくと

る

ともに、スペシャルク

。

ライフコートをはじめとした相談者

の活動に

新

つながる運動・スポー

型

ツの場・機会を拡充し

コ

ていくことで、スポー

ロ

ツに親しむ障がい者の

ナ

裾野拡大を図っていく

ウ

。

【指標６】

　障がい

イ

者スポーツ指導員の育

ル

成については、現行の

ス

取り組みを継続してい

蔓

くとともに、修了者が

延

今後さらに意欲的に障

前

がい者の

スポーツ推進

の

を支援していけるよう

平

、活動実践の場の情報

成

提供や研修会の実施な

３

ど、資格取得後のフォ

０

ローアップ体制も検討

年

を進

めていく。

度と比較すると、令

4

和３年度の実績は上がっており、コロナ禍で

担

外出の機会が減ったこ

当

とや新しい生活様式に

部

合わせた暮らし方の変

に

化により、身近な場所

お

で一人でもできる運動

け

・スポーツに取り組む

る

区民が増加したと

推測

評

される。

　令和２年度

価

から令和から３年度の

（

実績の減は、蔓延前の

部

生活に徐々に戻ってき

長

ていることにより、運

評

動・スポーツにかける

価

時間

が少なくなってき

－

ていることによるもの

１

と推察される。

【指標

次

２】

　指標1からの変

評

更である。週に１回以

価

上運動・スポーツをす

）

る人の割合として、頻

そ

度を明確にした。

【指

の

標３】

　新型コロナウ

１

イルス感染症の蔓延に

1

より、多くの大会、事

)

業が中止となった。感

施

染対策をとりながら実

策

施できた数値となるが

の

、

参加者数は目標値に

達

はまだまだ届いていな

成

い。

【指標４】

　令和

状

４年度の世論調査から

況

調査項目となるため、

と

今年度の実績数値は算

そ

出されていない。

【指

の

標５】

　新型コロナウ

原

イルス感染症の影響に

因

よる相談件数の伸び悩

の

みや相談者の外出控え

分

、活動先として紹介で

析

きるスポーツ活動場所

【

（

講座・教室・団体）

指

の不足により、目標値

標

を下回る結果となった

１

。

【指標６】

　令和３

】

年度２２名の方が受講し、目標値を上回る結

「

果となった。

2)達成

日

状況と原因分析を踏ま

常

えた今後の方向性

【指

的

標１・２】

　コロナ禍

に

で大会・集客イベント

運

などの運動・スポーツ

動

の楽しみ方ができなく

・

なった一方で、より身

ス

近な場所で一人だけで

ポ

もでき

る運動・スポー

ー

ツをする区民が増加し

ツ

た。コロナ収束後、運

を

動・スポーツに取り組

お

み始めた区民が継続し

こ

ていけるよう、より身

な

近

で区民が取り組みや

っ

すい事業を実施してい

て

く。

　令和４年度以降

い

は、パークで筋トレと

る

いったスポーツ施設の

」

ような「場」だけに頼

に

らない事業実施や、ウ

つ

ォーキングチャレンジ

い

といった参加者のペー

て

スで好きな時に参加が

、

できるイベントなど、

よ

令和３年度に好評だっ

り

た事業を軸に工夫をお

頻

こなっていく。

【指標

度

３】

　コロナ禍で、集

に

客イベントや大会とい

つ

った運動・スポーツ事

い

業に参加する機会が減

て

少したが、ウィズコロ

詳

ナを見据え、運動・ス

細

ポーツに取り組み始め
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られる事務事業の評価結果
事務事業 施策への

事務事業名 事業費 人件費総事業費課長評価 担当課コ ー ド 貢献度

5 庁内評価委員会－２次評価 6 区民評価委員会－最終評価

庁内評価委員会の評価 区民評価委員会の評価 反映結果

達成状況

方 向 性

評価の反映結果

小学校施設利用管理委託事業 生・スポーツ振興課4144 20,342 3,274 23,616現状維持 Ａ

中学校施設利用管理委託事業 生・スポーツ振興課4145 5,248 3,274 8,522現状維持 Ａ

学校施設の地域開放事業 生・スポーツ振興課4146 6,107 3,598 9,705現状維持 Ａ

スポーツ推進委員会活動支援事業 生・スポーツ振興課4147 9,203 11,378 20,581現状維持 Ａ

スポーツ振興事務 生・スポーツ振興課4148 23,755 16,726 40,481現状維持 Ａ

地域団体活動支援事業 生・スポーツ振興課4149 9,748 11,378 21,126現状維持 Ａ

体育協会活動支援事業 生・スポーツ振興課4151 21,149 6,126 27,275現状維持 Ａ

スポーツ施設指定管理者管理運営事務 生・スポーツ振興課20896 636,110 32,427 668,537現状維持 Ａ

生涯スポーツ施設改修事業 生・スポーツ振興課21820 17,439 14,748 32,187現状維持 Ａ

合計９事業 749,101 102,929 852,030

3)施施策の手段として位置付け
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施

に関わる情報の把握に

策

努める

とともに、各主

の

体の専門性を活かした

概

啓発につなげる。

協働

要

・協創
の取組み

【目標

柱

】10 人や国の不平

立

等をなくそう【ターゲ

て

ット】10.2 20

6

30年までに、年齢、

【

性別、障害、人種、民

ひ

族、出自、

宗教、ある

と

いは経済的地位その他

】

の状況に関わりなく、

自

すべての人々の能力強

ら

化及び社会的、経済的

考

及び政治的な包
ＳＤＧ

え

ｓが
含を促進する。1

行

0.3 差別的な法律

動

、政策及び慣行の撤廃

し

、ならびに適切な関連

、

法規、政策、行動の促

そ

進などを通じ
目指す目

の

標
て、機会均等を確保

成

し、成果の不平等を是

果

正する。【関連する理

を

由】人権尊重意識を普

地

及啓発することは、す

域

べての
（ターゲッ

人々

に

の能力強化及び社会的

活

、経済的及び政治的な

か

包含を促進するととも

す

に差別の解消や機会均

人

等の確保につながる。

施

ト）との関
【評価】新

策

型コロナウイルス感染

群

症拡大防止のため、講

名

座や講演会は実施でき

4

なかったが、広報紙を

多

活用し、性の多
連及び

様

評価
様性や条例に基づ

な

く拉致問題等、啓発が

個

強く求められるテーマ

性

を取り上げ、人権尊重

や

意識の普及啓発につな

ラ

げた。引

き続き、社会

イ

で関心の高い人権課題

フ

を的確に捉え、啓発し

ス

ていく。

備　　　考

タイルを認めあう風土を醸成する

施策名4.1人権尊重意識の啓発

■　人権に関わる団体等と連携しながら人権尊重意識を普及啓発し、すべての人の人権が尊重され、偏見や差別のな
　い社会を実現する。

施策の方向
( 目 標 )

■　人権擁護委員や区内活動団体と講座を年３回共催し、それぞれの専門分野の視点を取り入れながら実施してい　
　る。

■ ※　 区の人権推進指針「人権の推進をめざして」で重点課題としている16の人権問題（ ）のうち、平成30年度足

　立区政モニターアンケートで「守られていないと感じる人権問題」として「障がい者」（68.1％）、「子ども」　
現　　　状

　（63.9％）、「女性」（62.5％）、「インターネットによる人権侵害」（61.1％）の順に高い数値を示した課題の

　他、社会で啓発が強く求められる課題や国が定める各課題の啓発強化週間にあわせ、広報紙やホームページに啓発

　記事を掲載している。

■　共催団体の専門性を活かしながら、興味関心を引く内容を企画するため、関心度の高いテーマ選定や訴求力の高
　いチラシ作成など、連携した取組みが必要である。

■　人権問題に関わる情勢を的確に捉え、必要性が高い啓発テーマの選定が求められる。
■　講座や講演会の参加者に限らず、人権問題に日頃興味関心の低い区民も含め広く啓発するために、広報紙を活用
　したさらなる啓発が必

足

要である。
課　　　題

立

■　効果的な普及啓発

区

イベント実施に向け、人権に関わる当事者団

令

体等が発信する情報の

和

収集に努め、積極的に

４

意見

　交換を行ってい

年

く。

■　インターネッ

度

ト上の人権侵害やＬＧ

施

ＢＴをはじめとした多

策

様な性のあり方に関わ

評

る差別や偏見など人権

価

課題を的

　確に捉え、

調

庁内各課と連携しなが

書

ら積極的に広報紙を活

(

用し、広く区民の人権

令

尊重への理解を促進し

和

ていく。

方　　　針

担

３

当課名総務課（取りま

年

とめ）

電話番号03-

度

3880-5497 E

事

-mail soumu

業

@city.adac

実

hi.tokyo.j

施

p

　人権擁護委員及び

)

人権団体との意見交換

1

やイベント共催など交流の機会を設け、人権
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度 令和2年度 令和3年度 令和4年度

事業費 3,193

人件費 20,129

総事業費 23,322

前年比(金額) 534

2 施策指標 ※達成率＝左欄:当該年度目標値に対する達成率　右欄:R6年度目標値に対する達成率
指標名【成果1】過去のアンケートで課題となっている4つの人権問題について偏見や差別がないと感じる区民の割合

定義等世論調査で障がい者、子ども、女性、インターネット上での人権侵害について偏見や差別がないと回答した人の割合
指
単　位 ％ 平成30年度 平成31年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度

目　標　値標
目　標　値 - - - 36 36

(1)
実　績　値 - - - 30.4 R6 40

達　成　率 0% 0% 0% 0% 0% 0% 84% 76% -

指標名【活動1-1】人権に関わる団体等と共催した講座回数

定義等区が人権に関わる団体と共催した講座の回数
指
単　位 回 平成30年度 平成31年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度

目　標　値標
目　標　値 - - - 3 3

(2)
実　績　値 - - - 0 R6 4

達　成　率 0% 0% 0% 0% 0% 0% 0% 0% -

指標名【活動1-2】偏見や差別解消に向けた取組みを行っている庁内各課と連携した広報紙による啓発回数

定義等区が広報紙に人権啓発記事を掲載した回数
指
単　位 回 平成30年度 平成31年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度

目　標　値標
目　標　値 - - - 7 7

(3)
実　績　値 - - - 6 R6 10

達　成　率 0% 0% 0% 0% 0% 0% 86% 60% -

指標名

定義等
指
単　位 平成30年度 平成31年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度

目　標　値標
目　標　値

(4)
実　績　値 R6

達　成　率

指標名

定義等
指
単　位 平成30年度 平成31年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度

目　標　値標
目　標　値

(5)
実　績　値 R6

達　成　率

指標名

定義等
指
単　位 平成30年度 平成31年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度

目　標　値標
目　標　値

(6)
実　績　値 R6

達　成　率

単位:千円

3 投入コスト 平成30年度 平成31年
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問題」と回答した割合が高かった上位4

つの課題である「障がい者」「子ども」「女性」「インターネットによる人権侵害」を選定し

4

ている。本アンケートでこれらの課

題につい

担

て、守られていると感

当

じる区民の割合は36

部

.1％であり、これを

に

参考に目標値を設定し

お

たところ、約6％低い

け

数値が示され

た。調査

る

対象規模等が違うため

評

、単純な比較はできな

価

いものの、新型コロナ

（

ウイルス感染症の影響

部

により啓発活動に制限

長

があった

他、近年の子

評

どもへの虐待やインタ

価

ーネット上での誹謗中

－

傷等が全国的に報道等

１

で問題として取り上げ

次

られていることも要因

評

とし

て考えられる。

価

活動指標1-1は、新

）

型コロナウイルス感染

そ

症拡大防止のため、共

の

催機関・団体と協議の

１

上、中止した。そのた

1

め、目標値は達成

でき

)

なかったが、12月の

施

人権週間に合わせた人

策

権パネル展示の実施の

の

他、議員提案により令

達

和3年7月に施行した

成

「足立区拉致問題

等啓

状

発推進条例」に基づき

況

、ポスター作成及び配

と

布や駅頭での啓発キャ

そ

ンペーン等、拉致問題

の

の啓発にも注力し、人

原

権問題への理

解促進に

因

つなげた。

　活動指標

の

1-2は、性の多様性

分

や拉致問題の他、人権

析

週間周知など人権に関わる啓発記事を掲載し

成

たが、目標値は達成で

果

きなかっ

た。

2)達成

指

状況と原因分析を踏ま

標

えた今後の方向性

　令

1

和2年度の全国の児童

は

相談所で受けた児童虐

、

待の相談件数は過去最

平

高となっている。さら

成

に、女性の配偶者等か

3

らの暴力等、

人権を侵

0

害する行為が後を絶た

年

ない。こうした状況を

度

解消し、差別や偏見の

足

ない人権が尊重される

立

社会を実現するために

区

は、人権

問題を知り、

政

人権尊重意識が広く行

モ

き渡ることが重要であ

ニ

ることから、講座や講

タ

演会等の学習機会の提

ー

供や、広報紙を活用し

ア

た啓

発等に力を入れて

ン

いく。

　また、引き続

ケ

き人権に関わる団体の

ー

情報収集と共催実績の

ト

ある団体との良好な関

で

係構築に努め、開催回

「

数の増加及び企画内容

守

の

充実を図っていく。

られていないと感じる人権
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られる事務事業の評価結果
事務事業 施策への

事務事業名 事業費 人件費総事業費課長評価 担当課コ ー ド 貢献度

5 庁内評価委員会－２次評価 6 区民評価委員会－最終評価

庁内評価委員会の評価 区民評価委員会の評価 反映結果

達成状況

方 向 性

評価の反映結果

人権啓発普及事務 総務課3465 2,818 17,504 20,322現状維持 Ａ

人権啓発普及事務 教育指導課4110 69 1,750 1,819現状維持 Ａ

人権教育啓発事業 中央図書館4173 306 875 1,181現状維持 Ｂ

合計３事業 3,193 20,129 23,322

3)施施策の手段として位置付け
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施

向けて、改善が可能な

策

審議会の担当所管に対

の

するヒアリングや審議

概

  会への女性委員の

要

選出の働きかけ、要請

柱

などに引き続き取り組

立

んでいき、育児中の女

て

性も安心して審議会に

6

参加で

　きるよう託児

【

環境の整備と周知を図

ひ

ることで、女性が活躍

と

できる社会を目指して

】

いく。

担当課名多様性

自

社会推進課（取りまと

ら

め）

電話番号03-3

考

880-5222 E-

え

mail danjo@

行

city.adach

動

i.tokyo.jp

し

　各施策においてそれ

、

ぞれが抱えている現状

そ

や課題を分析し、既存

の

の庁内連携はもとより

成

、先駆的な事業に取り

果

組ん

でいる自治体、関

を

係機関への調査を経て

地

、有益な情報を積極的

域

に発信していく。

協働

に

・協創
の取組み

【目標

活

】5ジェンダー平等を

か

実現しよう【ターゲッ

す

ト】5.1　あらゆる

人

場所におけるすべての

施

女性及び女児に対する

策

あ

らゆる形態の差別を

群

撤廃する。5.2　人

名

身売買や性的、その他

4

の種類の搾取など、す

多

べての女性及び女児に

様

対する、
ＳＤＧｓが

公

な

共・私的空間における

個

あらゆる形態の暴力を

性

排除する。5.5　政

や

治、経済、公共分野で

ラ

のあらゆるレベル意思

イ

決定
目指す目標

におい

フ

て、完全かつ効果的な

ス

女性の参画及び平等な

タ

リーダーシップの機会

イ

を確保する。5.6　

ル

国際人口・開発会議（

を

（ターゲッ
ＩＣＰＤ）

認

の行動計画及び北京行

め

動綱領、ならびにこれ

あ

らの検証会議の成果文

う

書に従い、性と生殖に

風

関する健康及び
ト）と

土

の関
権利への普遍的ア

を

クセスを確保する。【

醸

関連する理由】行政評

成

価を実施し、事業や施

す

策の効果について評価

る

・分析を
連及び評価

行

施

うことで、ジェンダー

策

平等につながる業務改

名

善を行っていく。【評

4

価】具体的な施策目標

.

を設定することで、事

2

業

や施策の実施効果を

男

概ね図っていくことが

女

できた。

備　　　考

共同参画社会の推進

■　性別にかかわらず、個性や能力を発揮し活躍できるよう、環境を整備していくことで、男女共同参画社会の実現
  を目指す。

■　ＤＶ防止のために広く意識啓発を行うことで、区民一人ひとりの知識と理解を深め、ＤＶの未然防止あるいは早
施策の方向  期発見につなげていく。

( 目 標 )

■　令和元年度にワーク・ライフ・バランス（以下「ＷＬＢ」）推進事業の認定制度について見直しを行い、認定企
  業数が前年度の57社から85社に拡大した。

■　ＤＶの仕組みや現状を正しく理解するための講座やリーフレットの配布を通じて、啓発や情報提供を行ってい
  る。

現　　　状■　区の審議会等における女性委員比率調査の結果、女性比率の低い審議会の所管には聞き取りを行い、他所管の取
　組みを伝えるなど、女性比率の向上を促している。

■　ＷＬＢ推進事業は、制度の内容やＷＬＢの意義についての周知が十分に行きわたっていないため、さらなる啓発
  に向けた取組みが必要である。

■　ＤＶには身体的暴力だけではなく、様々な種類の暴力があり、男女を問わずいかなる場合も暴力は絶対に許され
  ないことについて、区民の認識や理解を深めていくことが必要である。

■　審議会等における女性比率は着実に上昇しているが、女性比率の向上に向けて改善

足

が可能な審議会等につ

立

いて
課　　　題

　は、

区

所管へのさらなる働きかけが必要である。

■

令

　各関係団体や他所管

和

事業に参加している事

４

業者に対する制度内容

年

や取組み事例などの個

度

別説明を通して、ＷＬ

施

Ｂ

  の周知を図って

策

いくと同時に、区民の

評

意識が男女共同参画の

価

推進に直結するよう、

調

充実した内容の講座や

書

イベント

  を企画し

(

ていく。

■　ＤＶの被

令

害者にも加害者にもな

和

らないための未然防止

３

や、ＤＶ被害者支援に

年

あたって早期発見と正

度

しい知識を

  もって

事

適切に対応できるよう

業

、区民、職員を対象に

実

様々な機会をとらえて

施

広く啓発活動を行って

)

いく。
方　　　針■

1

今後も審議会における女性比率の目標達成に
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2年度 令和3年度 令和4年度
目　標　値標

目　標　値 14 14 14 14 14
(5)
実　績　値 14 14 12 10 R6 14

達　成　率 100% 100% 100% 100% 86% 86% 71% 71% -

指標名DV防止のためのリーフレット配布部数

定義等区がDV防止のために配布したリーフレット数
指
単　位 部 平成30年度 平成31年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度

目　標　値標
目　標　値 3,000 3,000 3,000 6,000 6,000

(6)
実　績　値 5,690 5,230 4,860 5,410 R6 6,000

達　成　率 190% 95% 174% 87% 162% 81% 90% 90% -

単位:千円

3 投入コスト 平成30年度 平成31年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度

事業費 34,242

人件費 55,752

総事業費 89,994

前年比(金額) 10,438

2 施策指標 ※達成率＝左欄:当該年度目標値に対する達成率　右欄:R6年度目標値に対する達成率
指標名「男女が対等な立場で意思表示や活動をすることができ、また責任も分かちあっている」と感じている区民の割合

定義等「足立区政に関する世論調査」における調査結果
指
単　位 ％ 平成30年度 平成31年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度

目　標　値標
目　標　値 35 35 40 40 40

(1)
実　績　値 31 29 31 34 R6 50

達　成　率 89% 62% 83% 58% 78% 62% 85% 68% -

指標名足立区各種審議会・委員会等への女性の参画率

定義等女性委員の数／区附属機関等の委員総数
指
単　位 % 平成30年度 平成31年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度

目　標　値標
目　標　値 35 35 35 36 37

(2)
実　績　値 30 33 35 35 R6 40

達　成　率 86% 75% 94% 83% 100% 88% 97% 88% -

指標名足立区WLB認定企業の数

定義等区が認定するWLB推進企業の数
指
単　位 件 平成30年度 平成31年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度

目　標　値標
目　標　値 65 100 100 110 120

(3)
実　績　値 57 85 100 112 R6 140

達　成　率 88% 41% 85% 61% 100% 71% 102% 80% -

指標名身体的暴力以外のＤＶ（精神的・経済的・社会的・性的）の認知度

定義等「足立区政に関する世論調査」における調査結果
指
単　位 ％ 平成30年度 平成31年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度

目　標　値標
目　標　値 - - - 50 60

(4)
実　績　値 - - - 49 R6 75

達　成　率 0% 0% 0% 0% 0% 0% 98% 65% -

指標名区民向けDV防止講座開催回数

定義等区が実施したDV防止講座の開催回数
指
単　位 回 平成30年度 平成31年度 令和
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お

い

くよう周知を行って

い

いく。

指標（３）制度

て

の維持・推進のための

は

費用対効果の向上に向

、

け、改善策を検討して

目

いく。

指標（４）一人

標

で悩みを抱えている人

値

に届くよう、　講座や

に

SNS等を活用し、区

は

民に向けた継続的なD

達

V関連の啓発をしてい

し

くほか

、実際に悩みを

て

抱えている少しでも多

い

くの方に女性向けの相

な

談先一覧のＳＮＳ発信

い

や民間施設へのチラシ

が

設置等、あらゆる手法

、

を

研究していく。

指標

前

（５）新型コロナウイ

年

ルス感染防止の一環と

度

して在宅ワークが拡大

か

したことに伴い、夫婦

ら

間の環境も変化し、こ

は

れに起因する

ＤＶの発

3

生もあることについて

％

は認識している。

ＤＶ

伸

防止対策やＤＶ被害者

び

支援については、講座

て

実施にこだわらず、新

い

たな事業展開も見据え

る

、引き続き注力を図っ

。

ていく。

指標（６）デ

こ

ートＤＶのリーフレッ

れ

トについては、区内の

は

中学・高校性への配布

、

を強化し、若年層の時

報

期から「ＤＶは人権を

道

侵害

する行動である」

関

という知識を根付かせ

係

ていく。

をはじめとする、さまざまな媒体でジェンダ

4

ー平等について取り上げる機会が

増えている

担

たことが、一因として

当

考えられる。

指標（２

部

）女性委員比率が増加

に

した審議会等もあった

お

が、推薦依頼団体に女

け

性が少ないなどの理由

る

から女性委員数が減少

評

した審議

会等もあり、

価

全体としては、前年度

（

と変化はなかった。

指

部

標（３）制度の周知や

長

定期的な制度の見直し

評

が一定の効果を挙げて

価

いる。

指標（４）指標

－

の見直しを行い、新規

１

目標を設定した。実績

次

値から、何がＤＶに該

評

当する行為なのか等、

価

ＤＶに関する基礎的な

）

知

識がまだ不足してい

そ

ると考えられる。

【参

の

考】過去の講座参加者

１

のアンケート結果によ

1

る認知度

　　　　平成

)

31年度：69％　

施

　　　令和 2年度：

策

78％

令和3年度から

の

、新たに世論調査に設

達

問を追加し、より広い

成

層の区民の認知度を指

状

標として測っていく。

況

指標（５）ＤＶ防止講

と

座の必要性は依然とし

そ

て高い状況である一方

の

、新型コロナウイルス

原

感染防止対策により集

因

客を伴う講座実施

が困

の

難な時期が続いたこと

分

により、計画値を達成

析

できなかった。

指標（

指

６）リーフレットの配

標

布は主に「デートＤＶ

（

」に関するものであり

１

、中学生・高校生を対

）

象に配布するため、毎

こ

年度一定数

の配布を実

こ

施している。

2)達成

数

状況と原因分析を踏ま

年

えた今後の方向性

指標

、

（１）令和3年度に実

3

施した意識調査におい

0

ても、依然として、家

％

事・育児において男女

前

間の格差が見られてお

後

り、社会情勢

の変化や

を

ニーズを踏まえつつ、

推

性別役割分担意識を解

移

消していくような講座

し

の実施や、取組み事例

て

の紹介などの情報発信

お

を行い、

区民一人ひと

り

りの男女共同参画に関

大

する意識を向上させて

き

いく。

指標（２）女性

な

委員比率向上のために

変

、推薦依頼団体に女性

化

が少なく、改善が困難

が

な審議会等と女性委員

見

の選出について改善が

ら

見

込まれる審議会等を

れ

選別していく。そのう

な

えで、改善が見込まれ

か

る審議会等の所管に対

っ

しては、働きかけを強

た

化していき、女性委

員

。

比率のさらなる向上を

令

図る。

同時に審議内容

和

等をふまえ、多様な意

3

見が反映される審議会

年

づくりを目指すよう、

度

適正な女性委員比率に

に

向けた取組みを行って

55



られる事務事業の評価結果
事務事業 施策への

事務事業名 事業費 人件費総事業費課長評価 担当課コ ー ド 貢献度

5 庁内評価委員会－２次評価 6 区民評価委員会－最終評価

庁内評価委員会の評価 区民評価委員会の評価 反映結果

達成状況

方 向 性

評価の反映結果

男女参画プラザ管理運営事務 多様性社会推進課3599 828 19,124 19,952現状維持 Ｂ

男女共同参画社会の推進と女性活動への支援事業 多様性社会推進課3600 33,414 36,628 70,042改善・変更 Ａ

合計２事業 34,242 55,752 89,994

3)施施策の手段として位置付け
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施

進部　地域調整課（取

策

りまとめ）

電話番号0

の

3-3880-517

概

7 E-mail tab

要

unka@city.

柱

adachi.tok

立

yo.jp

日本語教室

て

のボランティア講師や

6

国際理解教育の授業を

【

実施するボランティア

ひ

スタッフとの協働によ

と

り、多文化共生

推進活

】

動を実施している。

協

自

働・協創
の取組み

【目

ら

標】各国内及び各国間

考

の不平等を是正する

【

え

ターゲット】10.2

行

すべての人の能力を強

動

化し、社会・経済・政

し

治への関わりを促進す

、

る　10.3機会均等

そ

を確保し、
ＳＤＧｓが

の

成果の不平等を是正す

成

る
目指す目標

【関連す

果

る理由】国籍や民族な

を

どの異なる人々が互い

地

の文化的な違いを認め

域

合いながら、共に生活

に

し共に活躍する地
（タ

活

ーゲッ
域社会づくりを

か

進めていくことは、す

す

べての人々の能力強化

人

および社会等への関わ

施

りを促し、機会均等の

策

確保につな
ト）との関

群

がる。
連及び評価

【評

名

価】感染症対策を徹底

4

した国際理解教育の実

多

施や外国にルーツを持

様

つ子どもを対象とした

な

学習支援の実施など、

個

感染症拡大の影響が続

性

く中でも可能な限り事

や

業の継続に努めた。

備

ラ

　　　考

イフスタイルを認めあう風土を醸成する

施策名4.3多文化共生社会の実現

■　年々増加する在住外国人が暮らしていくため必要な相談体制を充実させるとともに、日本人区民・外国人区民が

地域の発展に向けて共に活躍する多文化共生社会を目指した環境を整備する。

施策の方向
( 目 標 )

■　区内在住の外国人人口は年々増加しており、令和２年４月現在で３万４千人を超えた。

■　令和元年５月現在、外国籍の子どもたち1,615名が区立小・中学校で学んでおり、就学前の児童も教育・保育施

設に1,110人が在園している。

■　区立小・中学校での国際理解教育等を通じて、異文化理解や交流を促進している。
現　　　状

■　日本語ボランティアの育成等を通じて日本語ボランティア教室を支え、外国人の日本語習得を支援している。

■　外国人人口の増加に伴い、行政手続きや生活相談など、日々の生活に密着した相談が増えているため、相談体制

の強化が必要である。

■　日本国籍でも外国にルーツを持つ子どもが増えており、文化的背景の異なる子どもたちが互いに認めあう環境の

必要性や日本語学習支援を行う必要がある。

■　新型コロナウイルス感染症の影響で、国際理解教育や日本語ボランティア教室等を従来どおり実施できないため
課　　　題

、新しい生活様式に配慮した対応を考えていく必要がある。

■　やさしい日本語や多言語翻訳機を活

足

用した相談対応や行政

立

文書・通知書等の多言

区

語対応、東京都及び庁内各課か

らの情報提供

令

の体制を充実し、区内

和

在住外国人の生活を支

４

援する。

■　外国にル

年

ーツを持ち文化的背景

度

の異なる子どもたちが

施

互いの違いを認め合え

策

るよう、区立小・中学

評

校からの国際

理解教育

価

講師派遣依頼に対して

調

十分に対応できる体制

書

を構築し、異文化や言

(

葉の違いを伝える国際

令

理解教育を推進す

る。

和

方　　　針
■　新しい

３

生活様式を取り入れた

年

日本語ボランティア活

度

動を支援し、在住外国

事

人の日本語学習等の充

業

実を図る。

■　外国に

実

ルーツを持つ児童・生

施

徒等の就学や進学を支

)

えるために、日本語学

1

習支援を実施する。

担当課名地域のちから推
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達　成　率 101% 96% 92% 87% 96% 91% 85% 81% -

指標名【活動2-2】区民向けの行政文書・通知書の翻訳依頼に対して外国人相談員が対応できた割合

定義等他部署からの外国人区民向け行政文書・通知書の翻訳依頼に対して外国人相談員が対応できた割合
指
単　位 ％ 平成30年度 平成31年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度

目　標　値標
目　標　値 - - - - 100

(5)
実　績　値 - 100 - 100 R6 100

達　成　率 0% 0% 0% 100% 0% 0% 0% 100% -

指標名【活動2-3】日本語ボランティア教室開催回数

定義等区内日本語ボランティアグループが実施する日本語教室の開催回数
指
単　位 回 平成30年度 平成31年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度

目　標　値標
目　標　値 - - - - 430

(6)
実　績　値 667 583 226 233 R6 580

達　成　率 0% 115% 0% 101% 0% 39% 0% 40% -

単位:千円

3 投入コスト 平成30年度 平成31年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度

事業費 22,383

人件費 41,581

総事業費 63,964

前年比(金額) 11,994

2 施策指標 ※達成率＝左欄:当該年度目標値に対する達成率　右欄:R6年度目標値に対する達成率
指標名【成果1】国際理解教育を実施した小・中学校における異文化への関心度

定義等国際理解教育を実施時、児童・生徒へアンケート調査を行い、「もっと知りたい・学びたい」と回答した者の割合
指
単　位 ％ 平成30年度 平成31年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度

目　標　値標
目　標　値 - - - - 55

(1)
実　績　値 - 57 - 48 R6 65

達　成　率 0% 0% 0% 88% 0% 0% 0% 74% -

指標名【活動1】小・中学校への国際理解教育講師派遣クラス数

定義等区立小・中学校の学級総数のうち、国際理解教育講師を派遣したクラス数
指
単　位クラス 平成30年度 平成31年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度

目　標　値標
目　標　値 89 91 92 20 50

(2)
実　績　値 118 118 0 21 R6 110

達　成　率 133% 107% 130% 107% 0% 0% 105% 19% -

指標名【成果2】国籍、文化等が異なる人々がともに暮らしやすいまちだと感じる区民の割合

定義等世論調査により、「暮らしやすい・どちらかといえば暮らしやすい」と回答した区民の割合
指
単　位 ％ 平成30年度 平成31年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度

目　標　値標
目　標　値 - - - - 37

(3)
実　績　値 - - - 43 R6 37

達　成　率 0% 0% 0% 0% 0% 0% 0% 116% -

指標名【活動2-1】外国人生活相談対応件数

定義等外国人相談員が外国人の生活相談に対応した件数
指
単　位 件 平成30年度 平成31年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度

目　標　値標
目　標　値 2,590 2,595 2,599 2,636 2,673

(4)
実　績　値 2,627 2,380 2,499 2,228 R6 2,748
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比

の向上により

、外国人

べ

への正確な情報提供に

る

努める。

【指標6】感

と

染症拡大の影響やボラ

達

ンティア講師の高齢化

成

に伴い教室の運営が思

率

うように進まないが、

が

ボランティア養成講座

低

を通

じて新たな講師を

く

育成するなど、外国人

な

への日本語学習機会の

っ

提供を支援していく。

て

※外国人実態調査

目的

い

：外国人の実態や生活

る

上の困りごとを把握し

。

、その結果を踏まえた

児

事業の構築を検討する

童

ために実施

期間：令和

・

3年10月7日～令和

生

3年11月1日

対象：

徒

20歳～59歳の区内

が

在住外国人の中から、

興

国籍別・在留資格別人

味

口比率等を勘案して5

の

,000名を抽出

方法

持

：調査票（やさしい日

て

本語と5ヶ国語）を対

る

象者へ送付、郵送また

メ

はWebで回答

回収：

ニ

1,456件（回収率

ュ

29.12％）

国籍：

ー

47ヶ国の国籍の方か

を

ら回答

揃えられていない可能性がある。

【指標2】感染症拡大の影

4

響を受ける中、感染対策を徹底し講師を派遣

担

した結果、コロナ禍以

当

前の派遣数には遠く及

部

ばないものの

、目標は

に

達成することができた

お

。

【指標3】新規指標

け

であるため当該年度の

る

目標値を設定していな

評

いが、令和6年度の目

価

標値と比べると達成率

（

が高くなっている。区

部

の想定よりも多文化共

長

生の意識が根付いてい

評

ると考えられる。

【指

価

標4】コロナ禍の影響

－

により予防接種関連の

１

相談件数が大幅に増加

次

したものの、全体的な

評

相談対応件数は減少し

価

、目標達成に

は至らな

）

かった。

【指標5】新

そ

規指標であるため当該

の

年度の目標値を設定し

１

ていないが、他部署か

1

らの翻訳依頼に対して

)

は全て対応ができたた

施

め、

達成率は100％

策

となった。

【指標6】

の

新規指標であるため当

達

該年度の目標値を設定

成

していないが、令和6

状

年度の目標値と比べる

況

と達成率が低くなって

と

いる。感

染症拡大によ

そ

り年間を通じて活動で

の

きない教室が複数あり

原

、解散した教室もあっ

因

たことが影響したと考

の

えられる。

2)達成状

分

況と原因分析を踏まえ

析

た今後の方向性

【指標

【

1】母国の音楽やダン

指

スを紹介する講師派遣

標

メニューに人気が集ま

1

る傾向があるが、児童

】

・生徒へのアンケート

新

結果を参考

にメニュー

規

を充実させ、異文化へ

指

の関心度の向上を図る

標

。

【指標2】感染症対

で

策を徹底した上で講師

あ

派遣を継続しつつ、感

る

染症拡大期にはオンラ

た

イン等による授業に切

め

り替えるなど、派遣

ク

当

ラス数の増加を目指し

該

ていく。

【指標3】令

年

和6年度の目標値と比

度

べ高い達成率となった

の

ものの、多文化共生社

目

会の実現に向けては更

標

なる施策の推進が必要

値

であり

、令和3年度に

を

実施した外国人実態調

設

査（※）の結果分析に

定

基づき必要な施策を検

し

討・実施し、共に生活

て

し共に活躍する地域社

い

会

づくりを進めていく

な

。

【指標4】外国人相

い

談員による丁寧な生活

が

相談を継続しつつ、外

、

国人相談の多い所管に

令

導入した通訳タブレッ

和

トを活用するなど、

多

6

様なコミュニケーショ

年

ン手段により外国人相

度

談の充実を図る。

【指

の

標5】他部署からの翻

目

訳依頼に引き続き対応

標

するほか、区ホームペ

値

ージの自動翻訳対応言

と

語数の増加や翻訳精度
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られる事務事業の評価結果
事務事業 施策への

事務事業名 事業費 人件費総事業費課長評価 担当課コ ー ド 貢献度

5 庁内評価委員会－２次評価 6 区民評価委員会－最終評価

庁内評価委員会の評価 区民評価委員会の評価 反映結果

達成状況

方 向 性

評価の反映結果

多文化共生推進事業 地域調整課3568 22,383 41,581 63,964現状維持 Ａ

合計１事業 22,383 41,581 63,964

3)施施策の手段として位置付け

60



施

に限らず、現状を改善

策

するためのバリアフリ

の

ー化や、ユニバーサル

概

デザインに配慮し
方　

要

　　針
　た公共施設の

柱

整備を行います。

担当

立

課名都市建設課（取り

て

まとめ）

電話番号03

6

-3880-5756

【

E-mail tosi

ひ

@city.adac

と

hi.tokyo.j

】

p

 ユニバーサルデザ

自

インに配慮した社会の

ら

構築のため、ユニバー

考

サルデザインの理念を

え

区民に啓発し、区民と

行

ともに

心のユニバーサ

動

ルデザインを推進して

し

いく。

協働・協創
の取

、

組み

【目標】11  

そ

 住み続けられるまち

の

づくりを

（ゴール）包

成

摂的で安全かつ強靱（

果

レジリエント）で持続

を

可能な都市及び人間居

地

住を実現する。
ＳＤＧ

域

ｓが
【ターゲット】1

に

1.7　2030年ま

活

でに、女性、子ども、

か

高齢者及び障害者を含

す

め、人々に安全で包摂

人

的かつ利用が容易
目指

施

す目標

策

     な緑地や公

群

共スペースへの普遍的

名

アクセスを提供する。

4

（ターゲッ
【関連性】

多

　エレベーターの設置

様

、ピクトグラム表示な

な

ど、ユニバーサルデザ

個

インの推進は、「女性

性

、子ども、高齢
ト）と

や

の関
　　　　　者や障

ラ

がい者を含め、人々に

イ

安全で容易に利用でき

フ

る緑地や公共スペース

ス

の普遍的アクセスを提

タ

供する」
連及び評価

イ

　　　　ことにつなが

ル

っている。

【進捗状況

を

】ユニバーサルデザイ

認

ンの推進のため、バリ

め

アフリー地区別計画策

あ

定など各事業を着実に

う

実施している。

備　　

風

　考

土を醸成する

施策名4.4ユニバーサルデザインの推進

■　ユニバーサルデザインに関する普及啓発活動を通じて、より多くの人が互いの個性や立場を理解しあうことによ
　り、「思いやりのこころ」を根付かせ、「心づかい」ができる区民があふれるまちをめざします。

■　だれもが円滑に移動できる施設整備や公共施設などのユニバーサルデザインの整備を進めることで、高齢者や障
施策の方向　がい者など多様な人々への配慮がされた施設づくりを進めます。

( 目 標 )

■　「足立区ユニバーサルデザイン推進計画」に基づき、ユニバーサルデザインに配慮した環境づくりを進めてお
　り、毎年度、区民、事業者、専門家から、関連する各事業の評価を受けることで、ＰＤＣＡマネジメントサイクル

　による施策の改善に取組んでいます。

■　「自らを含めた地域の人々が、日常生活の中で高齢者・障がい者等の多様な人々に配慮している」と思う区民の
現　　　状

　割合は34.4% にとどまっています。

■　「ユニバーサルデザイン2020 行動計画」が決定され、東京2020 オリンピック・パラリンピックを契機に、ユニ
　バーサルデザインの認知度向上が求められています。

■　区民や区職員、事業者など、区に関わるすべての人にユニバーサルデザインに関する理念を浸透させていく必要
　があります。

■　時間の経過と

足

ともに変化する社会や

立

要求されるサービスに

区

対応していくため、ユニバーサルデザインに

令

配慮した

　まちづくり

和

など様々な施策が広く

４

展開されていなければ

年

なりませんが、取組み

度

状況は十分ではありま

施

せん。

課　　　題

■

策

ユニバーサルデザイン

評

について、より理解を

価

深めるよう小学校高学

調

年向けのユニバーサル

書

デザイン出張講座、一

(

　般区民向けのユニバ

令

ーサルデザイン講演会

和

、ユニバーサルデザイ

３

ン製品展などに加え、

年

新たな普及啓発活動を

度

検討

　し、それらを推

事

進することで、すべて

業

の人が個人として尊重

実

され、安心して、健や

施

かに暮らすことができ

)

る地域社

　会の実現を

1

目指します。

■　新設の道路や建物への対応
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1 4.1 4.2
(4)
実　績　値 - 4.1 3.9 4.3 R6 4.2

達　成　率 0% 0% 0% 98% 95% 93% 105% 102% -

指標名平成29年度以降にバリアフリーに対応した整備を行った歩道の延長

定義等バリアフリーに対応した整備を行った歩道の延長
指
単　位 ｍ 平成30年度 平成31年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度

目　標　値標
目　標　値 - - 1,800 2,350 2,900

(5)
実　績　値 - 916 1,610 2,430 R6 4,000

達　成　率 0% 0% 0% 23% 89% 40% 103% 61% -

指標名バリアフリーまたはUDに配慮した公共施設の整備数（累計）

定義等バリアフリーまたはUDに配慮した公共施設の整備数（累計）
指
単　位施設 平成30年度 平成31年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度

目　標　値標
目　標　値 - - 20 30 40

(6)
実　績　値 - 10 20 30 R6 60

達　成　率 0% 0% 0% 17% 100% 33% 100% 50% -

単位:千円

3 投入コスト 平成30年度 平成31年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度

事業費 14,159

人件費 19,254

総事業費 33,413

前年比(金額) 7,874

2 施策指標 ※達成率＝左欄:当該年度目標値に対する達成率　右欄:R6年度目標値に対する達成率
指標名「自らを含めた地域の人々が、日常生活の中で高齢者・障がい者等の多様な人々に配慮している」と思う区民の割合

定義等世論調査で「日常生活の中で高齢者・障がい者等に配慮していると思う」と回答した区民の割合
指
単　位 ％ 平成30年度 平成31年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度

目　標　値標
目　標　値 38 41 45 46 48

(1)
実　績　値 36.6 34.4 33.3 36.8 R6 50

達　成　率 96% 73% 84% 69% 74% 67% 80% 74% -

指標名小学校高学年向けのユニバーサルデザイン出張講座の実施延べ回数

定義等ユニバーサルデザイン出張講座を実施した延べ校数
指
単　位 校 平成30年度 平成31年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度

目　標　値標
目　標　値 - - 20 30 40

(2)
実　績　値 - 9 23 33 R6 60

達　成　率 0% 0% 0% 15% 115% 38% 110% 55% -

指標名一般区民向け講演会、UD製品展の参加者人数

定義等講演会及びUD製品展実施後のアンケート提出数
指
単　位 人 平成30年度 平成31年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度

目　標　値標
目　標　値 - - 534 538 542

(3)
実　績　値 - 530 143 93 R6 550

達　成　率 0% 0% 0% 96% 27% 26% 17% 17% -

指標名ユニバーサルデザイン推進計画「柱３ 便利に生活できる『まちづくり』」にある施設整備に関する施策の評価点の平均

定義等 ※推進計画「柱３　便利に生活できる『まちづくり』」のうち、施設整備に関する施策の評価点の平均値（ 評価年度）
指
単　位 点 平成30年度 平成31年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度

目　標　値標
目　標　値 - - 4.
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おり、目標値には届いていないが、過

去最高値の 36.8%となった。

指標(2)は、コロナ禍で厳しい状況にあったが、令和3年

4

度単年度で10校(26クラス)の授業を行

担

い、目標値を上回る延

当

べ33校で出張

講座が

部

できた。

指標(3)は

に

、新型コロナウイルス

お

感染症の影響により、

け

UD製品展は中止とな

る

った。また、講演会に

評

ついては、講演者と協

価

議し、無

観客のビデオ

（

撮影を行い、職員向け

部

研修として配信した。

長

このことから、目標を

評

下回る93人となった

価

。

指標(4)は、着実

－

に施設整備実施したこ

１

とが評価され、目標値

次

の 4.1点を上回る

評

 4.3点となった。

価

指標(5)は、事業所

）

管課において、おしべ

そ

通り道路改良工事が完

の

了し、また梅島駅周辺

１

及び新田二丁目の歩道

1

改修工事を実施し、

目

)

標値に達することがで

施

きた。

指標(6)は、

策

令和3年度単年度で公

の

共建築物10施設の整

達

備が行われ、目標値で

成

ある30施設（累計）

状

で着実に進められてい

況

る。

　上記施策指標の

と

ほか、令和3年度は、

そ

バリアフリー地区別計

の

画の3地区目として、

原

花畑周辺地区のバリア

因

フリー地区別計画を策

の

定

し、また4地区目と

分

して、総合スポーツセ

析

ンター周辺地区の策定

指

にも着手した。

　さら

標

に、令和3年度から施

(

行した民間事業者に対

1

する区独自のバリアフ

)

リー整備に対する補助

は

事業を、江北地区周辺

、

地区におい

て実施した

近

。

　今後もユニバーサ

年

ルデザイン及びバリア

の

フリー施策を着実に推

ユ

進していく必要がある

ニ

。

2)達成状況と原因

バ

分析を踏まえた今後の

ー

方向性

　今回、指標(

サ

1)の「日常生活の中

ル

で高齢者·障がい者等

デ

に配慮している」と思

ザ

う区民の割合が過去最

イ

高値とはなったが、目

ン

標値

の 46%とは大

へ

きな開きがある。

　ユ

の

ニバーサルデザインま

関

ちづくりの将来像であ

心

る、「だれもが自分ら

や

しく暮らせるまち」の

ニ

実現のため、バリアフ

ー

リー地区別計

画を順次

ズ

策定していくとともに

の

、今後とも新型コロナ

高

ウイルス感染症の影響

ま

が少なくなるよう、工

り

夫と努力を行い、心づ

が

かいをキ

ーワードにし

評

た心のユニバーサルデ

価

ザイン、心のバリアフ

に

リーに対する理解の醸

厳

成にも力を入れていく

し

。

く表れて
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られる事務事業の評価結果
事務事業 施策への

事務事業名 事業費 人件費総事業費課長評価 担当課コ ー ド 貢献度

5 庁内評価委員会－２次評価 6 区民評価委員会－最終評価

庁内評価委員会の評価 区民評価委員会の評価 反映結果

達成状況

方 向 性

評価の反映結果

ユニバーサルデザイン推進事業 都市建設課21226 14,159 19,254 33,413 拡充 Ａ

合計１事業 14,159 19,254 33,413

3)施施策の手段として位置付け
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施

感染症対策課（取りま

策

とめ）

電話番号03-

の

3880-5372 E

概

-mail kanse

要

nsho@city.

柱

adachi.tok

立

yo.jp

感染症発生

て

時の対応の円滑化を目

7

指し、医師会及び医療

【

機関との情報共有を積

く

極的に行っていく。

協

ら

働・協創
の取組み

【目

し

標】3 すべての人に

】

健康と福祉を【ターゲ

地

ット】3.3 203

域

0年までに、エイズ、

と

結核、マラリア及び顧

と

みられない

熱帯病とい

も

った伝染病を根絶する

に

とともに肝炎、水系感

築

染症及びその他の感染

く

症に対処する。【関連

、

する理由】感染
ＳＤＧｓが

症対策の充実はS

安

DGsが目指す目標（

全

ターゲット）の達成に

な

直接寄与する施策であ

く

るため。【評価】新型

ら

コロナウイル
目指す目

し

標
ス感染症流行下にお

施

いて感染症対策の重要

策

性は一層増している。

群

新型コロナウイルス感

名

染症患者への適切な対

5

応を行
（ターゲッ

うた

区

め、医師会及び医療機

民

関との情報共有に注力

の

した。
ト）との関
連及

命

び評価

備　　　考

や財産を守り、くらしの安全を確保する

施策名5.1感染症対策の充実

■　定期接種の推進や、結核に関する正しい知識の啓発を行い、結核のまん延を防止する。
■　区民が感染症対策を実践できるよう啓発し、感染症の発生を未然に防止することを目指す。
■　医師会や医療機関等との連携を強化し、感染症発生時の体制を整備することで拡大防止に努める。

施策の方向
( 目 標 )

■　令和元年の足立区結核り患率は、全国（11.0%）、東京都（13.0%）と比較し、依然として高水準であり、特に70
　代以上の高齢者の新規患者が多く、全体の６割弱を占めている。

■　結核など感染症のまん延を最小限に抑えるため、予防接種の適切な展開を実施するとともに、高齢者や生活習慣
　病患者など、リスクの高い層に対する正しい知識の普及啓発等を行っている。

現　　　状■　新型コロナウイルス感染症をきっかけとして、手洗いなど、感染症予防策の実践に対する区民の意識は高いもの
の、インフルエンザ等の感染症は毎年流行を繰り返している。

■　医師会、医療機関との連携強化のため、医師会主催の感染症委員会での情報共有や、医療機関との感染症発生時
対応訓練を実施している。

■　結核発症のリスクが高い層への継続的なアプローチが必要である。
■　ＢＣＧ接種率を下げないよう、区民に対する正しい知識の普及啓発等が必要である。
■　流行を繰り返すイ

足

ンフルエンザ等の感染

立

拡大防止のため、一層

区

の飛沫・接触感染防止の実践について啓発を

令

行う

　必要がある。

■

和

　早期に感染拡大を抑

４

え込むためには、行政

年

と医師会及び医療機関

度

とのさらなる連携強化

施

を図ることが必要であ

策

る
課　　　題

。

■　乳

評

幼児健診等の機会を活

価

用し、ＢＣＧ接種によ

調

る小児の重症結核の予

書

防の大切さを周知して

(

いく。

■　広報媒体等

令

を通じた啓発により、

和

区民の帰宅時の手洗い

３

実践率向上を図り、感

年

染症発生低減につなげ

度

ていく。

■　発生情報

事

等を早期に共有し、感

業

染症発生時の対応が円

実

滑に進むよう、医師会

施

主催の会議等で、医療

)

機関への情報

　提供を

1

行っていく。

方　　　針

担当課名足立保健所
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- - 89.5 100
(4)
実　績　値 - - - 96.4 R6 100

達　成　率 0% 0% 0% 0% 0% 0% 108% 96% -

指標名【成果3】区内の医療機関からの感染症発生届の期日内での提出率

定義等 ※期限内に提出された発生届数／発生届出総数×100（％）　新型コロナウイルス感染症を除く
指
単　位 % 平成30年度 平成31年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度

目　標　値標
目　標　値 - - - 90 100

(5)
実　績　値 - - - 80.8 R6 100

達　成　率 0% 0% 0% 0% 0% 0% 90% 81% -

指標名【活動3】医師会との感染症対策会議実施回数

定義等会議開催数（実績）
指
単　位 回 平成30年度 平成31年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度

目　標　値標
目　標　値 - - - 50 50

(6)
実　績　値 - - - 48 R6 2

達　成　率 0% 0% 0% 0% 0% 0% 96% 著増 -

単位:千円

3 投入コスト 平成30年度 平成31年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度

事業費 10,778,238

人件費 381,835

総事業費 11,160,073

前年比(金額) 7,666,219

2 施策指標 ※達成率＝左欄:当該年度目標値に対する達成率　右欄:R6年度目標値に対する達成率
指標名 ※【成果1】結核り患率（人口10万対）　低減目標

定義等 ※結核患者新規登録者数／当該年10月1日人口（外国人登録含む）×100,000　〈10万人あたりの割合〉　年度でなく暦年
指
単　位 ー 平成30年度 平成31年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度

目　標　値標
目　標　値 17.7 16.6 16.6 16.1 15.6

(1)
実　績　値 13.9 15.6 9.5 12.5 R6 14.9

達　成　率 127% 107% 106% 96% 175% 157% 129% 119% -

指標名【活動1】乳幼児のＢＣＧ定期予防接種率

定義等当該年度の乳幼児のＢＣＧ定期予防接種実施者数／当該年度の乳幼児のＢＣＧ定期予防接種対象者数×100
指
単　位 % 平成30年度 平成31年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度

目　標　値標
目　標　値 97 98 99 99 99

(2)
実　績　値 99.8 97.7 103.3 92.7 R6 100

達　成　率 103% 100% 100% 98% 104% 103% 94% 93% -

指標名 ※【成果2】最流行期（2月）のインフルエンザ定点報告数　低減目標

定義等インフルエンザ定点医療機関からのインフルエンザ報告数／インフルエンザ定点医療機関
指
単　位 ー 平成30年度 平成31年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度

目　標　値標
目　標　値 - - - 30 30

(3)
実　績　値 - - - 0 R6 30

達　成　率 0% 0% 0% 0% 0% 0% 0% 0% -

指標名【活動2】帰宅時に手洗いを実施している区民の割合

定義等世論調査で「帰宅時に手洗いを実施している」と答えた区民の割合
指
単　位 % 平成30年度 平成31年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度

目　標　値標
目　標　値 -
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み

ついて、患者への受療

ら

支援、服薬指導及び接

れ

触者への健診フォロー

る

に引き続き注力してい

り

く。

指標(2)　ＢＣ

患

Ｇに関しては、乳児健

率

診時の周知および区内

の

の全ての就学前教育施

低

設（保育施設）の０～

下

１歳児への勧奨チラシ

が

を

       配布

あ

し、接種率の向上を図

っ

る。

指標(3)　

た

今後も継続して医療機

が

関からの報告を注視し

、

、流行時に対応できる

令

体制の確保を維持する。

指標(4)　引き続き感染症対策について啓発活動を行い、区民の感染症対策への意識向上と感染症発生の抑制をめざす。

指標(5)　区内医療機関へ書

和

類を一斉発送する際に

３

発生届の期日内提出に

年

ついての文書を同封し

は

、注意喚起を行う。ま

有

た、医師会

　　　 の

症

研修会や医療機関との

状

実務者ネットワーク連

の

絡会の機会に発生届の

結

提出の徹底について説

核

明を行い、期日内提出

の

の意識

　　　 醸成を

診

図る。

指標(6)　医

断

師会や医療機関との連

が

携及び情報共有を引き

増

続き推進し、大規模な

加

感染拡大時においても

し

迅速な患者支援ができ

り

る体

       制

患

を維持する。医療機関

率

との実務者ネットワー

が

ク連絡会を継続して開

上

催し、実務者レベルで

昇

の顔の見える関係を構

し

築し緊

た

密な連携を図る。 

。これは呼吸器等の症状

4

のある患者が受診できる環境が整備され

担

     医療が必要

当

な患者が医療機関につ

部

ながった結果発見され

に

る患者数が増加したも

お

のと考えられる。なお

け

、令和３年実績値が

る

      令和６年

評

目標値を達成している

価

状況であるが、直近の

（

状況は新型コロナウイ

部

ルス感染症による特殊

長

要因の影響を受けてい

評

　　　 る一過性のも

価

のと考えられることか

－

ら、目標値の上方修正

１

は行わない。新型コロ

次

ナウイルス感染症が流

評

行する以前の令和

価

　 元年においては、

）

足立区は都全体(13

そ

.0)と比較して20

の

%り患率の高い(15

１

.6)結核患者の多い

1

地域である。令和６年

)

まで継

施

続して目標値を達成で

策

きるよう着実に事業に

の

取り組む。

指標(2)

達

　ＢＣＧ接種率の低下

成

については、新型コロ

状

ナウイルス感染症流行

況

による受診控えが影響

と

したと考えられるほか

そ

、区が実

　　　 施す

の

る健診の中止があり周

原

知機会の減少等も影響

因

したものと考えられる

の

。

※　　　 対象者数

分

は令和２年４月１時点

析

の人数のため、転入者

指

等を含めると接種率が

標

１００％を超えること

(

がある。

指標(3)　

1

インフルエンザ定点報

)

告が０になったことについては、感染症対策

令

への意識が浸透し、患

和

者が発生しなかったも

２

のと考

年

えられる。

指標(4)

は

　帰宅時に手洗いを実

新

施している区民の割合

型

は多く、感染症対策へ

コ

の意識の高さが伺える

ロ

。

指標(5)　区内医

ナ

療機関からの感染症発

ウ

生届の期限内での提出

イ

率は目標値から離れて

ル

いる状況にあり、一部

ス

医療機関には提出期限

感

       につい

染

ての認識がない状況が

症

見受けられた。なお、

の

本指標での新型コロナ

流

ウイルス感染症の取り

行

扱いについて、流行に

に

よ

　　 　り通常は感

よ

染症の診療を行わない

る

医療機関からも多くの

受

発生届が提出される状

診

況であることから、指

控

標の連続性を重視す

え

　　 るため除外する

の

こととしている。

指標

影

(6)　医師会との感

響

染症対策会議実施回数

に

は、新型コロナウイル

よ

ス感染症対応のため大

る

幅に増加した。

2)達

も

成状況と原因分析を踏

の

まえた今後の方向性

指

と

標(1)　結核対策に
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られる事務事業の評価結果
事務事業 施策への

事務事業名 事業費 人件費総事業費課長評価 担当課コ ー ド 貢献度

5 庁内評価委員会－２次評価 6 区民評価委員会－最終評価

庁内評価委員会の評価 区民評価委員会の評価 反映結果

達成状況

方 向 性

評価の反映結果

予防接種事業 保健予防課3841 2,012,009 31,697 2,043,706 拡充 Ａ

感染症予防・患者医療費公費負担事業 足立保健所感染症対
策課

3842 1,031,536 203,623 1,235,159 拡充 Ａ

感染症検査事業 足保・生活衛生課3865 9,906 28,800 38,706現状維持 Ａ

足立保健所管理運営事務【投資】 衛生管理課17777 5,170 438 5,608現状維持 Ｂ

新型コロナウイルスワクチン接種事業 衛生管理課22858 7,719,617 117,277 7,836,894改善・変更 Ａ

合計５事業 10,778,238 381,83511,160,073

3)施施策の手段として位置付け
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施

法のこと。

担当課名足

策

保・生活衛生課（取り

の

まとめ）

電話番号03

概

-3880-5375

要

E-mail seik

柱

atueisei@c

立

ity.adachi

て

.tokyo.jp

7

生活衛生課の許認可施

【

設に関する騒音等の苦

く

情について、環境部生

ら

活環境保全課と協力し

し

て対応している。

　ご

】

み屋敷対策、不法投棄

地

対策、落書き対策につ

域

いては、ビューティフ

と

ル・ウインドウズ運動

と

との一環として地域の

も

ちから推進部・絆づく

に

り担当部・福祉部・衛

築

生部・都市建設部等の

く

各所管と連携し庁内協

、

働を進めている。

協働・協創
の取組み

【目標

安

】6 安全な水とトイ

全

レを世界中に/11住

な

み続けられるまちづく

く

りを【ターゲット】6

ら

.b水と衛生の管理向

し

上にお

ける地域社会の

施

参加を支援・強化する

策

/11.6大気や廃棄

群

物を管理し、都市の環

名

境への悪影響を減らす

5

【関連する理由
ＳＤＧ

区

ｓが
】食品や水等、区

民

民生活に係る衛生の確

の

保により公衆衛生の向

命

上を目指しているため

や

/ごみ屋敷や不法投棄

財

など廃棄
目指す目標

物

産

の適切な管理を行うこ

を

とにより、都市や生活

守

環境の保全を図り、住

り

み続けられる美しいま

、

ちの実現を目指してい

く

る
（ターゲッ

ため。【

ら

評価】R3年度の検査

し

適合率は95.7%、

の

関係施設の監視数は7

安

,048件であった。

全

事業者による衛生管理

を

の向上を
ト）との関

目

確

指し、効果的な監視指

保

導を実施する。/ごみ

す

屋敷対策は、令和3年

る

度樹木等を含むごみ屋

施

敷相談81件、解決8

策

1件と同
連及び評価

数

名

で継続案件の解決にも

5

取り組んだ。また、不

.

法投棄対策は通報件数

2

が令和2年度比142

食

件（9.8％）増加、

品

処理個数

が令和2年度

等

比1,337個（15

の

.7％）減となり、早

安

期発見・早期撤去に取

全

り組んだ。

備　　　考

確保と生活環境の維持・改善

■　食品や水、薬品等の安全確保を図るために、営業者及び関連施設への検査や立ち入り指導を実施する。

■　区内の土地・建物の利用や管理について、良好な生活環境を保全するために、ごみ屋敷、不法投棄、落書きを減

　らしていく。

施策の方向
( 目 標 )

■　食品・水・薬品等の管理に係る監視指導を粘り強く実施した結果、検査適合率は上昇しており、平成29年度

　91.2%、平成30年度93.2%、令和元年度94.2%となっている。

■　ごみ屋敷のみの直近３年の解決件数は年平均約27件超、不法投棄対策は「不法投棄110番」を開設し、処理個数

　はピーク時の平成24年に比べ半減した。
現　　　状

■　落書き対策は「落書き110番」を開設し、民有地の落書き消去を支援している

■　相談や監視指導内容の複雑多様化により、検査適合率100％を目指すためには、施設や検査項目の精査、衛生指

　導に基づき営業者の自主管理を適切に促す等、監視指導業務の効率化を図っていく必要がある。

■　ごみ屋敷対策、不法投棄対策ともに、民有地の適正管理には所有者や居住者の理解が必要である。

■　落書き対策は落書きを「放置しない」ことが大切である。

課　　　題

■　営業者の自主管理に基づく衛生指導の徹底のほか、営業者が自らの営業における食

足

品衛生上の危害要因を

立

正しく

　認識し、ＨＡ

区

ＣＣＰ（※）に沿った適切な衛生管理を行え

令

るよう監視指導し、公

和

衆衛生の向上に寄与し

４

ていく。

■　ごみ屋敷

年

対策は対象者に寄り添

度

いつつ、粘り強い指導

施

を継続し解決を図る。

策

不法投棄対策は民有地

評

の不法投棄物

　撤去を

価

支援し、きれいなまち

調

の実現を図る。

■　落

書

書き対策は落書きゼロ

(

を目指す。
方　　　針

令

（※）食品等事業者自

和

らが食中毒菌汚染や異

３

物混入等の危害要因（

年

ハザード）を把握した

度

上で、原材料の入荷か

事

ら製

品の出荷に至る全

業

工程の中で、それらの

実

危害要因を除去又は低

施

減させるために特に重

)

要な工程を管理し、製

1

品の安全

性を確保しようとする衛生管理の手
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個数　目標値＝前年度の処理個数の5％減　実績値＝一年間の処理個数【低減目標】
指
単　位 個 平成30年度 平成31年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度

目　標　値標
目　標　値 9,246 9,476 8,960 8,066 6,797

(5)
実　績　値 9,975 9,432 8,491 7,154 R6 7,298

達　成　率 93% 73% 100% 77% 106% 86% 113% 102% -

指標名【活動2-3】落書き消去率

定義等落書き消去件数の累計÷落書き受付件数の累計
指
単　位 ％ 平成30年度 平成31年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度

目　標　値標
目　標　値 50 92 98 100 100

(6)
実　績　値 43.8 92 98.1 98.5 R6 100

達　成　率 88% 44% 100% 92% 100% 98% 99% 99% -

単位:千円

3 投入コスト 平成30年度 平成31年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度

事業費 78,644

人件費 557,356

総事業費 636,000

前年比(金額) 12,239

2 施策指標 ※達成率＝左欄:当該年度目標値に対する達成率　右欄:R6年度目標値に対する達成率
指標名【成果1】食品・水・薬品及び関連施設等の検査適合率

定義等食品収去検査適合率、環境衛生関係理化学的検査等検査適合率、シアン廃水検査適合率の平均
指
単　位 ％ 平成30年度 平成31年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度

目　標　値標
目　標　値 95 96 97 98 98

(1)
実　績　値 93.2 94.2 96.2 95.7 R6 100

達　成　率 98% 93% 98% 94% 99% 96% 98% 96% -

指標名【活動1】食品・水・薬品及び関連施設等の監視指導数

定義等食品関係営業施設、環境衛生関係施設、メッキ工場の監視数の合計
指
単　位 件 平成30年度 平成31年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度

目　標　値標
目　標　値 - - - 8,818 8,018

(2)
実　績　値 - - - 7,048 R6 8,519

達　成　率 0% 0% 0% 0% 0% 0% 80% 83% -

指標名【成果2】ごみがなく地域がきれいになったと感じる

定義等世論調査による
指
単　位 ％ 平成30年度 平成31年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度

目　標　値標
目　標　値 - - - 50 50

(3)
実　績　値 - - - 58 R6 50

達　成　率 0% 0% 0% 0% 0% 0% 116% 116% -

指標名【活動2-1】ごみ屋敷の解決率

定義等ごみ屋敷解決件数の累計÷ごみ屋敷受付件数の累計（ごみ屋敷のみの数値）
指
単　位 ％ 平成30年度 平成31年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度

目　標　値標
目　標　値 80 80 80 80 80

(4)
実　績　値 73.6 79.8 82.8 84.1 R6 80

達　成　率 92% 92% 100% 100% 104% 104% 105% 105% -

指標名【活動2-2】不法投棄処理個数

定義等不法投棄を処理した
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た

検討、事業者による自

。

主的な衛生管理の指導

食

を徹底

する。年度内の

品

再検査により改善状況

検

の確認を行うことで、

体

区民の安全を確保して

に

いく。

【指標2】

　新

お

型コロナウイルスの感

い

染状況を鑑みながら関

て

係施設への立ち入りを

は

行うとともに、事業者

野

の自主的衛生管理の向

菜

上を重視した

効果的な

や

監視指導を実施する。

器

【指標3・4・5・6

具

】

　日頃からビューテ

類

ィフル・ウインドウズ

の

運動の一環として、事

洗

業展開する中で「美し

浄

いまち」の実現のため

及

、以下の取り組みを

す

び

る。

【ごみ屋敷対策】

消

　毎年美観上問題のあ

毒

る案件を重点的に取り

が

組み、解決を図る。解

不

決が難航している案件

十

は原因者の生活再建に

分

重点を置き、関係

機関

で

との連携を一層深め、

あ

医療・介護など適切な

っ

サービスに繋げながら

た

粘り強く取り組む。

【

こ

不法投棄対策】

　SN

と

S等を活用した情報発

、

信による周知と、幅広

浴

い世代に魅力的なノベ

槽

ルティグッズの配布等

水

により、通報協力員か

検

らの通報件数

の増加を

体

図る。不法投棄・落書

に

き通報アプリ等を導入

お

し、通報の効率化を図

い

りつつ、若年層が通報

て

しやすい環境を整える

は

。

【落書き対策】

　東

配

京2020大会レガシ

管

ーとして落書きの消去

の

支援を継続し、年２回

洗

（夏季及び年末年始）

浄

落書き点検を行い、発

及

見した落書きをす

べて

び

消去する。SNS等情

消

報発信を行い、区民に

毒

通報を呼びかけ、新規

が

の落書きを発見、消去

不

する。落書きをしない

十

・させないため

の啓発

分

について検討、展開し

で

、「落書きゼロ」にす

あ

る。

4

ったことにより、検査不適合の

結果となった

担

。

【指標2】新型コロ

当

ナウイルス感染症関係

部

業務への職員従事、感

に

染リスクの高い者が利

お

用する施設への立ち入

け

り中止により、監視

数

る

が大幅に減少したため

評

、目標に達しなかった

価

。

【指標3】第50回

（

足立区政に関する世論

部

調査において、ごみが

長

なく地域がきれいにな

評

ったと感じる区民の割

価

合で肯定的評価（「そ

－

う思う」+「どちらか

１

といえばそう思う」）

次

が58％と高い評価と

評

なった。これは、「美

価

しいまち」は「安全な

）

まち」の実現を目指

し

そ

、日頃からビューティ

の

フル・ウインドウズ運

１

動の啓発活動や関連の

1

各事業の取り組みが寄

)

与していると考える。

施

【指標4】令和3年度

策

単年では年間でごみ屋

の

敷のみの相談は30件

達

、解決29件(令和3

成

年度以前から対応継続

状

分含む)であり、累計

況

相談

受付数297件に

と

対し、解決数250件

そ

となった。ごみ屋敷対

の

策は、根本解決と再発

原

防止という観点から職

因

員の粘り強い取り組み

の

と様々

な課題解決に関

分

わる庁内各課、関係機

析

関と連携をして取り組

【

み、早期解決が必要な

指

美観上課題のある案件

標

は24件のうち8件解

1

決し

た。

【指標5】東

】

京2020大会開催に

一

併せて、通報強化キャ

部

ンペーン等の啓発活動

の

を行ったことにより、

小

処理個数が7,154

規

個と前年度比1,

33

模

7個（15.7％）減

施

となり目標を上回った

設

。不法投棄対策は東京

に

2020大会開催に併

お

せて積極的にキャンペ

い

ーンを展開したことに

て

よ

り、通報件数が1,

衛

584件と前年度比1

生

42件（9.8％）増

管

加し、区内美化と東京

理

2020大会の機運醸

が

成に大きく貢献したと

不

考える。

【指標6】落

十

書き対策は、東京20

分

20大会開催や年末年

で

始に合わせ一斉点検を

あ

行ったことにより、令

っ

和3年度落書き通報等

た

受付数264

件、落書

こ

き消去数257件とな

と

った。落書き発見から

か

即時消去に向けた対応

ら

をすることで、区内美

、

化と東京2020大会

目

の機運醸成に大

きく貢

標

献したと考える。

2)

に

達成状況と原因分析を

達

踏まえた今後の方向性

し

【指標1】

　検査の結

な

果が不適であった施設

か

に対し、施設監視によ

っ

る原因究明と改善策の
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られる事務事業の評価結果
事務事業 施策への

事務事業名 事業費 人件費総事業費課長評価 担当課コ ー ド 貢献度

5 庁内評価委員会－２次評価 6 区民評価委員会－最終評価

庁内評価委員会の評価 区民評価委員会の評価 反映結果

達成状況

方 向 性

評価の反映結果

環境衛生営業許可監視指導事業 足保・生活衛生課3828 2,096 74,131 76,227現状維持 Ａ

防疫・害虫等駆除事業 足保・生活衛生課3832 10,684 7,964 18,648現状維持 Ｂ

食品衛生営業許可監視指導事業 足保・生活衛生課3833 2,792 125,768 128,560現状維持 Ａ

診療所、薬局等の許可及び相談事業 足保・生活衛生課3834 766 67,744 68,510現状維持 Ａ

食品・水等検査事業 足保・生活衛生課3866 14,585 34,917 49,502現状維持 Ａ

環境保全対策事業 生活環境保全課3893 22,032 140,032 162,064現状維持 Ａ

動物愛護衛生事業 足保・生活衛生課13485 13,096 42,296 55,392 拡充 Ｂ

生活環境保全対策事業 生活環境保全課16371 12,593 64,504 77,097改善・変更 Ａ

合計８事業 78,644 557,356 636,000

3)施施策の手段として位置付け
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施

止装

　置の設置促進を

策

進めていく。
方　　　

の

針

担当課名産業政策課

概

（取りまとめ）

電話番

要

号03-3880-5

柱

385 E-mail s

立

ho-cen@cit

て

y.adachi.t

7

okyo.jp

【協働

【

・協創】

　消費者団体

く

・消費者グループへの

ら

活動支援。くらしのお

し

たすけ隊（消費生活啓

】

発員）への活動支援。

地

　特殊詐欺対策におい

域

て警察と連携。

協働・

と

協創
の取組み

【目標】

と

12つくる責任つかう

も

責任　

【ターゲット】

に

12.8　2030年

築

までに、あらゆる場所

く

の人々が持続可能な開

、

発および自然と調和したライフスタイルに
Ｓ

安

ＤＧｓが
関する情報と

全

意識を持つようにする

な

。
目指す目標

【関連す

く

る理由】情報発信や啓

ら

発などを実施すること

し

は、消費者被害・特殊

施

詐欺被害の未然防止、

策

安心・安全な生活
（タ

群

ーゲッ
を区民自ら行う

名

ことに繋がる。
ト）と

5

の関
【評価】新型コロ

区

ナウイルス感染症に関

民

連した情報発信は、的

の

確・迅速に行う必要が

命

ある。定期的に消費者

や

センター
連及び評価

と

財

危機管理課で感染症関

産

連も含めた消費者被害

を

相談や特殊詐欺被害状

守

況の情報共有を行い、

り

速やかな情報発信に努

、

め

た。

備　　　考

くらしの安全を確保する

施策名5.3消費者被害や特殊詐欺被害を未然に防ぎ、区民の暮らしを守る

■　消費者が安心して日常生活を送れるよう、様々な世代に向けた啓発活動の充実を図り、消費者センターの存在
　を広く周知し、消費者被害の減少及び消費生活の向上を目指す。

■　くらしのおたすけ隊（消費生活啓発員）の育成を行い、地域の中での活躍を通じて、消費生活に関する知識を
施策の方向　持つ自立した消費者を増やす。

( 目 標 ) ■　特殊詐欺被害の減少を目指し、被害防止の取組みを一層強化する。

■　消費生活相談件数は近年増加傾向にあり、特に全世代でインターネットやスマートフォン等が普及したことに
　より、関連する相談が増加している。

■　消費者講座や出前講座の実施、ＳＮＳや広報等での情報発信、くらしのおたすけ隊（消費生活啓発員）による
　啓発活動を支援するなど、消費生活情報の提供や知識向上に取り組んでいる。

現　　　状■　特殊詐欺の被害件数は増加傾向にあり、区内における令和元年度の被害総額は約３億円に上がっている。

■　多様化・複雑化する消費者問題を解決するためには、一人で悩まず気軽に消費者センターへ相談することは重
　要であり、被害にあわないための情報周知を行うとともに、相談へと導くための周知が必要である。

■　くらしのおたすけ隊（消費生活啓発員）の地域での身近な啓発活

足

動を広げるためには、

立

活動するための支援を

区

　拡充し、活動しやすい環境を整える必要が

令

ある。

■　特殊詐欺被

和

害の発生を防ぐために

４

は、特に被害にあいや

年

すい高齢世帯を中心に

度

、注意喚起だけでなく

施

、より一
課　　　題

策

層踏み込んだ対策が必

評

要である。

■　消費者

価

問題の被害者・加害者

調

にならないための情報

書

を、ＳＮＳや広報等で

(

様々な世代に向けて発

令

信していく。  

■

和

くらしのおたすけ隊（

３

消費生活啓発員）の啓

年

発活動促進を図るため

度

、スキルアップ研修や

事

養成講座等を行い、

業

育成及び増員に努める

実

。

■　特殊詐欺被害の

施

未然防止・拡大防止を

)

図るため、抑止効果の

1

高い自動通話録音機の無償貸与や携帯電話抑
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度 平成31年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度
目　標　値標

目　標　値 - - - - 10,399
(5)
実　績　値 2,098 4,500 6,755 8,399 R6 14,500

達　成　率 0% 14% 0% 31% 0% 47% 0% 58% -

指標名特殊詐欺防止に係わる情報発信回数

定義等特殊詐欺被害減少のため、広報やSNS等で区民に情報を発信する回数
指
単　位 回 平成30年度 平成31年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度

目　標　値標
目　標　値 - - - - 60

(6)
実　績　値 - 33 63 57 R6 60

達　成　率 0% 0% 0% 55% 0% 105% 0% 95% -

単位:千円

3 投入コスト 平成30年度 平成31年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度

事業費 4,214

人件費 66,440

総事業費 70,654

前年比(金額) △ 8, 623

2 施策指標 ※達成率＝左欄:当該年度目標値に対する達成率　右欄:R6年度目標値に対する達成率
指標名消費生活相談解決率

定義等消費者センターで受ける消費生活相談において、何らかの解決に導いた件数の占める割合
指
単　位 ％ 平成30年度 平成31年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度

目　標　値標
目　標　値 98 98 98 98 98

(1)
実　績　値 98.4 98 97.8 97.8 R6 98

達　成　率 100% 100% 100% 100% 100% 100% 100% 100% -

指標名消費生活に係わる情報発信回数

定義等消費者被害の減少のため、広報やSNS等で区民に情報を発信する回数
指
単　位 回 平成30年度 平成31年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度

目　標　値標
目　標　値 - - - 50 50

(2)
実　績　値 - 35 56 46 R6 50

達　成　率 0% 0% 0% 70% 0% 112% 92% 92% -

指標名くらしのおたすけ隊（消費生活啓発員）が啓発活動を行った対象人数

定義等くらしのおたすけ隊が地域において啓発した回数
指
単　位 人 平成30年度 平成31年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度

目　標　値標
目　標　値 - - - 1,000 1,500

(3)
実　績　値 - - - 905 R6 2,000

達　成　率 0% 0% 0% 0% 0% 0% 91% 45% -

指標名区内における特殊詐欺の被害件数

定義等警視庁が公表する特殊詐欺の被害件数
指
単　位 件 平成30年度 平成31年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度

目　標　値標
目　標　値 131 108 122 95 90

(4)
実　績　値 108 145 99 93 R6 100

達　成　率 121% 93% 74% 69% 123% 101% 102% 108% -

指標名自動通話録音機の貸与合計（累計）

定義等自動通話録音機を貸与した台数の累計
指
単　位 台 平成30年
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間

や在宅に関する消

費者

の

トラブル、給付金やワ

増

クチン接種に関する詐

加

欺など、新たな消費者

な

被害や特殊詐欺被害発

ど

生に繋がっている。

で

消費者センターでは、

、

加害者・被害者になら

関

ないための知識を周知

連

することが大事な役割

し

であり、啓発物や講座

た

等、世代に合わ

せた情

相

報伝達手段を活用・工

談

夫し発信していく。成

が

年年齢が１８歳に引き

増

下げられたことにより

加

、今後社会経験の乏し

し

い若者をタ

ーゲットと

て

した消費者被害がさら

い

に増加すると思われる

る

ため、高校・大学など

。

で消費者教室を実施し

昨

、若者に向けた消費者

年

被害の

未然防止・拡大

度

防止に力を入れ取り組

は

んでいく。また、コロ

5

ナ禍においてもくらし

,

のおたすけ隊が啓発活

3

動できるよう、啓発方

8

法

のアドバイスや活動

6

の場の提供など、更な

件

る活動支援を行ってい

の

く。

　危機管理課では

相

①、体感治安のさらな

談

②る向上　刑法犯認知

が

件数2,999件以下

消

③の達成　ビューティ

費

フル・ウィンドウズ運

者

動認

知率50.0％以

セ

上の達成を目標に、自

ン

転車盗難や特殊詐欺の

タ

対策を継続するととも

ー

に、地域団体や区内警

に

察署と協力し、刑法犯

寄

認知

件数の約1割を占

せ

める「万引き」の防止

ら

など「足立区総ぐるみ

れ

」で取り組んでいく。

た。消費生活相談解決率の

4

実績値は概ね目標通りである。

【指標(2)

担

】消費者被害の未然防

当

止・拡大防止のため、

部

消費者センター啓発紙

に

の配布、町会・自治会

お

等の回覧板や掲示板、

け

ＳＮＳ

等を活用し広く

る

情報発信を行った。ま

評

た、令和４年４月に成

価

年年齢が引き下げられ

（

ることに伴い、１月か

部

ら定期的に若者の消費

長

者

被害についての注意

評

喚起をＳＮＳで発信し

価

た。感染拡大で集客事

－

業ができなかった前年

１

度より情報発信回数は

次

減となったが、講座

等

評

の参加者に直接注意喚

価

起を行った。今後もさ

）

まざまな方法を活用し

そ

継続して発信していく

の

。

【指標(3)】地域

１

で消費者啓発を行うく

1

らしのおたすけ隊（消

)

費生活啓発員）の活動

施

は、コロナ禍での外出

策

制限もあり、活動でき

の

なかったとの報告も多

達

かったが、定期的に啓

成

発紙などで情報発信や

状

、向上講座でスキルア

況

ップの機会を提供する

と

など、いつでも活

動を

そ

開始できるよう支援を

の

行った。また、ハイブ

原

リット方式での養成・

因

向上講座を開催したこ

の

とで、新たに５名がく

分

らしのおたす

け隊に登

析

録した。

【指標(4)

【

】携帯電話抑止装置の

指

設置、自動通話録音機

標

の貸与、特殊詐欺の本

(

物の予兆電話（アポ電

1

）が聞ける「アポ電体

)

験ダイ

ヤル」等の継続

】

的な取組みにより、概

新

ね目標を達成できた。

型

【指標(5)】新型コ

コ

ロナの感染拡大防止対

ロ

策に伴い、啓発活動が

ナ

制限された中で、代替

ウ

として、チラシの配架

イ

等の庁内連携を図っ

た

ル

。

【指標(6)】「ア

ス

ポ電体験ダイヤル」を

感

毎週水曜日に更新し、

染

その都度ＳＮＳ等で広

症

報を行うなど、非接触

の

・非対面による情報発

感

信ができている。また

染

、消費者センターに寄

拡

せられる相談への注意

大

喚起なども広報やＳＮ

に

Ｓ等を活用して行い、

よ

特殊詐欺被害にあ

わな

り

いための周知啓発を、

、

連携しながら迅速に情

イ

報発信を行っていく。

ン

2)達成状況と原因分

タ

析を踏まえた今後の方

ー

向性

　消費者被害や特

ネ

殊詐欺被害にあわずに

ッ

区民が安心して日常生

ト

活を送るためには、区

の

民を取り巻く社会情勢

普

の変化などに合わせ、

及

様々な情報の提供や支

や

援を継続していく必要

在

がある。新型コロナウ

宅

イルス感染症の蔓延継

時

続は、インターネット
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られる事務事業の評価結果
事務事業 施策への

事務事業名 事業費 人件費総事業費課長評価 担当課コ ー ド 貢献度

5 庁内評価委員会－２次評価 6 区民評価委員会－最終評価

庁内評価委員会の評価 区民評価委員会の評価 反映結果

達成状況

方 向 性

評価の反映結果

消費者支援事業 産業政策課3611 2,936 26,256 29,192現状維持 Ａ

消費者センター管理運営事務 産業政策課3612 1,278 40,184 41,462現状維持 Ａ

合計２事業 4,214 66,440 70,654

3)施施策の手段として位置付け
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施

発信を強化する。

■  

策

コロナ禍を転機に「新

の

しい生活様式」を踏ま

概

えた、既存の啓発活動

要

を見直し、参加人数の

柱

制限や「３密」になり

立

やすいイベントの開会

て

式・閉会式の省略など

7

新たな啓発方法を検討

【

する。
方　　　針■  

く

不法投棄や落書きが頻

ら

発する地区のパトロー

し

ル強化に取組んでいく

】

。

※（ ）「ながら見守

地

り」とは、ウォーキン

域

グ、犬の散歩、自宅（

と

屋外）の花の手入れ等

と

、日常活動をしながら

も

、不審

な人物や車両が

に

ないかなど、まわりに

築

目を向けることで、子

く

どもや地域の安全を守

、

ろうとする活動。

担当課名危機管理課（取り

安

まとめ）

電話番号03

全

-3880-5838

な

E-mail kiki

く

kanri@city

ら

.adachi.to

し

kyo.jp

　ビュー

施

ティフル・ウィンドウ

策

ズ運動として全庁的に

群

協働。

　警察、消防、

名

町会・自治会等と連携

5

し、地域の安全安心に

区

取り組んでいる。

協働

民

・協創
の取組み

【目標

の

】11住み続けられる

命

まちづくりを　16平

や

和と公平をすべての人

財

に　17パートナーシ

産

ップで目標を達成しよ

を

う【

ターゲット】11

守

.7　2030年まで

り

に、女性、子ども、高

、

齢者及び障害者を含め

く

、人々に安全で包摂的

ら

かつ利用が容易な
ＳＤ

し

Ｇｓが
緑地や公共スペ

の

ースへの普遍的アクセ

安

スを提供する。　16

全

.1　あらゆる場所に

を

おいて、すべての形態

確

の暴力及び暴力
目指す

保

目標
に関連する死亡率

す

を大幅に減少させる。

る

　17.17　様々な

施

パートナーシップの経

策

験や資源戦略を基にし

名

た、効果的な
（ターゲ

5

ッ
公的、官民、市民社

.

会のパートナーシップ

4

を奨励・推進する。【

ビ

関連する理由】刑法犯

ュ

認知件数を減少させる

ー

ことや
ト）との関

不法

テ

投棄や落書き対策等を

ィ

警察等と協働して行う

フ

ことは、区民が安全安

ル

心な暮らしを実感でき

・

るまちの実現とパート

ウ

連及び評価
ナーシップ

ィ

の推進に繋がる。【評

ン

価】令和3年の刑法犯

ド

認知件数は、3年連続

ウ

で戦後最少を更新し、

ズ

「治安が良いと感

じる

運

」割合も、62.7％

動

と過去最高を更新した

の

。

備　　　考

さらなる推進

■  「美しいまち」は「安全なまち」を合言葉に、区民、警察、区が一体となって「足立区総ぐるみ」で防犯・美化
の施策を実践しながら、区のボトルネック的課題のひとつである「治安」をさらに改善するとともに、取組み内容を

情報発信することで、区民の体感治安の向上を図る。

施策の方向
( 目 標 )

■  令和元年の刑法犯認知件数が戦後最少となる4,764件を記録し、同年の世論調査では、居住地域の治安が「良い」
「どちらかといえば良い」の回答割合が聴取を開始した平成23年以降最高となる58.3％を達成した。

■  自転車盗難や特殊詐欺被害の防止を啓発するため、駅頭キャンペーンや区民まつり、しょうぶまつりなどのイベ
ント会場や商業施設において、区民、警察、区の協働による啓発活動を継続的に実施している。

現　　　状■  不法投棄はピーク時の平成24年に比べて半減、落書き対策は民有地の落書き消去の支援も実施している。

■  刑法犯認知件数が平成13年ピーク時の16,843件から３分の１以下に減少したことに比べ、体感治安が良いと感じ
る区民の割合は、平成23年の39％から19ポイントの増にとどまっており、区外からの区に対する治安イメージも必ず

しも改善されたとは言えない状態である。

■  刑法犯認知件数の約

足

３割を占める自転車盗

立

難対策と約１割を占め

区

る万引き対策、特殊詐欺被害を防止するため

令

の

対策を継続的に推進

和

するとともに、犯罪種

４

別に応じた対策を検討

年

する必要がある。
課　

度

　　題■  不法投棄や

施

落書き対策は、早期発

策

見・早期処理と再発防

評

止が重要であり、不法

価

投棄通報協力員や協力

調

企業との連

携を強化す

書

る必要がある。

■  青

(

パト車両による防犯パ

令

トロールや「ながら見

和

※守り」（ ）、路面シ

３

ート等の「見せる防犯

年

」を意識した視覚効

果

度

が高い施策を継続する

事

ことによって、犯罪抑

業

止効果と体感治安の向

実

上を図るとともに、区

施

内の治安改善状況を正

)

し

く伝えるため、広報

1

媒体やＡ-メール、ＳＮＳ等を活用した情報

77



理個数 ＊低減目標　【施策5.2の再掲】

定義等不法投棄を処理した個数　目標値＝前年度の処理個数の5％減　実績値＝一年間の処理個数【低減目標】
指
単　位 個 平成30年度 平成31年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度

目　標　値標
目　標　値 9,246 9,476 8,960 8,066 6,797

(5)
実　績　値 9,975 9,432 8,491 7,154 R6 7,298

達　成　率 93% 73% 100% 77% 106% 86% 113% 102% -

指標名【活動1-5】落書き消去率　【施策5.2の再掲】

定義等落書き消去件数の累計÷落書き受付件数の累計
指
単　位 ％ 平成30年度 平成31年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度

目　標　値標
目　標　値 50 92 98 100 100

(6)
実　績　値 43.8 92 98.1 98.5 R6 100

達　成　率 88% 44% 100% 92% 100% 98% 99% 99% -

単位:千円

3 投入コスト 平成30年度 平成31年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度

事業費 1,580,523

人件費 325,070

総事業費 1,905,593

前年比(金額) 139,987

2 施策指標 ※達成率＝左欄:当該年度目標値に対する達成率　右欄:R6年度目標値に対する達成率
指標名【成果1】体感治安が「良い」と感じる人の割合

定義等世論調査
指
単　位 ％ 平成30年度 平成31年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度

目　標　値標
目　標　値 57 58 60 62 63

(1)
実　績　値 53.4 58.3 61.6 62.7 R6 65.6

達　成　率 94% 81% 101% 89% 103% 94% 101% 96% -

指標名 ※【活動1-1】区内刑法犯認知件数　低減目標

定義等警視庁が公表する刑法犯認知件数（年度は年に読み替え）
指
単　位 件 平成30年度 平成31年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度

目　標　値標
目　標　値 6,200 5,200 4,700 3,650 2,999

(2)
実　績　値 5,230 4,764 3,693 3,212 R6 3,700

達　成　率 119% 71% 109% 78% 127% 100% 114% 115% -

指標名【活動1-2】「ながら見守り」参加登録者数（累計）

定義等「ながら見守り」へ参加登録した人の数（累計）
指
単　位 人 平成30年度 平成31年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度

目　標　値標
目　標　値 - - 500 1,658 2,987

(3)
実　績　値 - - 1,158 2,487 R6 2,500

達　成　率 0% 0% 0% 0% 232% 46% 150% 99% -

指標名【活動1-3】防犯に関する情報発信件数（「メールけいしちょう」を除く）

定義等広報紙、SNS等を活用した各種防犯活動の情報発信回数
指
単　位 件 平成30年度 平成31年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度

目　標　値標
目　標　値 - - - - 77

(4)
実　績　値 - - 65 67 R6 100

達　成　率 0% 0% 0% 0% 0% 65% 0% 67% -

指標名【活動1-4】不法投棄処
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駅

ら気軽に始められる「

前

ながら見守り」におい

安

ても、コロナ禍では

あ

全

るももの、順調に登録

安

者数を伸ばしている。

心

今後も、コロナ禍の影

ス

響を考慮しつつ、「見

テ

せる防犯」を意識した

ー

多種多様な取組

みを継

シ

続して実施していく。

ョ

　生活環境保全課にお

ン

いては、日頃からビュ

「

ーティフル・ウインド

ろ

ウズ運動の一環として

く

事業展開する中で「美

ま

しいまち」の実現

のた

る

め、不法投棄対策につ

」

いては、SNS等を活

の

用した情報発信による

開

周知と幅広い世代に魅

設

力的なノベルティグッ

等

ズの配布等によ

り、通

の

報協力員からの通報件

様

数の増加を図る。不法

々

投棄・落書き通報アプ

な

リ等を導入し、通報の

要

効率化を図りつつ、若

因

年層が通報

しやすい環

に

境を整える。落書き対

よ

策については、東京2

り

020大会レガシーと

、

して落書きの消去支援

前

を継続し、年2回（夏

年

季及び年末

年始）落書

比

き点検を行い、発見し

1

た落書きをすべて消去

.

する。SNS等情報発

1

信を行い、区民に通報

ポ

を呼びかけ、新規の落

イ

書きを発

見、消去する

ン

。落書きをしない・さ

ト

せないための啓発につ

増

いて検討、展開し、「

加

落書きゼロ」にする。

し、目標を達成するとともに、過去

4

最高を達成した。

【指標2】引き続くコロナ

担

禍における社会活動・

当

経済活動の縮小が影響

部

した可能性は否めない

に

が、「足立区総ぐるみ

お

」で犯罪抑止

対策に継

け

続的に取り組んできた

る

結果、目標を達成する

評

ことができた。

【指標

価

3】令和2年9月から

（

開始した、日常活動か

部

ら気軽に始められる「

長

ながら見守り」におい

評

ても、コロナ禍ではあ

価

るももの、順

調に登録

－

者数を伸ばしている。

１

【指標4】新型コロナ

次

の感染拡大防止対策に

評

伴い、広報・SNS等

価

を活用した非接触・非

）

対面による情報発信を

そ

行っている。

【指標5

の

】東京2020大会開

１

催に併せて、通報強化

1

キャンペーン等の啓発

)

活動を行ったことによ

施

り、処理個数が7,1

策

54個と前年度比1,

の

337個（15.7％

達

）減となり目標を上回

成

った。不法投棄対策は

状

東京2020大会開催

況

に併せて積極的にキャ

と

ンペーンを展開したこ

そ

とによ

り、通報件数が

の

1,584件と前年度

原

比142件（9.8％

因

）増加し、区内美化と

の

東京2020大会の機

分

運醸成に大きく貢献し

析

たと考える。

【指標6

【

】落書き対策は、東京

指

2020大会開催や年

標

末年始に合わせ一斉点

1

検を行ったことにより

】

、令和3年度落書き通

刑

報等受付数264

件、

法

落書き消去数257件

犯

となった。落書き発見

認

から即時消去に向けた

知

対応をすることで、区

件

内美化と東京2020

数

大会の機運醸成に大

き

の

く貢献したと考える。

減

2)達成状況と原因分

少

析を踏まえた今後の方

、

向性

　危機管理課にお

街

いては、新型コロナウ

角

イルス感染症の拡大に

防

より、地域活動の自粛

犯

や各種イベント・キャ

カ

ンペーン等が中止とな

メ

ったことに伴い、警察

ラ

署が行うイベントに啓

の

発物品を提供したり、

設

チラシを置いてもらう

置

等の庁内連携等の代替

促

策を講じたりした

が、

進

地域防犯活動や啓発活

、

動に大きな影響が引き

青

続き出ている。しかし

パ

ながら、これまでの継

ト

続的な取組みにより、

の

刑法犯認知件

数は、3

効

‐,212件（前年比

果

481件）を記録し、

的

3年連続で戦後最少を

な

更新し、面積比では2

運

3区中5番目、人口比

用

では23区中8番目に

、

少

ない件数であった。

六

また、令和2年度から

町

開始した、日常活動か
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られる事務事業の評価結果
事務事業 施策への

事務事業名 事業費 人件費総事業費課長評価 担当課コ ー ド 貢献度

5 庁内評価委員会－２次評価 6 区民評価委員会－最終評価

庁内評価委員会の評価 区民評価委員会の評価 反映結果

達成状況

方 向 性

評価の反映結果

防犯防火協会助成事務 危機管理課3523 3,300 1,750 5,050現状維持 Ａ

駐輪場の建設・改修事業 交通対策課3920 134,129 15,754 149,883現状維持 Ａ

駐輪場の維持管理事業 交通対策課3921 25,977 10,502 36,479現状維持 Ｂ

まちづくり推進事業管理運営事務 まちづくり課7780 6,288 85,248 91,536現状維持 Ｂ

協議会運営事務 危機管理課16025 32 1,750 1,782改善・変更 Ａ

防犯活動支援事務 危機管理課16034 238,268 42,978 281,246 拡充 Ａ

駐車場・駐輪場の管理運営事業 交通対策課18691 373,900 30,632 404,532現状維持 Ａ

自転車の放置対策事業 交通対策課18692 357,048 30,632 387,680現状維持 Ａ

民営自転車駐車場設置補助金交付事業 交通対策課18693 2,850 8,752 11,602現状維持 Ａ

防犯カメラ一括管理事業【経常】 道・安全設備課22129 44,421 23,984 68,405現状維持 Ｂ

防犯カメラ一括管理事業【投資】 道・安全設備課22140 180,236 14,878 195,114現状維持 Ｂ

危機管理施設関連事業 危機管理課22249 92,329 4,376 96,705休止・終了 Ａ

駅前等公衆喫煙所整備事業 地域調整課22253 45,045 15,754 60,799現状維持 Ａ

公衆喫煙所維持管理事業 地域調整課22257 66,509 1,750 68,259 拡充 Ａ

安全安心ステーション

3

管理運営事務 危機管理

)

課22496 10,1

施

91 36,330 46

施

,521 拡充 Ａ

合計１

策

５事業 1,580,5

の

23 325,070 1

手

,905,593

段として位置付け
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施

仮処分の内容を順守す

策

ることができた。引き

の

続き反社会的団体の監

概

視を継続するととも
連

要

及び評価
に、撤退に向

柱

け、警察と連携して対

立

応していく。

備　　　

て

考

7 【くらし】地域とともに築く、 安全なくらし

施策群名5 区民の命や財産を守り、くらしの安全を確保する

施策名5.5反社会的団体等の排除

■　地域団体の活動を支援し、警察と連携して、反社会的団体等の排除を目指す。

施策の方向
( 目 標 )

■　「足立区反社会的団体の規制に関する条例」の対象団体に、条例に基づく報告請求や行政処分を行っている。
■　暴力団事務所の撤退を目指し、警察と連携して事務所使用差止の申立てを行っている。

現　　　状

■　反社会的団体の規制に関する条例の対象団体を強制的に排除する方策がなく、地域住民の不安を解消するには至
っていない。

■　警察と連携して暴力団等反社会的団体の撤退を目指し、法的対処を行っているが、撤退には至っていない。　　

課　　　題

■　反社会的団体の規制に関する条例の対象団体の排除に向けて、抗議行動や啓発活動に対する支援等、住民協議会
の活動を支援するとともに、条例に基づく対応を継続していく。

■　警察と連携し、区内暴力団事務所の排除に取り組む。

方　　　針

担当課名危機管理課（取りまとめ）

電話番号03-3880-5838 E-mail kikikanri@city.adachi.tokyo.jp

　住民協議会及び他自治体、公安調査庁、警察と協働・連携し、「足立区反社会的団体の規制に関する条例」の対象

となる団体の解散・撤退を目指して活動を行っている。

協働・協創
の取組み

【目標】16平和と公正をすべての人に【タ

足

ーゲット】16.1 

立

あらゆる場所において

区

、すべての形態の暴力及び暴力に

関連する死

令

亡率を大幅に減少させ

和

る。16.4 203

４

0年までに、違法な資

年

金及び武器の取引を大

度

幅に減少させ、奪われ

施

た
ＳＤＧｓが

財産の回

策

復及び返還を強化し、

評

あらゆる形態の組織犯

価

罪を根絶する。【関連

調

する理由】区民の安全

書

で平穏な生活を確
目指

(

す目標
保するため、警

令

察と連携し、区内の反

和

社会的団体等を排除し

３

ていくことは、すべて

年

の形態の暴力及び組織

度

犯罪を根絶
（ターゲッ

事

することにつながる。

業

【評価】暴力団等反社

実

会的団体の監視を地域

施

団体、警察と連携し継

)

続することにより、犯

1

罪の
ト）との関

防止、暴力団事務所使用差止

81



目　標　値標
目　標　値

(6)
実　績　値 R6

達　成　率

単位:千円

3 投入コスト 平成30年度 平成31年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度

事業費 67,981

人件費 22,755

総事業費 90,736

前年比(金額) △ 78 , 401

2 施策指標 ※達成率＝左欄:当該年度目標値に対する達成率　右欄:R6年度目標値に対する達成率
指標名 ※「足立区反社会的団体の規制に関する条例」の対象となる団体が所有及び賃貸している施設の数　低減目標

定義等「足立区反社会的団体の規制に関する条例」の対象となる団体が所有及び賃貸している施設の数
指
単　位施設 平成30年度 平成31年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度

目　標　値標
目　標　値 2 2 2 2 2

(1)
実　績　値 3 3 3 3 R6 0

達　成　率 67% 0% 67% 0% 67% 0% 67% 0% -

指標名「足立区反社会的団体の規制に関する条例」の対象となる団体の解散撤退を求める住民協議会への支援回数

定義等「足立区反社会的団体の規制に関する条例」の対象となる団体の解散撤退を求める住民協議会への支援回数
指
単　位回数 平成30年度 平成31年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度

目　標　値標
目　標　値 - - - 15 17

(2)
実　績　値 - - - 16 R6 20

達　成　率 0% 0% 0% 0% 0% 0% 107% 80% -

指標名暴力団事務所撤退に向けた警察や暴追センター等関係機関との協議回数

定義等暴力団事務所撤退に向けた警察や暴追センター等関係機関との協議回数
指
単　位回数 平成30年度 平成31年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度

目　標　値標
目　標　値 - - - 7 12

(3)
実　績　値 - - - 10 R6 18

達　成　率 0% 0% 0% 0% 0% 0% 143% 56% -

指標名

定義等
指
単　位 平成30年度 平成31年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度

目　標　値標
目　標　値

(4)
実　績　値 R6

達　成　率

指標名

定義等
指
単　位 平成30年度 平成31年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度

目　標　値標
目　標　値

(5)
実　績　値 R6

達　成　率

指標名

定義等
指
単　位 平成30年度 平成31年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度
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退を目指し、自主的に活動する住民

協議会を支援している。また、区民の安全及び地域の平穏の確保を図るため反社会的団体に対し、

4

条例に基づく報告請求や行政処

分を行ってい

担

る。さらに、２５自治

当

体で組織する連絡会の

部

会長として、法務大臣

に

要請等、団体の活動に

お

関する規制強化や解散

け

させ

るための活動を行

る

っている。しかし、団

評

体を解散させるための

価

法制度がないため、未

（

だ解散には至っていな

部

い。

　暴力団事務所の

長

撤退を目指し、警察や

評

暴追センターと連携し

価

、事務所使用差止めの

－

申し立てを行っている

１

。使用差止仮処分の内

次

容は順守されているが

評

、暴力団等反社会的団

価

体の撤退には至ってい

）

ない。

2)達成状況と

そ

原因分析を踏まえた今

の

後の方向性

　団体規制

１

法適用団体に対する、

1

区民の脅威や不安感を

)

解消するため、団体を

施

解散させる法整備を行

策

い適切な措置を講ずる

の

よう継

続して国に要求

達

する。また、周辺住民

成

との協働や、他自治体

状

、公安調査庁、警察と

況

の連携で、団体が活動

と

しづらい環境をつくる

そ

。

　区内警察署及び暴

の

追センター等関係機関

原

と連携し、暴力団事務

因

所の監視を行い、使用

の

差止仮処分の決定内容

分

を順守していく。こ

れ

析

らの取り組みを継続して進めながら、警察や

区

弁護士と連携し、区内

は

暴力団事務所排除に向

、

けた取り組みを進めて

日

いく。

常生活の平穏に対する脅威や不安を除去するため、団体規制法適用団体の解散・撤
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られる事務事業の評価結果
事務事業 施策への

事務事業名 事業費 人件費総事業費課長評価 担当課コ ー ド 貢献度

5 庁内評価委員会－２次評価 6 区民評価委員会－最終評価

庁内評価委員会の評価 区民評価委員会の評価 反映結果

達成状況

方 向 性

評価の反映結果

危機管理事務 危機管理課22009 67,981 22,755 90,736現状維持 Ａ

合計１事業 67,981 22,755 90,736

3)施施策の手段として位置付け
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施

動が将来の気候に影響

策

を与えることをわかり

の

やすく啓発し、意識や

概

行動、ライフスタイル

要

の変容につな

　げてい

柱

く。

■　小・中学校と

立

の連携を高校・大学へ

て

拡大するとともに、イ

7

ンフルエンサーの起用

【

など、若年層に向けた

く

新たな手

　法により、

ら

環境意識の向上と行動

し

変容につなげていく。

】

■　区民ニーズや技術

地

革新の動向を考慮し、

域

二酸化炭素の排出削減

と

に貢献する助成制度を

と

継続する。
方　　　針

も

■　区施設の設備機器

に

を省エネ性能の高いも

築

のに更新するとともに

く

、太陽光発電の導入や

、

電力調達の工夫により、再

　生可能エネルギ

安

ーの活用を進めていく

全

。

■　気候変動による

な

影響のうち、特に区内

く

の影響が大きいと考え

ら

られる暑さと水害、渇

し

水対策の必要性を啓発

施

すると

　ともに、気候

策

変動適応法に基づく、

群

気候変動適応計画を策

名

定し、被害や影響を回

6

避、軽減する対策を講

環

じていく。

担当課名環

境

境政策課（取りまとめ

負

）

電話番号03-38

荷

80-5935 E-m

が

ail kankyos

少

eisaku@cit

な

y.adachi.t

い

okyo.jp

　省エ

く

ネルギー機器等購入費

ら

補助制度については、

し

住宅課・地域調整課・

を

産業政策課・地域包括

実

ケア推進課・生活保

護

現

指導課と周知や案内の

す

面で協働している。環

る

境学習等の事業につい

施

ては、教育委員会やみ

策

どり推進課（令和4年

名

度

からはパークイノベ

6

ーション推進課）と協

.

働し実施している。

協

1

働・協創　区民や事業

地

者等とは、太陽光発電

球

システムの設置の促進

温

に関する「そらとつな

暖

がるお店（そらつな店

化

）」の登録・

の取組み

対

紹介制度やエコ活動ネ

策

ットワーク足立（ＥＡ

の

ＮＡ・イーナ）への登

推

録による環境活動の推

進

進で協創を進めていく

■

。

【目標】7エネルギーをみんなにそしてク

地

リーンに【ターゲット

球

】7.2 2030年

温

までに、世界のエネル

暖

ギーミックスに

おける

化

再生可能エネルギーの

対

割合を大幅に拡大させ

策

る。
ＳＤＧｓが

【関連

の

する理由】太陽光発電

啓

の導入支援は、再生可

発

能エネルギー割合の拡

に

大につながる。
目指す

よ

目標
【評価】令和3年

り

度の太陽光発電システ

、

ム設置費補助件数は、

区

149件であった。F

民

IT（固定価格買取制

の

度）の価格低下
（ター

環

ゲッ
が続き、太陽光発

境

電システムの設置意欲

意

を削ぐ状況が続く中、

識

区内の再生可能エネル

を

ギーの導入量を増やし

高

ていくこ
ト）との関

と

め

ができた。今後も補助

る

を継続し、太陽光発電

。

の導入支援を行ってい

■

く。
連及び評価

備　　　考

太陽光発電の導入支援により、気候変動をもたらす二酸化炭素を排出しない再生可能エネルギーの利用を増や

　す。

施策の方向■　環境性能の高い設備機器の導入により、区施設の省エネを推進する。
( 目 標 ) ■　気温や降水量の変化による影響についての情報提供を拡充し、気候変動に備えた対策や行動を促し、被害の回

　避・軽減を図る。

■　節電や節水など省エネルギーを心がけている区民の割合は、2011年の東日本大震災直後の約70％から年々低下
　し、ここ数年は50％前後で推移しており、特に若年層（20代・30代）で低くなっている。

■　オリジナルの教材や出前講座プログラムを提供し、小・中学校と連携して環境学習を実施している。
■　この5年間で省エネ家電や太陽光発電等に約2万件助成した効果もあり、区内の二酸化炭素排出量は約14％減、

現　　　状
　発電時に二酸化炭素を排出しない再生可能エネルギーの区内の導入量は約33％増となった。

■　区の施設における電気使用量は、照明のLED化などによって5年前に比べ、約14％減となっている。
■　近年の気象災害の中には、地球温暖化の影響で被害が甚大化したケースも少なくない。

■　生活様式や価値観が多様化する中、区民の地球温暖化が及ぼす

足

影響に関する理解を深

立

め、環境に配慮した行

区

動に

　つなげることが必要である。

■　小・

令

中学校の環境学習をさ

和

らに発展させ、具体的

４

な環境行動につながる

年

ような取組みが必要で

度

ある。

■　再生可能エ

施

ネルギーの固定価格買

策

取制度の買取価格の低

評

下や10年の買取期間

価

が満了する設備が出始

調

めており、イ

　ンセン

書

ティブの低下を踏まえ

(

た導入促進策が必要で

令

ある。
課　　　題■

和

区施設の省エネの推進

３

と積極的な再生可能エ

年

ネルギーの活用に努め

度

、区民・事業者等を牽

事

引していくことが求め

業

　られている。

■　気

実

候変動により極端な気

施

象の増加が見込まれ、

)

その影響を回避・軽減

1

するための備えが必要である。

■　日々の行
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34,688 37,688 40,125
(4)
実　績　値 35,405 38,017 38,561 39,681 R6 45,000

達　成　率 102% 79% 109% 84% 111% 86% 105% 88% -

指標名【活動2】区の助成により導入された年間の太陽光発電の導入量 【新規指標】

定義等足立区太陽光発電システム設置費補助金交付要綱に基づき助成、設置された年間の太陽光発電設備の導入量
指
単　位 kW 平成30年度 平成31年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度

目　標　値標
目　標　値 - - - - 720

(5)
実　績　値 - 652 827 649 R6 720

達　成　率 0% 0% 0% 91% 0% 115% 0% 90% -

指標名 ※【成果3】区施設の年間電気使用量 【新規指標】 低減目標

定義等区の施設における年間の電気使用量　
指
単　位MWh 平成30年度 平成31年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度

目　標　値標
目　標　値 - - - - 55,893

(6)
実　績　値 - 58,895 58,242 57,938 R6 53,545

達　成　率 0% 0% 0% 91% 0% 92% 0% 92% -

単位:千円

3 投入コスト 平成30年度 平成31年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度

事業費 160,157

人件費 135,004

総事業費 295,161

前年比(金額) △ 4, 538

2 施策指標 ※達成率＝左欄:当該年度目標値に対する達成率　右欄:R6年度目標値に対する達成率
指標名【成果1】環境のために、節電や節水など省エネルギーを心がけている区民の割合

定義等世論調査で「環境のために、節電や節水など省エネルギーを心がけている」と答えた区民の割合
指
単　位 % 平成30年度 平成31年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度

目　標　値標
目　標　値 62 62 62.3 64.2 66.2

(1)
実　績　値 45.8 50.3 46.4 48.2 R6 70

達　成　率 74% 65% 81% 72% 74% 66% 75% 69% -

指標名【活動1-1】地球温暖化に関する講座等の実施回数 

定義等環境部が実施する参加者募集型の講座及び地域や学校等への出前講座の実施回数
指
単　位 回 平成30年度 平成31年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度

目　標　値標
目　標　値 - - - - 190

(2)
実　績　値 - 222 114 147 R6 260

達　成　率 0% 0% 0% 85% 0% 44% 0% 57% -

指標名【活動1-2】地球温暖化に関する広報紙やＳＮＳの情報発信回数 

定義等地球温暖化対策の推進に関する情報発信回数（ホームページ、あだち広報、ＳＮＳ、ポスター、チラシ等配布）
指
単　位 回 平成30年度 平成31年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度

目　標　値標
目　標　値 120 240 240 240 280

(3)
実　績　値 230 294 248 241 R6 365

達　成　率 192% 63% 123% 81% 103% 68% 100% 66% -

指標名【成果2】区内の再生可能エネルギーの導入容量（累計）

定義等区内の再生可能エネルギーの導入容量（累計）
指
単　位 kW 平成30年度 平成31年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度

目　標　値標
目　標　値 34,875 35,036
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た

令和3年度149件の

が

設置に伴う発電量は6

、

49kWで、294ｔ

目

相当の

CO2削減につ

標

ながった。

【指標6】

達

区施設の年間電気使用

成

量について、令和2年

に

度は感染対策として長

は

期の休館や休校により

至

電力使用量が減少した

ら

が、令和

3年度はその

な

前年度実績と比較し微

か

減であった。クールビ

っ

ズ・ウォームビズ、時

た

間外の空調使用の制限

。

等取組により一定の効

令

果が

表れていると思わ

和

れる。今後も引き続き

3

、省エネに向けて節電

年

等を啓発していくとと

度

もに、公共施設におい

の

ても、CO2を排出し

世

な

い再生可能エネルギ

論

ーの活用をより一層拡

調

大していく。

2)達成

査

状況と原因分析を踏ま

の

えた今後の方向性

　「

結

足立区二酸化炭素排出

果

実質ゼロ宣言」「第三

を

次足立区環境基本計画

年

」の目標達成に向けて

代

、引き続きエネルギー

別

使用量の効率

化と、C

に

O2を排出しない再生

見

可能エネルギーの導入

る

拡大の両面から温室効

と

果ガスの削減に取り組

、

んでいく。

　令和4年

5

度に策定するロードマ

0

ップに脱炭素に向けて

・

展開する施策とその目

6

標値を定め、2030

0

年カーボンハーフに向

代

けて事業を

展開する。

は

まずは、区施設で使用

男

する電力を再生可能エ

性

ネルギー由来の電力へ

・

見直しを進め、電気使

女

用によるCO2の排出

性

量を削減

していく。ま

と

た、区民・事業者向け

も

には、環境基本計画の

に

行動編のチェックリス

5

ト入りのパンフレット

0

を作成し、広く周知し

％

てい

く。

【指標1・2

を

・3】令和3年度の世

超

論調査では、18歳か

え

ら29歳の男性の「省

、

エネを心がけている」

4

令

割合が最も低く、未だ

和

6割が省エネ

を心がけ

2

ていない状況がうかが

年

える。引き続き、若年

度

層を対象とした普及啓

と

発としてSNSをはじ

比

めとした情報発信を強

べ

化するとと

もに、リモ

る

ート参加型の環境ゼミ

と

ナールやCO2ゼロキ

特

ャンペーン等を積極的

に

に展開し、省エネに向

男

けて節電等を啓発して

性

いく。ま

た、小学校・

の

中学校等での環境教育

伸

を充実していくため、

び

環境学習教材と関連す

が

る出前講座を拡充する

大

。町会・自治会などの

き

希望

団体にも講座を実

担

か

施し、環境保全などの

っ

理解を深め、行動変容

た

につながる啓発をして

。

いく。

【指標4・5・

ま

6】太陽光発電システ

た

ム設置助成による区内

、

導入量は着実に増加し

令

、区施設の電気につい

和

ても再生可能エネルギ

2

ー由

来のものへ切り替

当

年

えが進んでいる。今後

度

も、太陽光発電システ

と

ムの導入メリットを周

の

知するとともに、区補

比

助と合わせて国のＺＥ

較

Ｈ（ネット・ゼロ・エ

で

ネルギー・ハウス）補

伸

助金や、東京ゼロエミ

び

住宅導入促進事業など

率

の補助メニューを紹介

部

の

し、太陽光発電シ

ステ

割

ム導入を促進していく

合

。令和4年度から、再

が

生可能エネルギー導入

高

拡大を目指し、電気自

か

動車等用充電設備費補

っ

助や、低公害

車買換え

た

に伴う利子補給等の助

層

成、再生可能エネルギ

は

ー100％由来の電力

に

、

プランへ契約を見直し

4

た世帯に協力金を支給

0

する事業を

開始する。

代男性で13.

お

6ポイント増加し48

け

.9％、50代男性で

る

も9.4ポ

イント増加

評

し51.8％となって

価

いる。コロナ禍で在宅

（

勤務が増えたことで、

部

自宅で節電などを意識

長

したことが一因と想定

評

される。

【指標2】令

価

和3年度も続いたコロ

－

ナ禍の影響で、講座や

１

イベントが開催できな

次

いものが多かったが、

評

令和2年度と比べると

価

増加し

た。あだち環境

）

ゼミナールで、新たな

そ

試みとしてリモートで

の

も参加できる講座内容

１

にするなど、開催方法

1

を工夫したことが結果

)

に

つながった。

【指標

施

3】温暖化対策の推進

策

に関する情報発信は、

の

あだち広報39件、区

達

ホームページ50件、

成

SNS135件、チラ

状

シ配布17件となった

況

。

講座やイベントの開

と

催が少ない中で、課内

そ

広報担当者を中心に、

の

令和3年度の目標を達

原

成することができた。

因

令和6年度の目標値に

の

向け、引き続き節電や

分

節水など省エネルギー

析

を心がけるような情報

【

発信していく。

【指標

指

4】令和2年度から、

標

1,120kWの増と

1

なった。足立区内の導

】

入内容は、太陽光発電

令

設備の60％が小規模

和

な10kW未満の発電

2

容量

の機器を設置して

年

いることから、区・都

度

・国などが行っている

と

家庭部門の補助制度が

比

多く活用されたことも

べ

、成果の一助となって

る

いる。また、区ではあ

と

だち広報やSNS、チ

、

ラシやキャンペーンな

「

どで、積極的に環境に

省

関する情報発信を行っ

エ

てきたため、着実に

区

ネ

民の意識変容・行動変

を

容につながってきてい

心

る。

【指標5】チラシ

が

等で省エネ補助金の周

け

知を行ったが、令和2

て

年度と比較すると導入

い

量が減少した。原因の

る

一つとして、太陽光発

」

電

システム設置助成が

区

設置後1年以内まで申

民

請可能となっているた

の

め、令和元年10月1

割

日からの消費税引き上

合

げ前の駆け込み需要に

は

よ

る設置が増えた影響

2

で、令和2年度の申請

ポ

数が例年より多かった

イ

ことが考えられる。引

ン

き続き、区の補助金の

ト

周知とともに国や都

の

増

補助メニューを紹介し

加

、太陽光発電の導入を

し

促進していく。なお、
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られる事務事業の評価結果
事務事業 施策への

事務事業名 事業費 人件費総事業費課長評価 担当課コ ー ド 貢献度

5 庁内評価委員会－２次評価 6 区民評価委員会－最終評価

庁内評価委員会の評価 区民評価委員会の評価 反映結果

達成状況

方 向 性

評価の反映結果

環境政策一般管理事務 環境政策課3882 930 5,251 6,181現状維持 Ｂ

環境計画推進事業 環境政策課3883 8,925 25,381 34,306改善・変更 Ａ

環境基金積立金 環境政策課3886 566 875 1,441現状維持 Ｃ

環境保全普及啓発事業 環境政策課3887 7,159 31,377 38,536改善・変更 Ｂ

環境学習推進事業 環境政策課20498 15,885 34,133 50,018改善・変更 Ｂ

省エネ・創エネ推進事業 環境政策課21571 126,692 37,987 164,679改善・変更 Ａ

合計６事業 160,157 135,004 295,161

3)施施策の手段として位置付け
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施

などの事業者に対して

策

も、３Ｒの啓発・助言

の

により、さらなるごみ

概

減量を図るととも　

要

に、事業系一般廃棄物

柱

の適正処理が安定的・

立

計画的に進められるよ

て

う許可業者への適切な

7

指導を行っていく。
方

【

　　　針■　使い捨て

く

プラスチックの削減に

ら

向けた効果的な啓発を

し

進めるとともに、ごみ

】

量の削減と資源化策の

地

検討を進めて

　いく。

域

■　食品ロスを削減す

と

るため、飲食店や流通

と

関係事業者、フードバ

も

ンク等と連携し効果的

に

な啓発や事業を行う。

築

担当課名ごみ減量推進

く

課（取りまとめ）

電話

、

番号03-3853-2141 E-mail

安

keikaku-ad

全

achiseisou

な

@city.adac

く

hi.tokyo.j

ら

p

　集団回収やフード

し

ドライブ（未利用食品

施

の回収）において、区

策

民、区民団体及び事業

群

者と連携して実施して

名

いく。

協働・協創
の取

6

組み

【目標】12持続

環

可能な生産消費形態を

境

確保する【ターゲット

負

】12.5廃棄物の発

荷

生を減らす

【関連する

が

理由】ごみの減量、資

少

源化を推進することで

な

廃棄物の発生削減に繋

い

がる。
ＳＤＧｓが

【評

く

価】区民に対し資源の

ら

分別や使い捨てプラス

し

チックの削減に向けて

を

SNSをはじめとする

実

情報発信を積極的に行

現

う
目指す目標

とともに

す

、食品ロス削減につい

る

てはパネル展等を通し

施

て身近で具体的な啓発

策

を実施した。
（ターゲ

名

ッ
ト）との関
連及び評

6

価

備　　　考

.2ごみの減量・資源化の推進

■　限られた資源の有効活用と最終処分場の延命のため、大量消費・大量廃棄の生活を見直し、ごみの減量・資源化
　を推進する。

■　区民や事業者等のごみの減量・資源化の意識を高め、行動変容を促し、ごみの発生抑制、持続可能な資源利用へ
施策の方向　の転換を図る。

( 目 標 )

■　家庭ごみ量については、世帯と人口の増加に反して、区民一人1日あたりのごみ排出量は減少した
⇒　（平成27年度：561.1ｇ　 　令和元年度：533ｇ）。

■　事業系ごみ量については、平成21年度以降は約43,000ｔとほぼ横ばいで推移している。
■　３Ｒ事業により、ごみ削減と資源化率の向上を図ってきたが、最近では海洋プラスチック問題が注目され、廃プ

現　　　状
　ラスチックの削減が求められている。

■　令和元年度に食品ロス削減法が制定されたが、区の家庭から排出される燃やすごみには、未利用食品が3.6％、
　食べ残し等も2.6％含まれている。

■　燃やすごみの中には資源化できるものが多く含まれているため、正しい分別の徹底により資源化を図るととも
　に、無駄な物を買わない等の行動を普及させることで、ごみ排出量を抑制しなければならない。

■　事業系ごみは、リサイクルできる紙類が多く含まれたまま、その他のごみと一緒に焼却されているため、ごみ減
　量のために

足

分別の徹底が必要とな

立

る。

■　限られた資源

区

の有効活用と環境負荷の低減を図るため、使

令

い捨てプラスチックの

和

資源化と削減を進めて

４

いく必要
課　　　題

年

がある。

■　食品ロス

度

については、SDGs

施

の「飢餓をゼロに」「

策

つくる責任つかう責任

評

」の目標達成に向けて

価

、社会全体のさ　

　ら

調

なる「もったいない」

書

意識の向上が必要であ

(

る。

■　限られた資源

令

を有効活用するため、

和

「混ぜればごみ　分け

３

れば資源」をわかりや

年

すく周知し、分別の徹

度

底を図る

　とともに、

事

区民に対して３Ｒを広

業

く、粘り強く啓発し、

実

ごみ排出量の抑制を図

施

るとともに、資源回収

)

量及び資源化

　率を向

1

上させていく。

■　オフィスビルや商業施設
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　値 - 3.6 - 4.1 R6 2.76

達　成　率 0% 0% 0% 77% 0% 0% 0% 67% -

指標名 ②【成果】資源化率

定義等【資源行政回収量+集団回収量+燃やさないごみ・粗大ごみ資源化量）÷（家庭ごみ排出量+資源行政回収量+集団回収量】
指
単　位 ％ 平成30年度 平成31年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度

目　標　値標
目　標　値 24 19.8 20.1 20.5 20.9

(5)
実　績　値 19.08 19.05 19.98 19.79 R6 21.5

達　成　率 80% 89% 96% 89% 99% 93% 97% 92% -

指標名 ②【活動指標】資源回収量

定義等行政回収量+集団回収量
指
単　位 t 平成30年度 平成31年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度

目　標　値標
目　標　値 - - 31,100 31,100 31,200

(6)
実　績　値 - - 33,136 31,896 R6 30,900

達　成　率 0% 0% 0% 0% 107% 107% 103% 103% -

単位:千円

3 投入コスト 平成30年度 平成31年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度

事業費 6,004,435

人件費 1,644,603

総事業費 7,649,038

前年比(金額) 96,983

2 施策指標 ※達成率＝左欄:当該年度目標値に対する達成率　右欄:R6年度目標値に対する達成率
指標名 ① ※【成果ー1】区民一人1日あたりの家庭ごみ排出量　低減目標

定義等区収集ごみ量÷人口（該当年度の１月１日現在）÷365日　
指
単　位 g 平成30年度 平成31年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度

目　標　値標
目　標　値 532.8 520 510 500 490

(1)
実　績　値 530.5 533 547.2 532.8 R6 470

達　成　率 100% 89% 98% 88% 93% 86% 94% 88% -

指標名 ① ※【成果ー2】区内のごみ量（区収集ごみ量+事業系持込ごみ量）　低減目標

定義等 ※区収集ごみ量+事業系持込ごみ量　事業系持込ごみ量は8月に確定
指
単　位 t 平成30年度 平成31年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度

目　標　値標
目　標　値 174,767 173,755 170,400 167,400 165,400

(2)
実　績　値 177,724 178,658 177,741 173,721 R6 158,400

達　成　率 98% 89% 97% 89% 96% 89% 96% 91% -

指標名 ①【活動ー1】プラスチックごみ削減のため、マイバッグを使うなどして不要なレジ袋を断っている区民の割合

定義等足立区政に関する世論調査
指
単　位 ％ 平成30年度 平成31年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度

目　標　値標
目　標　値 - - - - 75

(3)
実　績　値 52 56.5 75.9 79.3 R6 75

達　成　率 0% 69% 0% 75% 0% 101% 0% 106% -

指標名 ① ※【活動ー2】家庭ごみにおける未利用食品の割合　低減目標

定義等ごみの組成調査
指
単　位 ％ 平成30年度 平成31年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度

目　標　値標
目　標　値 - - - - 3.1

(4)
実　績

90



み

あった。一方世論調査

量

では、食品ロス削減に

は

つながる買い物時の行

約

動実施率が5割弱と

い

4

う状況であり、啓発を

,

さらに推進していく必

0

要があると考えられる

0

。

　フードシェアリン

0

グサービスの登録店舗

t

数は、令和4年3月末

と

時点で19店舗となり

大

、利用実績は令和2年

き

度の618件から令和

く

3年度

3,624件と

減

増加傾向にある。事業

少

系の食品ロス削減に向

し

けてフードシェアリン

た

グの周知および未利用

。

食品の活用について周

区

知が必

要と考えられる

内

。

2)達成状況と原因

人

分析を踏まえた今後の

口

方向性

　プラスチック

は

資源循環推進法が施行

微

され、市区町村にプラ

減

スチックの分別収集が

し

努力義務として課せら

た

れたことを踏まえ、区

も

民

にわかりやすい分別

の

ルールとすることで、

の

資源回収量の拡大を図

、

り、家庭から排出され

ご

るプラスチック製容器

み

包装と製品プラスチ

ッ

量

クの分別収集の実施（

が

令和6年度目標）に向

大

けて、令和4年度に収

き

集曜日等の具体的スキ

く

ームを検討し、CO2

減

削減に繋げていく。

少

また、事業系ごみの再

し

利用率を向上させるた

た

め、分別の徹底及び排

た

出物の再資源化をSN

め

S及び区広報を通じて

、

呼びかける等、啓

発活

区

動を行うほか、事業所

民

を対象とした排出指導

一

を実施する。家庭系の

人

食品ロス削減に向けて

1

、賞味期限や在庫の確

日

認等、食品を

使い切る

あ

ための身近な行動を啓

た

発していく。また、事

り

業系の食品ロスについ

の

ては、フードシェアリ

ご

ングアプリの活用や未

み

利用食品

のフードバン

量

ク等への寄贈促進等を

も

推進するとともに、飲

4

減

食店における小盛メニ

少

ュー等食べきりの取り

し

組みについて、事業者

た

への

働きかけを進めて

。

いく。

　使い捨てプラスチックの削減に向け

【

て、引き続きマイバッ

指

グ推奨によるレジ袋削

標

減を図るとともに、区

2

民に対するマイボトル

】

の

使用を推進していく

区

。

内のごみ量は、燃

担

やすごみ・燃やさない

当

ごみは、令和2年度よ

部

りは大きく減少した。

に

一方粗大ごみについて

お

は、コロナ

禍における

け

断捨離の傾向が続いた

る

ためか、排出量はほぼ

評

横ばいとなった。

　一

価

方、事業系ごみ量は、

（

事業活動の再開に伴い

部

ごみの量が増えた事業

長

所もあったが、コロナ

評

禍の影響を強く受けた

価

飲食店業から

のごみ量

－

が大きく減少したため

１

、事業系ごみ全体とし

次

ては令和2年度に比べ

評

やや減少した。

【指標

価

3】レジ袋の有料化や

）

SNSや広報等による

そ

啓発により一定程度、

の

区民に定着してきてい

１

ると考えられ、レジ袋

1

を断っている区

民は、

)

約8割と高い割合を示

施

している。一方で年代

策

別にみると18～29

の

歳は他の年代に比べ低

達

い状況にあり、比較的

成

若い世代への普

及啓発

状

方法を工夫し実践して

況

もらうことで、更なる

と

ごみ減量効果が期待で

そ

きる。

【指標4】令和

の

元年度に比べ、家庭ご

原

みにおける未利用食品

因

の割合は増となってい

の

る（令和2年度はコロ

分

ナ禍により組成調査未

析

実施

）。令和元年度に

【

比較した場合、外出制

指

限等コロナ禍による生

標

活の変化の影響が残っ

1

ていると考えられる。

】

【指標5】家庭ごみ量

令

も大きく減量したが、

和

資源回収量も大きく減

2

少したため、資源化率

年

は令和2年度と比較し

度

、ほぼ横ばいとなっ

た

よ

。

【指標6】令和2年

り

度と比較すると行政回

も

収はペットボトル回収

、

量は増加したものの、

コ

古紙・びん・缶等はほ

ロ

ぼ横ばいとなった。燃

ナ

やさないごみ量そのも

禍

のが大きく減少したこ

に

ともあり、それに比例

よ

し資源化量も大きく減

る

少した。また、集団回

社

収については、コ

ロナ

会

禍による活動自粛もあ

生

り回収量が減少した。

活

　今後もコロナ禍の外

上

出自粛要請等により、

の

ごみ量や資源回収量が

影

影響を受けることが見

響

込まれる。ごみや資源

が

の収集運搬は区民

生活

軽

に欠かせない事業であ

減

ることから、感染リス

さ

ク対策を十分に行い、

れ

安定的に継続していく

た

。

　令和3年12月に

た

食品ロス削減に向けて

め

商業施設で環境パネル

か

展を実施し冷蔵庫整頓

、

術を紹介したところ、

家

アンケート回答者の9

庭

割

が紹介した取り組み

ご

を実施したいと回答が

91



られる事務事業の評価結果
事務事業 施策への

事務事業名 事業費 人件費総事業費課長評価 担当課コ ー ド 貢献度

5 庁内評価委員会－２次評価 6 区民評価委員会－最終評価

庁内評価委員会の評価 区民評価委員会の評価 反映結果

達成状況

方 向 性

評価の反映結果

公共施設資源化物回収事業 庁舎管理課3555 10,795 4,376 15,171休止・終了 Ｂ

清掃関係一般管理事務 ごみ減量推進課3868 2,345 30,632 32,977現状維持 Ｂ

清掃管理事務負担金支出事務 ごみ減量推進課3869 952 875 1,827現状維持 Ａ

有料ごみ処理券販売事業 ごみ減量推進課3871 23,727 14,878 38,605現状維持 Ｂ

東京二十三区清掃一部事務組合分担金の支出事務 ごみ減量推進課3874 2,667,804 1,750 2,669,554現状維持 Ａ

ごみ収集運搬事業 足立清掃事務所3875 1,903,057 1,156,616 3,059,673改善・変更 Ａ

清掃車両運営事業 足立清掃事務所3876 43,616 168,224 211,840 縮小 Ｃ

し尿収集運搬事業 足立清掃事務所3877 14,950 13,128 28,078改善・変更 Ｂ

資源化物行政回収事業 足立清掃事務所3878 992,858 52,512 1,045,370 拡充 Ａ

集団回収支援事業 ごみ減量推進課3879 69,464 28,360 97,824改善・変更 Ａ

浄化槽清掃助成事業 ごみ減量推進課3880 126 3,501 3,627現状維持 Ａ

事業系廃棄物処理事務 ごみ減量推進課3881 2,235 40,259 42,494現状維持 Ａ

リサイクルセンター施設の維持管理事業 環境政策課3884 28,331 14,748 43,079改善・変更 Ｃ

３Ｒ（リデュース・リユース・リサイクル）推進事業 ごみ減量推進課3888 10,930

3

28,360 39,2

)

90改善・変更 Ａ

清掃

施

事務所の運営事務 足立

施

清掃事務所3895 1

策

02,224 82,0

の

08 184,232現

手

状維持 Ａ

環境清掃関係

段

施設改修事業 ごみ減量

と

推進課22443 13

し

1,021 4,376

て

135,397休止・

位

終了 Ｂ

合計１６事業 6

置

,004,435 1,

付

644,603 7,6

け

49,038
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施

る。

■  様々な形態の

策

介護予防事業を実施し

の

て高齢者の参加を促し

概

、介護予防の必要性の

要

認識や正しい知識の向

柱

上を図る

■  。 認知症

立

は早めのケアやサポー

て

ト体制を整えることで

8

進行を遅らせることが

【

できる。そのため、「

く

介護予防チェ

ックリス

ら

ト（元気な高齢者を対

し

象に３年に１度実施）

】

」を活用し、認知症に

い

早く気づき、住み慣れ

つ

た地域で暮らし続

けら

ま

れる仕組みの構築やサ

で

ポートする人材の育成

も

を進め、医療機関や介

健

護保険につなげていく

康

■  。 住み慣れた地域

で

に継続して暮らせるよ

住

う、高齢者を見守る仕

み

組みの構築や、住まい

続

の確保に向けた相談・

け

連携体制を強化してい

ら

く。
方　　　針■  自

れ

宅での介護が特に困難

る

な特養入所待機者が、

安

１年以内に入所できる

心

床数を確保するため、

な

計画的に施設の整備

を

く

■  進めていく。 住み

ら

慣れた場所で人生を全

し

うできるよう、人生の

施

終末期を迎えるために

策

必要な医療や介護の連

群

携

体制を整える。

担当

名

課名高・地域包括ケア

7

推進課（取りまとめ）

高

電話番号03-388

齢

0-5885 E-ma

者

il care-s@c

、

ity.adachi

障

.tokyo.jp

■

が

区内不動産協会と庁内

い

住宅部局と連携し、相

者

談者に寄り添った伴走

な

支援を実施している。

ど

■認知症の早期発見後

の

、地域住民や介護事業

生

所との協働が行われて

活

いる。

■介護予防事業

の

の開催場所として、令

サ

和3年度からアリオ西

ポ

新井、トヨタモビリテ

ー

ィ東京足立保木間店と

ト

協働し、令

協働・協創

体

和４年度からは足立成

制

和信用金庫とも協働を

を

予定している。

の取組

充

み■地域支援事業とし

実

て介護保険課から、地

す

域包括ケア推進課、高

る

齢福祉課へ予算配付し

施

、さらに、一般介護予

策

防事業

の一部を地域包

名

括ケア推進課からスポ

7

ーツ振興課へ執行委任

.

している。

■絆づくり

1

担当課とも地域支援お

高

よび地域包括ケアシス

齢

テム構築に向けて連携

者

・協働している。

■ 【

が

目】3(目標直結)【

住

関】介護予防ﾁｪｯｸ

み

ﾘｽﾄにより介護等が

慣

必要となる高齢者を早

れ

期発見し、適切な介護

た

予防事業等

に繋げるこ

地

と、自宅で介護が困難

域

な方が特養入所できる

で

ことが本目標と関連【

暮

評】指標1,2は目標

ら

値の7割以上達成、
Ｓ

し

ＤＧｓが
認知症未受診

続

者が医療や介護の専門

け

機関に繋がり、特養の

ら

整備済床数目標も達成

れ

■しており効果有【目

る

】11(目標直
目指す

、

目標
結)【関】賃貸住

地

宅を活用した住宅確保

域

施策や、認知症の早期

包

発見で専門機関に繋げ

括

る認知症施策、特養入

ケ

所ができ
（ターゲッ

る

ア

よう進める増床整備施

シ

策等が本目標と関連【

ス

評】指標4は成約率6

テ

6.7%であり目標の

ム

実現に結びつき、認知

な

症未受診
ト）との関

の

ど

人のうち26.4％が

の

医療や介護の専門機関

体

に繋がり、特養整備済

制

床数目標2,903床

の

を達成しており効果有

充

■ 【目】17
連及び評

実

価
【タ】17.17【

■

関】効果的なﾊ゚ーﾄﾅーｼｯﾌ゚は、認知

住

症の人が住み慣れた地

み

域で生活を継続、特養

慣

の整備を公募すること

れ

は本目標と関連【評】

た

医療、介護、地域と繋

地

がりができ、特養は整

域

備方針に基づき計画が

で

進み効果有

備　　　考

暮らし続けられるよう、さらなる介護予防の推進、医療介護連携の強化、住まいの確保に取組

む。

■  認知症になっても現在の暮らしを継続するために、認知症への区民の理解を深め、サポートや相談体制の充実を
施策の方向図る。

( 目 標 )

■  介護認定を受けていない高齢者へのアンケート調査（令和元年度）では、介護が必要となったとき、63.8％の方
■  が「介護サービスを利用しながら自宅で生活したい」と一番多く回答している。 75歳以上単身世帯へのアンケー

ト調査（令和元年度）では、52.1％の方が「ひとりで暮らすことについて不安を感じる」と答えている。

■  全国居住支援活動実施団体への調査（平成30年度厚労省事業）では、37.1％の活動団体が「支援対象は高齢者が
現　　　状 ■  一番多い」と一番多く回答している。 特別養護老人ホーム（特養）の入所待機者数は平成29年度以降年々増加し

■  、令和２年６月時点で、約2,500名となっている。 在宅サービス事業所へのアンケート調査（令和元年度）では、

33.2％の事業所が「医療機関と連携していない」と答えている。

■  筋力などの体力だけでなく、口腔・栄養など高齢者が自分自身に必要な

足

ことを理解し、自ら介

立

護予防に取組む意

識を

区

高めなければならない。

■  「認知症」の方

令

は一人ひとり疾病状況

和

や家族構成、住まいの

４

環境などが異なり、家

年

族だけで、かつ画一的

度

なケア

の仕組みだけで

施

支えていくことは困難

策

である。

■  経済的な

評

理由や見守りが必要と

価

の理由により、住まい

調

が確保できない高齢者

書

への支援ニーズが高ま

(

っている。
課　　　題

令

■  自宅での介護が特

和

に困難な場合など、入

３

所する必要性の高い高

年

齢者が速やかに特養へ

度

入所できるよう、高齢

事

者の

受入数を増やす必

業

要がある。

■  在宅で

実

の暮らしを継続するた

施

めには、医療と医療、

)

医療と介護など、その

1

人にあった支援のための連携強化が必

要であ
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6 110

達　成　率 0% 0% 0% 0% 0% 0% 40% 29% -

指標名【活動1-4】特別養護老人ホーム整備済床数（累計）

定義等足立区特別養護老人ホーム整備方針において定められた整備済床数
指
単　位 床 平成30年度 平成31年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度

目　標　値標
目　標　値 - - 2,813 2,903 3,053

(5)
実　績　値 - - 2,813 2,903 R6 3,483

達　成　率 0% 0% 0% 0% 100% 81% 100% 83% -

指標名【活動1-5】自宅での看取りの件数（人口10万人あたりの件数）

定義等介護保険被保険者のうち、自宅で看取った人数
指
単　位 件 平成30年度 平成31年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度

目　標　値標
目　標　値 - - - - -

(6)
実　績　値 128.8 - - - R6 170

達　成　率 0% 76% 0% 0% 0% 0% 0% 0% -

単位:千円

3 投入コスト 平成30年度 平成31年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度

事業費 72,703,697

人件費 745,115

総事業費 73,448,812

前年比(金額) 2,019,180

2 施策指標 ※達成率＝左欄:当該年度目標値に対する達成率　右欄:R6年度目標値に対する達成率
指標名【成果1】介護が必要になっても今の地域で安心して暮らし続けられると思う高齢者の割合

定義等介護予防チェックリストで「要介護になっても地域で安心して暮らし続けられると思う」と答えた区民の割合
指
単　位 ％ 平成30年度 平成31年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度

目　標　値標
目　標　値 - - 66 67 68

(1)
実　績　値 - - 65.8 66 R6 70

達　成　率 0% 0% 0% 0% 100% 94% 99% 94% 0

指標名【活動1-1】区が実施する介護予防事業に参加した高齢者の割合

定義等区が実施する介護予防事業に参加した高齢者の割合
指
単　位 ％ 平成30年度 平成31年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度

目　標　値標
目　標　値 - - 16 17 18

(2)
実　績　値 - - 15.51 24.4 R6 20

達　成　率 0% 0% 0% 0% 97% 78% 144% 122% -

指標名【活動1-2】チェックリストで認知症の疑いが判明し医療機関や介護保険につなげた高齢者の割合

定義等介護予防チェックリストの結果、認知症の疑いのあった高齢者で医療や介護等の専門機関につながった人の割合
指
単　位 ％ 平成30年度 平成31年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度

目　標　値標
目　標　値 - - 28 30 33

(3)
実　績　値 - - 26.3 26.4 R6 40

達　成　率 0% 0% 0% 0% 94% 66% 88% 66% -

指標名【活動1-3】あだちお部屋さがしサポート事業の高齢者利用者数

定義等高齢者住宅あっせん及び個別寄り添い相談を利用した件数
指
単　位 人 平成30年度 平成31年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度

目　標　値標
目　標　値 - - - 80 29

(4)
実　績　値 - - - 32 R
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携

リストで把握した情報

を

を基に、介護予防事業

し

を展開していく。

【活

て

動1-1】３密回避を

い

継続する高齢者向けの

る

対策や、コロナ禍によ

。

って事業の中止がない

地

よう、新しい生活様式

域

に対応した事業

のあり

包

方を検討していく。

【

括

活動1-2】引き続き

支

感染予防を行いながら

援

、実態把握訪問を継続

セ

実施する。

【活動1-

ン

3】引き続き、区内不

タ

動産協会と連携し、相

ー

談者に寄り添った伴走

へ

支援を実施していく。

の

【活動1-4】「足

相

立区特別養護老人ホー

談

ム整備方針」に基づき

件

、特に優先度の高い入

数

所待機者の解消を目指

は

し、計画的に整備を進

前

める。令和４年度の公

年

募では、民有地１施設

比

、区有地（旧本木東小

で

学校跡地）１施設、計

9

２施設の整備・運営事

%

業者を着実に選定

する

増

。今後も、事業者が特

加

別養護老人ホームの運

し

営に参入しやすいよう

た

、積極的に公有地を活

。

用することで、安定的

コ

な施設整備を

行ってい

ロ

く。また、令和３年度

ナ

には、ショートステイ

禍

から特別養護老人ホー

で

ムへの転換に、区が同

人

意する際の要件を定め

と

ており、

引き続き特別

つ

養護老人ホームの定員

な

確保を進めていく。

【

が

活動1-5】「見える

る

化」システムの更新頻

こ

度を考慮し、今後も原

と

因分析ができないため

自

、本指標は廃止する。

体が困難な状況であり、

4

長引く外出自粛も影響し、目標値

に至らなか

担

った。

【活動1-1】

当

コロナ禍の影響により

部

、介護予防事業を一部

に

中止せざるを得なかっ

お

たことが、地域包括支

け

援センターと連携し、

る

チラ

シ配布、実態把握

評

等、コロナ禍でも地域

価

の高齢者に情報を伝え

（

る工夫を行ったことに

部

より実績につながった

長

。

【活動1-2】新型

評

コロナウイルス感染症

価

流行のため、緊急事態

－

宣言発令中及びまん延

１

防止等重点措置適用期

次

間は、地域包括支援セ

評

ンターが実態把握訪問

価

を控えたため、目標を

）

下回った。

【活動1-

そ

3】令和３年度に、足

の

立区住宅あっせん事業

１

は、あだちお部屋さが

1

しサポート事業に移行

)

した。そのため、令和

施

３年度の

実績値は、あ

策

だちお部屋さがしサポ

の

ート事業「寄り添いお

達

部屋紹介」を利用した

成

高齢者数のみとなって

状

いる。「寄り添いお部

況

屋紹

介」の年間最大受

と

付数は48件であり、

そ

例年の住宅相談の総件

の

数に占める高齢者の割

原

合（約6割）を考慮し

因

、令和４年度以降の目

の

標

値（29件）を設定

分

した。なお、令和３年

析

度「寄り添いお部屋紹

【

介」分の達成状況とし

成

ては当初の目標を上回

果

っている。新規事業と

1

してマスコミへのプレ

】

スリリースや、地域包

介

括支援センター等の関

護

係機関へ周知したこと

予

が要因のひとつと考え

防

られる。

【活動1-

チ

4】令和３年度４月、

ェ

中央本町二丁目に１施

ッ

設（90床）開設し、

ク

目標値を達成した。現

リ

在２施設を整備中であ

ス

り、令和４

年11月新

ト

田地区１施設（150

の

床）、令和５年９月花

デ

畑地区１施設（135

ー

床）開設予定である。

タ

また、令和３年度は２

を

法人を選定した

（２施

基

設合計285床）。「

に

足立区特別養護老人ホ

、

ーム整備方針」に基づ

地

き、計画的に事業者を

域

選定してきている。

【

包

活動1-5】本指標は

括

、厚生労働省の地域包

支

括ケア「見える化」シ

援

ステムを参照している

セ

が、数値の更新にタイ

ン

ムラグ（約３年）

が生

タ

じているため、施策の

ー

達成状況の判断および

と

原因分析はできない。

実

2)達成状況と原因分

態

析を踏まえた今後の方

把

向性

【成果1】今後も

握

地域包括支援センター

等

との連携、区民からの

の

問い合わせを参考にし

連

て、介護予防チェック
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られる事務事業の評価結果
事務事業 施策への

事務事業名 事業費 人件費総事業費課長評価 担当課コ ー ド 貢献度

5 庁内評価委員会－２次評価 6 区民評価委員会－最終評価

庁内評価委員会の評価 区民評価委員会の評価 反映結果

達成状況

方 向 性

評価の反映結果

<<別紙の通り>>

合計４９事業 72,703,697 745,11573,448,812

3)施施策の手段として位置付け
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老人 住

9

27,637 273,

1

067改善・変更 Ａ

介

7

護保険特別会計繰出金

,

高・介護保険課370

2

5 9,830,109

4

88 9,830,19

3

7現状維持 Ａ

シルバー

3

ピア管理事務 建・住宅

0

課4002 215,6

,

18 22,040 23

区

1

7,658現状維持 Ａ

1

高齢者向け優良賃貸住

2

宅助成事業 建・住宅課

現

4003 19,640

状

4,376 24,01

維

6現状維持 Ｂ

介護保険

持

一般事務 高・介護保険

Ｂ

課4245 477,5

あ

97 100,779 5

い

78,376現状維持

推

あ

Ｂ

地域包括支援センタ

い

ーの管理運営事業 高・

サ

介護保険課4257 9

ー

14,788 13,5

ビ

49 928,337改

ス

善・変更 Ａ

家族介護慰

セ

労事業 高・介護保険課

ン

4259 600 438

タ

1,038現状維持 Ｂ

ー

住宅改修支援事業（理

進

事

由書作成） 高・介護保

業

険課4262 68 43

高

8 506現状維持 Ｂ

認

・

知症高齢者支援事業 高

高

・介護保険課4264

齢

9,064 7,002

福

16,066改善・変

祉

更 Ａ

国庫支出金等の返

課

還金 高・介護保険課4

3

266 231,235

課

6

88 231,323現

7

状維持 Ｂ

一般会計繰出

8

金 高・介護保険課42

2

67 423,185 8

,

8 423,273現状

1

維持 Ｂ

第１号被保険者

1

保険料還付金 高・介護

5

保険課4269 30,

1

121 17,504 4

,

7,625現状維持 Ｂ

3

7

要介護認定事務 高・介

5

護保険課4270 24

0

7,044 93,48

3

9 340,533現状

,

維持 Ａ

介護保険給付準

8

備基金積立金 高・介護

6

保険課4273 1,0

5

87,126 88 1,

現

087,214現状維

状

持 Ａ

介護保険システム

5

維

開発事務 高・介護保険

持

課4274 33,53

Ａ

9 13,128 46,

介

667現状維持 Ａ

鹿浜

護

いきいき館悠々館運営

人

事業 住区推進課461

材

7 3,408 18,3

の

79 21,787現状

確

維持 Ａ

介護保険給付事

保

務 高・介護保険課10

7

・

377 56,319,

定

037 65,3815

着

6,384,418現

事

状維持 Ａ

集合住宅高齢

業

者総合支援事業 高・地

高

域包括推進課1072

・

9 12,470 438

高

12,908改善・変

齢

更 Ａ

在宅医療・介護連

福

携推進事業 高・介護保

8

祉

険課21040 18,

課

351 22,848 4

3

1,199改善・変更

6

Ａ

認知症施策推進事業

7

高・介護保険課210

9

42 30,001 10

4

,502 40,503

0

改善・変更 Ａ

地域包括

,

ケアシステム推進事業

3

高・地域包括推進課2

7

9

1160 15,919

8

25,818 41,7

6

37改善・変更 Ａ

介護

,

予防・生活支援サービ

1

ス事業 高・介護保険課

2

21375 1,160

6

,017 16,456

4

1,176,473改

6

善・変更 Ａ

一般介護予

,

防事業 高・介護保険課

施 9

5

21385 162,9

2

25 61,618 22

4

4,543 拡充 Ａ

生活

拡

支援体制整備事業 高・

充

介護保険課21454

Ａ

56,369 8,75

老

2 65,121 拡充 Ａ

人

地域ケア会議推進事業

ク

高・介護保険課216

ラ

30 900 4,376

0

ブ

5,276改善・変更

指

Ａ

認知症ケア推進事業

導

高・地域包括推進課2

助

2045 1,765 1

成

7,504 19,26

事

9改善・変更 Ａ

特別養

業

護老人ホーム等の改修

高

事業【投資】 高・高齢

・

福祉課22292 37

高

9,512 2,626

2

齢

382,138 拡充 Ｂ

福

合計４９事業 72,7

祉

03,697 745,

課

11573,448,

3

812

682 23

,

,0

別紙

3

8

)施策の手段として位

7

置付けられる事務事業

1

の評価結果
事務事業 施

7

策への
事務事業名 事業

,

費 人件費総事業費課長

8

評価 担当課コ ー ド

2

貢献度

4

1

40,911現状維持

8

Ａ

敬老祝い事業 高・高

8

齢福祉課3683 75

2

,062 10,275

,

85,337現状維持

9

Ｂ

要介護高齢者家族会

設 7

の育成支援事業 高・高

8

齢福祉課3685 83

現

1,750 1,833

状

現状維持 Ｂ

授産場の管

維

理運営事業 高・高齢福

持

祉課3689 12,8

Ｂ

01 6,126 18,

老

927 縮小 Ｂ

地域包括

人

支援センター運営事業

会

高・地域包括推進課3

維

館

690 57,572 1

運

5,072 72,64

営

4改善・変更 Ａ

特別養

委

護老人ホーム等の整備

託

助成事業 高・介護保険

事

課3691 119,4

務

64 30,632 15

住

0,096 拡充 Ａ

在宅

区

サービスセンター西新

推

井管理運営委託事業 高

持

進

・高齢福祉課3692

課

11,804 4,37

3

6 16,180現状維

5

持 Ｂ

介護保険事業者支

7

援施設等の管理運営事

9

業 高・高齢福祉課36

1

93 28,208 17

3

,504 45,712

,

現状維持 Ｂ

軽費老人ホ

2

ームの管理運営事業 高

補

2

・高齢福祉課3694

7

79,243 4,37

1

6 83,619現状維

,

持 Ｂ

高齢者訪問理美容

8

・寝具乾燥事業 高・高

3

齢福祉課3695 10

8

,690 6,093 1

1

6,783 拡充 Ｂ

高齢

5

者入浴事業 高・高齢福

,

祉課3696 118,

修

0

901 5,445 12

6

4,346現状維持 Ｂ

5

高齢者日常生活用具給

現

付事業 高・高齢福祉課

状

3697 7,575 8

維

,946 16,521

持

現状維持 Ｂ

高齢者福祉

Ａ

電話設置事業 高・高齢

在

福祉課3698 132

宅

875 1,007 縮小

事

福

Ｃ

緊急通報システムの

祉

設置事業 高・高齢福祉

事

課3700 17,80

務

6 11,344 29,

高

150現状維持 Ｂ

配食

・

サービス促進事業 高・

高

高齢福祉課3701 4

齢

,555 1,750 6

福

,305現状維持 Ｂ

高

祉

齢者住宅改修給付事業

務

課

高・高齢福祉課370

3

2 27,102 7,6

6

50 34,752 拡充

7

Ｂ

紙おむつの支給事業

7

高・高齢福祉課370

1

3 114,375 10

2

,502 124,87

,

7現状維持 Ｂ

介護保険

8

事務 高・介護保険課3

6

704 245,430
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紙面構成の都合により、本ページ余白 
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施

障がい福祉の推進を図

策

っている。

協働・協創

の

の取組み

【目標】3す

概

べての人に健康と福祉

要

を【ターゲット】3.

柱

4非感染性疾患による

立

若年死亡率を減少させ

て

、精神保健・福祉

を促

8

進する【関連する理由

【

】障がい福祉施策の推

く

進による福祉の促進【

ら

評価】様々な障がい福

し

祉サービスを展開する

】

ＳＤＧｓが
ことで、障

い

がい児・者と家族が安

つ

心して暮らすことがで

ま

きるよう努めており、

で

サービス利用は着実に

も

増えている。
目指す目

健

標
【目標】10人や国

康

の不平等をなくそう【

で

ターゲット】10.2

住

すべての人の能力を強

み

化し、社会・経済・政

続

治への関わり
（ターゲ

け

ッ
を促進する【関連す

ら

る理由】障がい者に対

れ

する差別・偏見等をな

る

くし、障がい者の社会

安

参加を促す【評価】障

心

がい者
ト）との関

への

な

理解を進めることが差

く

別・偏見の解消につな

ら

がるものと考え、小中

し

学生を対象とした理解

施

促進教育の推進や、権

策

連及び評価
利擁護・虐

群

待防止研修等に取り組

名

んできたが、さらに強

7

化し、推進していく。

高

備　　　考

齢者、障がい者などの生活のサポート体制を充実する

施策名7.2障がい者などが必要なときに必要な支援を受けられる体制の充実

■　必要な支援を適切なサービスにつなぐ相談支援を充実させることにより、住み慣れた地域で必要な支援を受けら
れるようにする。

■　発達支援が必要な児童に対しての気づきや発見の仕組みを構築することで、適切な支援につながる相談を円滑に
施策の方向実施する。

( 目 標 )

■　相談支援事業所が不足していることから、障がい者が日常的に感じている生活のしづらさを解決するための、適
切な障がい福祉サービスと結びつける支援が不十分である。

■　特に、在宅サービス利用者において、より適切なサービス利用に結びつけるための、相談支援事業所によるケア
プランの作成率が低くなっている。

現　　　状■　人口増にあわせ障がい児の数も微増傾向が続き、発達障がい児や、ＮＩＣＵなど医療の発達を背景とする重症心
身障がい児・医療的ケア児が増えている。

■　本人が常に最適なサービスを受けるためには、相談支援専門員によるケアプランの作成やモニタリングが重要で
あるため、それらを担う相談支援事業所の拡大が必要である。

■　発達に特別な配慮を必要とする子どもや、医療的ケア児等への適切な対応を行うためにも、早い時期から発達段
階に応じた支援を行っていくことが必要である。

課　　　題

■　相談支援事業所

足

の拡充に取組み、利用

立

者が本来必要とするサ

区

ービスを受けられるようにすることで、障が

令

い福祉

サービスの利用

和

者満足度の向上につな

４

げる。

■　発達に特別

年

な配慮を必要とする子

度

どもの気づきや発見の

施

仕組みを充実させ、相

策

談を必要とする保護者

評

を支援して

いく。

方　

価

　　針

担当課名障がい

調

福祉課（取りまとめ）

書

電話番号03-388

(

0-5407 E-ma

令

il s-fukusi

和

@city.adac

３

hi.tokyo.j

年

p

　障がい者団体や社

度

会福祉法人・特定非営

事

利活動法人はもとより

業

、福祉のまちづくりで

実

は店舗を含む民間施設

施

や鉄道

事業者と、また

)

外出支援ではタクシー

1

事業者やガソリンスタンドなどと協働して、
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9% 67% 94% 68% 94% 73% 101% 78% -

指標名

定義等
指
単　位 平成30年度 平成31年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度

目　標　値標
目　標　値

(5)
実　績　値 R6

達　成　率

指標名

定義等
指
単　位 平成30年度 平成31年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度

目　標　値標
目　標　値

(6)
実　績　値 R6

達　成　率

単位:千円

3 投入コスト 平成30年度 平成31年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度

事業費 25,515,469

人件費 1,724,240

総事業費 27,239,709

前年比(金額) 1,150,242

2 施策指標 ※達成率＝左欄:当該年度目標値に対する達成率　右欄:R6年度目標値に対する達成率
指標名【成果1】在宅で障害福祉サービスを利用する障がい児・者への満足度調査で肯定的な回答をした人の割合

定義等計画策定時に実施する調査で、障がい福祉施策の満足度を、満足している、やや満足していると答えた人の割合
指
単　位 ％ 平成30年度 平成31年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度

目　標　値標
目　標　値 - 75 - - 75

(1)
実　績　値 - 62.1 - - R6 75

達　成　率 0% 0% 83% 83% 0% 0% 0% 0% -

指標名【活動1】指定特定相談支援事業所の箇所数

定義等各年３月１日時点における足立区が指定した指定特定相談支援事業所の箇所数
指
単　位か所 平成30年度 平成31年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度

目　標　値標
目　標　値 40 45 50 50 50

(2)
実　績　値 32 28 31 28 R6 50

達　成　率 80% 64% 62% 56% 62% 62% 56% 56% -

指標名【成果2】こども支援センターげんきにおける発達相談件数

定義等来所相談・電話相談、保健センターでの出張相談を受けた件数の合計
指
単　位 件 平成30年度 平成31年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度

目　標　値標
目　標　値 1,000 1,100 1,150 1,260 1,270

(3)
実　績　値 1,258 1,244 1,250 1,311 R6 1,290

達　成　率 126% 98% 113% 96% 109% 97% 104% 102% -

指標名【活動2】「気づきのしくみ」から発達相談につながった件数

定義等「気づきのしくみ」から相談につながった件数
指
単　位 件 平成30年度 平成31年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度

目　標　値標
目　標　値 75 80 85 85 90

(4)
実　績　値 74 75 80 86 R6 110

達　成　率 9
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ト調査結果を実績値としているため、令和３年度の実績値はな

い。次回実態調査は令和４年度に実施予定である。

指標（２）

【活動指

4

標１】

　障害福祉サービスや障害児通所支援

担

の利用は増えているも

当

のの、相談支援専門員

部

の確保や経営上の課題

に

等から、令和３年度は

お

３

事業所が休止・閉鎖

け

となってしまった。一

る

方で相談支援従事者初

評

任者研修の受講者は増

価

えており、新規の相談

（

支援事業所の開設相

談

部

も入っていることから

長

、引き続き事業所増に

評

取り組んでいく。

指標

価

（３）

【成果指標２】

－

　感染症予防の観点よ

１

り、保健センターでの

次

健診が中止になったり

評

、呼び出し人数を減ら

価

したりしたため、保護

）

者の子育て不安に

十分

そ

に応じることはできな

の

かった。しかし、休園

１

・休校・リモート学習

1

等の生活の中で、保護

)

者と子どもが一緒に過

施

ごす時間が増

えたこと

策

で発達特性に気づき、

の

相談件数は増加してい

達

る。

指標（４）

【活動

成

指標２】

　感染症対策

状

のため、複数人での面

況

談ではなく個別面談を

と

実施したところ、希望

そ

者が60％増加した。

の

面談を通し、保護者に

原

児童の

発達特性を伝え

因

たことで必要な支援に

の

つなげることができた

分

。

2)達成状況と原因

析

分析を踏まえた今後の

指

方向性

　コロナ禍にお

標

いても、障がい福祉等

（

サービスは感染症対策

１

を徹底した上での継続

）

が求められており、区

【

も必要な事業者支援を

成

行

いながら、サービス

果

提供体制の維持に努め

指

てきた。しかし、外出

標

支援を中心とした一部

１

サービスでは利用控え

】

があったり、集団感

染の発生で、事業所を一

障

時閉鎖せざるを得ない

が

事案もあった。

　令和

い

４年度は第６期障がい

福

福祉計画と第２期障が

祉

い児福祉計画の中間年

関

にあたり、次期計画の

連

策定に向け、障がい者

計

等の実態調

査を行う予

画

定である。

　感染症の

を

影響を考慮しつつ、計

策

画の進捗状況を把握し

定

て次期計画の改定に取

す

り組み、各事業の目標

る

の達成を目指す。

際に行う、３年に１度のアンケー
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られる事務事業の評価結果
事務事業 施策への

事務事業名 事業費 人件費総事業費課長評価 担当課コ ー ド 貢献度

5 庁内評価委員会－２次評価 6 区民評価委員会－最終評価

庁内評価委員会の評価 区民評価委員会の評価 反映結果

達成状況

方 向 性

評価の反映結果

<<別紙の通り>>

合計３９事業 25,515,469 1,724,24027,239,709

3)施施策の手段として位置付け

102



障が 福

祉

114,899現状維

課

持 Ａ

幼児発達支援室運

3

営事業 障がい福祉セン

7

ター3752 19,4

1

15 162,376 1

3

81,791現状維持

1

Ａ

障がい者自立支援給

,

付費支給事業 障がい福

2

祉課3762 17,3

3

79,346 374,

祉

5

15717,753,

,

503 拡充 Ａ

障がい者

7

給付事業施行事務 障が

2

い福祉課3764 14

8

,990 6,126 2

8

1,116現状維持 Ｂ

,

予防接種事故措置事業

7

保健予防課3840 1

5

6,275 875 17

2

,150現状維持 Ｂ

地

課

1

域精神保健活動事業 足

,

立保健所中央本町
保総

2

課
3860 8,667

4

228,696 237

4

,363現状維持 Ａ

精

,

神障がい者社会復帰施

4

設運営費等補助事業 足

8

立保健所中央本町
保総

0

課
3861 1,672

改

,687 14,003

3

善

1,686,690改

・

善・変更 Ａ

精神障がい

変

者グループホーム運営

更

費等助成事業 足立保健

Ａ

所中央本町
保総課

38

意

62 604,460 6

思

,301 610,76

疎

1改善・変更 Ａ

精神障

通

がい者ホームヘルプサ

支

ービス事業 足立保健所

7

援

中央本町
保総課

386

事

3 119,595 5,

業

251 124,846

障

統合・終了 Ａ

育成医療

が

事業 足立保健所中央本

い

町
保総課

3864 3,

福

293 4,376 7,

祉

669現状維持 Ａ

障が

課

い者施設運営委託事務

3

障がい福祉課4758

0

7

317,515 4,3

1

76 321,891現

6

状維持 Ａ

地域福祉団体

1

助成事業 障がい福祉課

6

4780 3,389 3

,

,501 6,890現

5

状維持 Ｂ

障がい者給付

0

事業 障がい福祉課14

0

791 225,243

8

157,275 382

6

,

,518現状維持 Ａ

障

2

がい者外出支援事業 障

9

がい福祉課14870

8

311,600 10,

2

145 321,745

4

改善・変更 Ａ

障がい者

,

在宅支援事業 障がい福

7

祉課19772 57,

9

674 7,877 65

8

,551改善・変更 Ａ

6

現

移動支援事業 障がい福

状

祉センター21404

維

518,529 4,3

持

76 522,905現

Ａ

状維持 Ａ

重症心身障が

移

い児（者）在宅レスパ

動

イト事業 障がい福祉課

支

21613 4,348

援

1,750 6,098

事

拡充 Ａ

社会福祉法人施

1

業

設整備助成事業 障がい

障

福祉課21625 0 2

が

,626 2,626現

い

状維持 Ａ

合計３９事業

福

25,515,469

祉

1,724,2402

課

7,239,709

371

,

7 322,

別紙

3)施策の

0

手段として位置付けら

4

れる事務事業の評価結

2

果
事務事業 施策への

事

4

務事業名 事業費 人件費

8

総事業費課長評価 担当

い 0

,

課コ ー ド 貢献度

136 370,17

7

8現状維持 Ｂ

地域活動

9

支援センター事業 障が

3

い福祉課3718 41

3

,200 14,003

,

55,203改善・変

1

更 Ａ

日中一時支援事業

1

障がい福祉課3719

8

2,663 7,002

9

9,665現状維持 Ｂ

福 4

障がい福祉施設の管理

,

運営委託事務 障がい福

1

祉課3721 27,6

9

05 6,126 33,

7

731現状維持 Ａ

障が

現

い福祉施設維持補修事

状

務 障がい福祉課372

維

2 8,973 5,25

持

1 14,224現状維

Ｂ

持 Ａ

障がい支援区分認

祉

心

定事務 障がい福祉課3

身

728 13,062 2

障

6,256 39,31

が

8現状維持 Ａ

難病患者

い

福祉手当の支給事業 障

者

がい福祉課3729 5

の

67,000 10,5

就

02 577,502現

労

状維持 Ａ

心身障がい者

促

（児）医療費等助成事

事

進

業 障がい福祉課373

事

0 110 26,256

業

26,366現状維持

障

Ａ

障がい者福祉手当の

が

支給事業 障がい福祉課

い

3731 1,511,

福

735 10,502 1

祉

,522,237現状

課

維持 Ａ

在宅重度心身障

3

がい者福祉手当の支給

務

7

事業 障がい福祉課37

0

32 344,565 8

8

,849 353,41

4

4現状維持 Ａ

Ｊステッ

,

プ支援事業 障がい福祉

6

センター3741 13

5

,460 4,376 1

3

7,836改善・変更

7

Ｂ

障害者週間記念事業

,

障がい福祉センター3

障

4

742 595 8,75

2

2 9,347改善・変

2

更 Ａ

身体・知的障害者

1

相談事業 障がい福祉セ

2

ンター3743 1,1

,

51 875 2,026

0

現状維持 Ｂ

障がい福祉

7

センター管理運営事務

5

障がい福祉センター3

現

744 53,925 5

が

状

4,877 108,8

維

02現状維持 Ｂ

就労促

持

進定着支援事業 障がい

Ｂ

福祉センター3748

社

765 105,824

会

106,589現状維

福

持 Ａ

障がい者自立生活

祉

支援センター事業 障が

法

い福祉センター374

人

9 6,504 140,

い

運

664 147,168

営

現状維持 Ａ

社会リハビ

助

リテーション室運営事

成

業 障がい福祉センター

事

3750 1,733 8

業

2,808 84,54

障

1現状維持 Ｂ

生活体験

が

室運営事業 障がい福祉

い

センター3751 3,

福

395 111,504

103



紙面構成の都合により、本ページ余白 
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施

■　地域包括支援セン

策

ター等への助言・相談

の

体制を整備していくこ

概

とで、高齢者虐待及び

要

生活破綻の困難ケース

柱

への

　対応力を強化し

立

、高齢者のセーフティ

て

ネットの範囲を広げて

8

、その適切な対応の進

【

行管理を行う。

■　各

く

障がい援護係職員向け

ら

の内部研修を行うとと

し

もに、相談、その支援

】

事業所や通所・入所施

い

設等の外部向けに研

修

つ

や情　報交換会等を実

ま

施し、関係機関との連

で

携強化を図っていく。

も

■　支援が必要な区民

健

に対して、中核機関が

康

支援チーム作りを推進

で

し、確実に成年後見制

住

度等の権利擁護支援に

み

つな
方　　　針

　げて

続

いく。

担当課名高・高

け

齢福祉課（取りまとめ

ら

）

電話番号03-38

れ

80-5982 E-m

る

ail k-servi

安

ce@city.ad

心

achi.tokyo

な

.jp

　地域連携ネッ

く

トワーク協議会や地域

ら

住民による見守り等に

し

より、権利擁護支援の

施

意識を高め、地域連携

策

を進めてい

る。

　また

群

、高齢者虐待の防止と

名

早期発見のため、啓発

7

活動として、年３回、

高

区内警察消防や介護サ

齢

ービス事業者、民生

協

者

働・協創児童委員等と

、

高齢者虐待防止ネット

障

ワーク運営委員会を開

が

催している。

の取組み

い

 【目標】１６平和と

者

公平をすべての人に【

な

ターゲット】１６．１

ど

あらゆる場所において

の

、すべての形態の暴力

生

及び

暴力に関連する死

活

亡率を大幅に減少させ

の

る。【関連する理由】

サ

行政評価を基に、状況

ポ

の推移を把握すること

ー

で権利擁
ＳＤＧｓが

護

ト

の意識を高め、機能充

体

実につながる。【評価

制

】施策指標を基に、状

を

況の推移を把握するこ

充

とができ、虐待防止及

実

び
目指す目標

権利擁護

す

支援の充実を引き続き

る

図っていく。
（ターゲ

施

ッ
ト）との関
連及び評

策

価

備　　　考

名7.3高齢者、障がい者のセーフティネット（虐待対応等）と権利擁護

■  高齢者虐待等への対応力を強化し、セーフティネットの対象を生活破綻の困難ケースにも広げ、高齢者の虐待防
  止のため、権利擁護のさらなる充実を図る。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

■  区職員を含め、関係機関に対する研修・助言等を実施し、虐待防止対応の技術を高め、障がい者の虐待防止のた
施策の方向　め、権利擁護の充実を図る。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

( 目 標 ) ■　地域連携ネットワークの構築・拡充を通じて、社会福祉協議会権利擁護センターあだちの相談事業や地域福祉　
　権利擁護事業等を充実し、成年後見制度の利用促進を図る。

■　平成２９年度より、地域包括支援センターに寄せられた高齢者虐待を全件報告するとともに、対応マニュアルの
　改定を行い、進行管理している。

■　令和２年度より、障がい福祉課に虐待防止・権利擁護担当を新設し、障がい者虐待対応への助言・指導の体制を
　整えている。

現　　　状■　成年後見制度の利用促進に向け、地域連携ネットワーク協議会を立ち上げる等、区と権利擁護センターあだちが
　連携し、中核機関を設置している。

■　困難ケースを対応する地域包括支援

足

センター等が、適切な

立

対応及び客観的な記録

区

作成ができるよう、今後もスキ

　ルアップ　

令

していく必要がある。

和

■　セーフティネット

４

の範囲を、今後増える

年

ことが見込まれる高齢

度

者の生活破綻の困難ケ

施

ースにも広げ、虐待対

策

応に

　準じた適切な対

評

応を行っていくことが

価

必要である。

■　区の

調

身体障がい援護係や関

書

係機関は、虐待につい

(

ての具体的な対応方法

令

をスキルアップするた

和

め、虐待が起きる
課　

３

　　題
　背景や予防策

年

等について学んでいく

度

必要がある。　　　　

事業実

■　中核機

施

関を設置し、成年後見

)

制度等の権利擁護支援

1

につなぐための機能充実を図る必要がある。
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和2年度 令和3年度 令和4年度
目　標　値標

目　標　値 - - - 1,250 1,300
(5)
実　績　値 - 1,166 1,229 1,253 R6 1,400

達　成　率 0% 0% 0% 83% 0% 88% 100% 90% -

指標名【活動３】成年後見制度に関する相談受付件数（権利擁護センターあだち分）

定義等推進機関での成年後見制度や地域福祉権利擁護事業等の利用促進を図ることができる
指
単　位 件 平成30年度 平成31年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度

目　標　値標
目　標　値 - - - 3,700 3,800

(6)
実　績　値 - 3,742 3,992 3,768 R6 4,000

達　成　率 0% 0% 0% 94% 0% 100% 102% 94% -

単位:千円

3 投入コスト 平成30年度 平成31年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度

事業費 303,704

人件費 138,766

総事業費 442,470

前年比(金額) △ 15 , 606

2 施策指標 ※達成率＝左欄:当該年度目標値に対する達成率　右欄:R6年度目標値に対する達成率
指標名【成果１】高齢者虐待及び対応困難ケースの通報件数

定義等虐待及び在宅生活破綻ケースの全件通報を把握する
指
単　位 件 平成30年度 平成31年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度

目　標　値標
目　標　値 - - - 450 480

(1)
実　績　値 - 443 456 493 R6 500

達　成　率 0% 0% 0% 89% 0% 91% 110% 99% -

指標名【活動１】高齢者虐待以外の困難ケースの通報件数

定義等セルフネグレクト・在宅困難ケース等を把握する
指
単　位 件 平成30年度 平成31年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度

目　標　値標
目　標　値 - - - 120 130

(2)
実　績　値 - 103 121 195 R6 150

達　成　率 0% 0% 0% 69% 0% 81% 163% 130% -

指標名【成果２】障がい者虐待通報・相談件数

定義等障がい者虐待案件の通報数を把握する
指
単　位 件 平成30年度 平成31年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度

目　標　値標
目　標　値 - - - 50 60

(3)
実　績　値 - 54 82 51 R6 70

達　成　率 0% 0% 0% 77% 0% 117% 102% 73% -

指標名【活動２】障がい者の虐待相談等に係る関係機関等への助言

定義等障がい者虐待の実態を知るとともに、虐待の防止に寄与することができる
指
単　位 件 平成30年度 平成31年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度

目　標　値標
目　標　値 - - - 40 50

(4)
実　績　値 - 33 52 34 R6 200

達　成　率 0% 0% 0% 17% 0% 26% 85% 17% -

指標名【成果３】区民の成年後見制度利用者数

定義等成年後見制度の活用が促進されている状況を把握することができる
指
単　位 件 平成30年度 平成31年度 令

106



て

の通報・相談について

進

は、関係機関、特に相

行

談支援事業所等に積極

管

的に働きかけ、虐待の

理

疑いがある案件につい

し

て

の情報収集をしてい

て

く。それとともに、虐

い

待防止やその基本的な

る

考え方である障がい者

。

の権利擁護について、

高

関係機関に対して、

学

齢

習会等を企画、開催し

者

、細かく虐待防止につ

虐

いて啓発していく。ま

待

た、令和４年度より義

に

務化される「障がい者

つ

虐待防止の更な

る推進

い

（虐待防止委員会の義

て

務化、研修への参加等

の

）」についても積極的

啓

に周知し、専門家によ

発

る研修等も企画し、関

活

係機関に対

して、気軽

動

に相談され、助言でき

を

る関係性を築いていく

行

。　

　令和３年度から

っ

設置された地域連携ネ

て

ットワーク協議会等を

い

通じて、本人の意思が

る

尊重され、メリットを

が

実感できるような権利

、

擁護支援の地域連携の

令

しくみ作りを実現して

和

いく。また、区と推進

３

機関である権利擁護セ

年

ンターあだちとが中核

度

機関として一体的

に取

は

り組み、権利擁護を必

、

要とする方を適切な支

前

援につなげるため、相

年

互に連携を図っていく

度

。

より３７件の増加となった。これは、在

4

宅生活破綻ケースが増加したこ

とが一因とな

担

っている。

【指標2】

当

経済困窮や認知症、セ

部

ルフネグレクトケース

に

等についても高齢者虐

お

待に準じて対応してお

け

り、令和３年度は、前

る

年度よ

り７４件増加し

評

ている。これは、単身

価

高齢世帯の増加が主な

（

要因と考えられる。

部

指標3】令和２年度に

長

、障がい福祉課内に「

評

虐待防止・権利擁護担

価

当」を設置。関係機関

－

から多数の相談が寄せ

１

られた。相談等

の合計

次

は、８２件と、前年比

評

約１，５倍となった。

価

令和３年度は、５１件

）

となり減少した。長引

そ

く新型コロナウイルス

の

感染症の拡

大の影響で

１

、利用者側は必要最小

1

限のサービス利用とな

)

った。そのことが、養

施

護者・障がい者福祉施

策

設従事者ともに、虐待

の

の疑い

を察知する機会

達

が減り、相談件数が減

成

少した要因の一つにな

状

ったと考えられる。

【

況

指標4】合計数は減っ

と

たが、機会をとらえて

そ

行う、関係機関等への

の

助言は少なくない。令

原

和３年度は、事業所向

因

けに障がい者虐

待防止

の

に関する研修を２回開

分

催し、さらに障がい者

析

虐待防止の所管として

【

の認知は、広まったと

指

考えている。

【指標5

標

】成年後見制度及び任

1

意後見制度の相談は減

】

少しており、それに合

平

わせて成年後見制度の

成

新規申立者が減少した

２

が、全体

の利用者数は

９

目標値を達成している

年

。

【指標6】相談内容

度

の内訳では、成年後見

よ

制度及び任意後見制度

り

の相談は、２００件程

高

減少しており、反面、

齢

地域福祉権利擁護事

業

者

やあんしん生活支援事

虐

業、金銭管理の相談が

待

増加している。全体的

及

には、前年度より減少

び

しているが、後見レベ

在

ルでの相談より

は、補

宅

助保佐レベルでの軽度

生

の認知症等での相談が

活

多くみられる傾向があ

破

る。

2)達成状況と原

綻

因分析を踏まえた今後

ケ

の方向性

　高齢者虐待

ー

対応については、地域

ス

の虐待対応ネットワー

と

クの取り組みや地域包

し

括支援センター等の関

て

係機関との連携強化を

通

引き

続き行っていく。

報

また、単身高齢者や身

さ

寄りのない高齢者等が

れ

住み慣れた地域で安心

た

して生活できるような

全

見守り支援の充実や判

件

断能力が不十分な高齢

に

者の早期の権利擁護支

つ

援へのつなぎを進めて

い

いく。

　障がい者虐待
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られる事務事業の評価結果
事務事業 施策への

事務事業名 事業費 人件費総事業費課長評価 担当課コ ー ド 貢献度

5 庁内評価委員会－２次評価 6 区民評価委員会－最終評価

庁内評価委員会の評価 区民評価委員会の評価 反映結果

達成状況

方 向 性

評価の反映結果

老人ホーム入所措置事業 高・高齢福祉課3759 235,826 36,174 272,000改善・変更 Ａ

成年後見制度利用支援事業 高・高齢福祉課3761 4,319 14,748 19,067現状維持 Ａ

成年後見制度利用助成事業 高・介護保険課4261 12,544 17,504 30,048現状維持 Ａ

高齢者緊急一時保護事業 高・高齢福祉課21165 51,015 70,340 121,355改善・変更 Ａ

合計４事業 303,704 138,766 442,470

3)施施策の手段として位置付け
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施

帯」に重点を置いて実

策

施していきます。

■  

の

生活保護受給世帯の子

概

どもへの支援について

要

は、有子世帯係（子ど

柱

もがいる世帯のみを担

立

当する係を中部第二福

て

祉課に新設。令和元年

8

度からモデル運用）の

【

成果を検証・分析し、

く

高等学校等中退率の抑

ら

制を図る体制を構築し

し

てい
方　　　針

きます

】

。

担当課名足福・生活

い

保護指導課（取りまと

つ

め）

電話番号03-3

ま

880-6276 E

で

-mail seiho

も

-sidou @ci

健

ty.adachi.

康

tokyo.jp

　稼

で

働能力がある被保護者

住

について、ハローワー

み

ク足立との協定に基づ

続

き「生活保護受給者等

け

就労自立促進事業」や

ら

「足立就職支援コーナ

れ

ー」を活用した就労支

る

援を展開しています。

安

協働・協創
の取組み

【

心

目標】１　貧困をなく

な

そう　【ターゲット】

く

1.3　生活困窮者世

ら

帯や生活保護世帯への

し

生活を保障しながら自

施

立支

援を行い、貧困の

策

連鎖を終わらせます。

群

ＳＤＧｓが
【関連する

名

理由】生活保護制度の

7

適正な実施を行い健康

高

で文化的な最低限度の

齢

生活を保障します。ま

者

た、稼働能力の
目指す

、

目標
ある世帯について

障

は、就労支援や学習支

が

援を行い経済的自立を

い

後押しします。
（ター

者

ゲッ
【評価】ハローワ

な

ーク足立や就労準備支

ど

援事業者などと連携し

の

、利用者に寄り添った

生

支援を丁寧に行ったこ

活

とが、達
ト）との関

成

の

率を上げることができ

サ

た要因だと考えます。

ポ

今後も、結果につなが

ー

るよう支援の提供を行

ト

います。
連及び評価

備

体

　　　考

制を充実する

施策名7.4くらしやしごとに困っている人が、状況に応じた保障や支援を受けられる体制の強化・充実

■  くらしやしごとに困っている人に対しての相談・支援体制を強化・充実し、必要なサービスに適切につなげ、自
立を支援します。

■  生活保護受給世帯に対しては、健康で文化的な最低限度の生活を保障するとともに、必要な援助を行い、自立を
施策の方向支援します。

( 目 標 ) ■  子どもがいる生活保護受給世帯に対しては、子どもの貧困対策に鑑み、必要な援助を行い、自立に向けた就学を
支援します。

■  相談者が抱える問題は、離職や減収といった経済的な問題だけでなく、傷病・障がい、精神疾患やDV、虐待、多
重債務、元ホームレスなど、多岐にわたっています。　

■  福祉事務所やくらしとしごとの相談センターをはじめとした関係機関が連携を図り、必要な方に必要な支援が行
き届くよう支援しています。

現　　　状■  生活保護受給世帯に対する就労支援や子どもへの支援等を充実させることにより、自立を支援しています。

■  １人の相談者が複数の課題を抱えた相談や、家族を含めた相談ケースなどが増加しており、さらに庁内外の関係
機関と連携した支援を実施する必要があります。　

■  生活保護受給世帯の就労支援については、「その他の世帯」（高齢者世帯・母子世帯・障がい者世帯

足

・傷病者世

帯を除く世

立

帯）の就労率が、国の

区

定めるＫＰＩ （改革の進捗管理や測定に必要

令

となる指標）に達して

和

いない状況にあ

るため

４

、きめ細かい就労支援

年

を行う必要があります

度

。
課　　　題■  生活

施

保護受給世帯の子ども

策

への支援については、

評

高等学校等中退率が、

価

国・東京都よりも高い

調

状況にあるため、

子ど

書

もの状況に応じた支援

(

を行う必要があります

令

。

■  生活困窮者への

和

支援は、的確なサービ

３

スにつなげ、本人の状

年

況に応じた知識や情報

度

の提供及び助言を行う

事

ととも

に、自立に向け

業

た就労支援・学習支援

実

等を関係機関と連携し

施

ながら実施していきま

)

す。

■  生活保護受給

1

世帯への就労支援については、「その他の世
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令和2年度 令和3年度 令和4年度
目　標　値標

目　標　値 - 1,500 1,500 1,500 1,500
(4)
実　績　値 - 1,322 1,897 1,562 R6 1,500

達　成　率 0% 0% 88% 88% 126% 126% 104% 104% -

指標名 ※生活保護受給世帯の高等学校等の中退率　低減目標　【成果指標】

定義等生活保護受給世帯に属する高校生のうち、中退した者の割合
指
単　位 ％ 平成30年度 平成31年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度

目　標　値標
目　標　値 5.5 4.5 4.5 4.5 4.4

(5)
実　績　値 4.3 5.6 4.2 3 R6 4

達　成　率 128% 93% 80% 71% 107% 95% 150% 133% -

指標名有子世帯係における子どもの現認率（夏季休業期間）　【活動指標】

定義等子どもがいる生活保護受給世帯のうち、直接子ども本人に対し現認を行った世帯の割合（令和元年度から実施）
指
単　位 ％ 平成30年度 平成31年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度

目　標　値標
目　標　値 - 95 95 98 98

(6)
実　績　値 - 93.9 97.8 95.8 R6 100

達　成　率 0% 0% 99% 94% 103% 98% 98% 96% -

単位:千円

3 投入コスト 平成30年度 平成31年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度

事業費 56,762,142

人件費 3,322,653

総事業費 60,084,795

前年比(金額) △ 60 , 022 , 471

2 施策指標 ※達成率＝左欄:当該年度目標値に対する達成率　右欄:R6年度目標値に対する達成率
指標名生活困窮者における就労等決定者数（就労決定・進路決定者数）　【成果指標】

定義等生活困窮者自立支援相談（ハローワークへつなぎ）、就労準備支援、学習支援等の後に就労（進路）が決定した人数
指
単　位 人 平成30年度 平成31年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度

目　標　値標
目　標　値 200 270 300 250 340

(1)
実　績　値 266 294 229 264 R6 350

達　成　率 133% 76% 109% 84% 76% 65% 106% 75% -

指標名生活困窮者自立支援相談件数　【活動指標】

定義等生活困窮者自立支援相談件数
指
単　位 件 平成30年度 平成31年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度

目　標　値標
目　標　値 3,100 3,350 5,130 5,330 6,350

(2)
実　績　値 3,179 5,063 6,064 6,876 R6 6,500

達　成　率 103% 49% 151% 78% 118% 93% 129% 106% -

指標名生活保護受給世帯の「その他の世帯」の就労率（稼動収入認定のある世帯の割合）　【成果指標】

定義等生活保護受給世帯の「その他の世帯」のうち、就労している世帯の割合（稼動収入認定のある世帯の割合）
指
単　位 ％ 平成30年度 平成31年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度

目　標　値標
目　標　値 48 48 48 48 48

(3)
実　績　値 46.8 42.1 35.6 39.2 R6 50

達　成　率 98% 94% 88% 84% 74% 71% 82% 78% -

指標名包括的就労支援事業利用者数　【活動指標】

定義等生活保護受給世帯員のうち、包括的就労支援事業を利用した人数（令和元年度から事業実施）
指
単　位 人 平成30年度 平成31年度
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人

しては、居場所サポー

（

ト相談員が家庭訪問を

前

し丁寧なサポートを引

年

き続き行っ

ていく。

【

度

指標2】

・出張総合相

9

談会や夜間・休日など

3

の相談体制を継続する

人

とともに、引き続き関

）

係機関や団体とも連携

が

を図りながら、丁寧な

就

寄り

添い支援を行って

労

いく。

【指標3,4】

し

・令和４年４月１日時

、

点で、就労可能な受給

学

者がいる世帯「（その

習

他の世帯）」が2,7

支

39世帯、そのうち就

援

労者がいるのは1,0

に

75世

帯である。国の

参

KPI（改革の進捗管

加

理や測定に必要となる

し

指標）では、「その他

た

の世帯」の就労率を2

中

021年までに45％

学

とする（令

和2年3月

3

25日国通知時点）と

年

されているが、現状は

生

未達成であり本施策の

は

目標値にも大きく届か

9

ない。

　目標達成のた

6

めには、包括的就労支

人

援事業の利便性を高め

（

ること、そして利用者

前

それぞれに合った就労

年

支援が必要である。令

度

和

４年度から、生活困

7

窮者世帯と生活保護世

3

帯の相談窓口を一本化

人

したことで相談先を明

）

確にしただけでなく、

が

対象者の状況に変更

が

高

生じたとしても、引き

校

続き就労支援を受けら

等

れるよう切れ目のない

に

支援を行っている。事

進

業の利用者数は目標値

学

を上回っている

ことか

し

ら、今後は就労率を上

た

げるための課題の整理

。

や対策について事業者

学

と協働して目標達成を

習

目指す。

【指標5,6

支

】

・令和４年４月１日

援

時点で高校生がいる有

で

子世帯は473世帯で

は

あり、そのうち14世

、

帯は高校中退となった

中

。訪問回数を増やし信

学

頼

関係の構築をしたこ

3

とや相手が求める進路

4

年

を達成するために必要

生

な支援を丁寧に行って

の

いくことが中退を未然

登

に防ぐことにつなが

る

録

と考え今後も継続する

者

。また、令和元年度か

数

らモデル運用している

が

有子世帯係（子どもが

7

いる世帯のみを担当す

3

る係）での成果

を分析

人

して得たノウハウにつ

か

いては、他課にも共有

ら

して一層の中退率抑制

9

を目指す。

8人に増えた

担

こと、またハロー

ワー

当

ク、就労準備支援事業

部

者では一人ひとりへの

に

丁寧な寄り添い支援を

お

行ったことにより、指

け

標の目標値達成につな

る

がった。

【指標2】

・

評

新型コロナウイルス感

価

染症の影響による失業

（

等に伴い、就職や生活

部

費などの相談が増加し

長

、さらに複数の複雑な

評

課題を抱えた相

談者に

価

対しては、問題解決ま

－

で相談を重ね、寄り添

１

い支援を行い大幅な件

次

数増につながった。

【

評

指標3,4】

・新型コ

価

ロナウイルスの影響下

）

ではあったが、分母と

そ

なる「その他の世帯」

の

が前年度より294世

１

帯減少した。一方で、

1

就労による

稼働収入を

)

得ている世帯は昨年度

施

とほぼ同数であったこ

策

とから達成率は伸びて

の

いる。

　コロナ禍にあ

達

り、ハローワーク足立

成

の有効求人倍率は1を

状

下回っている（0.6

況

～0.8）。引き続き

と

雇用情勢は厳しい状況

そ

にはある

が、包括的就

の

労支援事業など被保護

原

者への積極的な就労支

因

援のアプローチが功を

の

奏したこともあり、目

分

標値に近づけたと考え

析

る。

【指標5,6】

・

【

新型コロナウイルスの

指

影響下ではあったが、

標

夏季休業中の子どもと

1

の直接面談を行った（

】

令和３年度は当該期間

・

が緊急事態宣言

中であ

ハ

ったため、電話による

ロ

確認も可とした）。直

ー

接面談は令和元年度か

ワ

ら実施されているが、

ー

国が定める訪問回数の

ク

２倍である

４回行った

と

ことにより、有子世帯

の

や子どもとの関係性を

連

築くだけでなく、子ど

携

もの変化をいち早く察

に

知しやすくなった。さ

よ

らに、

夏季休業中の高

り

校３年生については、

7

進路希望調査を行い学

6

習塾や受験料などの貸

人

付の提案をするなど寄

（

り添った支援が中退率

前

を

下げ目標値の達成に

年

つながった。

2)達成

度

状況と原因分析を踏ま

6

えた今後の方向性

【指

3

標1】

・就労準備支援

人

では、各種プログラム

）

などを活用しながら、

、

対象者一人ひとりの状

就

況に応じた支援を実施

労

し、丁寧な就労マッチ

準

ン

グを行っていく。

・

備

（子どもの）学習支援

支

では、引き続き福祉・

援

教育部門との連携を密

に

に取りながら、進路実

よ

現を支援する。また、

り

家庭や保護者が

課題を

9

抱えていたり、利用定

2

着に至らない生徒に対
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られる事務事業の評価結果
事務事業 施策への

事務事業名 事業費 人件費総事業費課長評価 担当課コ ー ド 貢献度

5 庁内評価委員会－２次評価 6 区民評価委員会－最終評価

庁内評価委員会の評価 区民評価委員会の評価 反映結果

達成状況

方 向 性

評価の反映結果

<<別紙の通り>>

合計２５事業 56,762,142 3,322,65360,084,795

3)施施策の手段として位置付け
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福祉 管

福

【経常】 福祉管理課2

祉

2906 474,98

管

5 0 474,985現

理

状維持 Ｂ

生活困窮者自

課

立支援金の支給事務【

3

投資】 福祉管理課22

6

920 9,960 0 9

7

,960現状維持 Ｂ

住

4

民税非課税世帯等への

3

臨時特別給付金の支給

理

0

事務【経常
】

福祉管理

,

課23127 8,02

7

2,843 0 8,02

6

2,843現状維持 Ｃ

7

住民税非課税世帯等へ

1

の臨時特別給付金の支

6

給事務【投資
】

福祉管

,

理課23140 23,

6

463 0 23,463

2

現状維持 Ｃ

合計２５事

課

9

業 56,762,14

4

2 3,322,653

7

60,084,795

,396現状維

3

持

別紙

3)施策

Ｂ

の手段として位置付け

応

られる事務事業の評価

急

結果
事務事業 施策への

小

事務事業名 事業費 人件

口

費総事業費課長評価 担

資

当課コ ー ド 貢献度

金貸付

6

事務 福祉管理課367

6

6 1,053 4,99

9

0 6,043現状維持

2

Ａ

福祉事務所管理運営

,

事務 足福・生活保護指

1

導
課3753 123,

資 5

587 146,340

9

269,927現状維

3

持 Ｂ

福祉事務所施設維

8

持補修事務 足福・生活

,

保護指導
課

3754 5

4

,709 7,352 1

3

3,061現状維持 Ｂ

4

宿泊所・自立支援セン

4

ター等の共同管理事務

0

足福・生活保護指導
課

金 ,

3756 97,024

5

438 97,462現

9

状維持 Ａ

母子父子自立

3

支援員等の活動事業 足

現

福・生活保護指導
課

3

状

757 31 64,74

維

4 64,775現状維

持

持 Ａ

中国残留邦人等生

Ａ

活支援事業 高・高齢福

旧

祉課3758 333,

償

軍

019 25,213 3

人

58,232現状維持

等

Ｃ

入院助産費給付事業

の

足福・生活保護指導
課

援

3765 21,981

護

35,271 57,2

及

52現状維持 Ｂ

生活保

び

護費給付事業施行事務

叙

足福・生活保護指導
課

勲

3766 381,15

還

伝

0 654,534 1,

達

035,684現状維

事

持 Ａ

生活保護費給付事

務

業 足福・生活保護指導

福

課
3767 46,44

祉

4,161 2,006

管

,74648,450

理

,907現状維持 Ａ

生

課

活保護法外援護費給付

3

事業 足福・生活保護指

事

6

導
課

3768 60,3

7

05 69,228 12

3

9,533改善・変更

2

Ａ

低所得者・離職者対

7

策事業 足福・生活保護

6

指導
課

4660 391

4

28,520 28,9

,

11 拡充 Ａ

住居確保給

1

付金支給事業 足福・生

1

活保護指導
課

7119

務

5

154,539 48,

4

013 202,552

,

拡充 Ａ

災害援護資金貸

3

付事務（国制度） 福祉

9

管理課13846 0 8

1

8 88現状維持 Ｃ

災害

縮

援護資金貸付事務（都

小

制度） 福祉管理課13

Ｃ

866 0 88 88現状

行

維持 Ｃ

生活困窮者自立

福

旅

支援事業 足福・くら相

死

談セン
タ

20845 4

亡

28,566 105,

人

656 534,222

取

現状維持 Ａ

母子生活自

扱

立支援事業 足福・生活

法

保護指導
課

21395

及

112,831 52,

び

512 165,343

墓

現状維持 Ａ

母子及び父

祉

地

子福祉資金貸付事務 福

埋

祉管理課21763 0

葬

11,992 11,9

法

92現状維持 Ａ

福祉事

に

務所の整備事業 足福・

係

生活保護指導
課

225

わ

23 33,342 1,

る

750 35,092休

事

止・終了 Ｂ

生活困窮者

務

自立支援金の支給事務
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紙面構成の都合により、本ページ余白 
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